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ま ち づ く り 部 組 織 図 
令和４年４月１日 

   

 

ま ち づ く り 部     都 市 計 画 課     都市計画主査（庶  務） 

（藤野 浩史）     （栃尾 俊介）            都市計画主査（開発調整） 

都市計画主査（総合計画） 

参事（長部 洋一）  

参事（坂本 大輔） ま ち づ く り 推 進 課    まちづくり推進主査（２） 

参事（安間 三千雄） （参事 坂本 大輔 事務取扱）          

    

 防災まちづくり担当課長 防災まちづくり担当主査（３） 

 （参事 安間 三千雄 事務取扱） 

                

住        宅        課        住宅計画係  

                          （荻野 愼一）          住宅主査 

住宅管理係 

 

建        築        課        建築指導係 

（参事 長部 洋一 事務取扱）  構造・耐震化促進係 

細街路整備係 

建築主査（設備） 

建築主査（監察） 

 

都 市 拠 点 デ ザ イ ン        都市拠点デザイン担当課長        都市拠点デザイン担当主査 

担 当 部 長      （佐々木 暁）             

（岩本 憲文）        

 

 

鉄道駅関連プロジェクト     鉄道駅関連プロジェクト担当課長  鉄道駅関連プロジェクト担当主査 

担 当 部 長     （市川 貴之） 

（都市拠点デサイン  

担当部長 岩本 憲文 兼務） 
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ま ち づ く り 部 職 員 配 置 状 況 
                                      令和４年４月１日現在 

 

 

 

 

課名 係名等 部長 課長 
係長 
/主査 係員 再任用 計 備考 

都市計画課 

都市計画主査 
（庶務） １ １ １ ３  ６  

都市計画主査 
（開発調整）   ２ ３  ５  

都市計画主査 
（総合計画）   １ ２  ３  

計 １ １ ４ ８  １４  

まちづくり推進課 
まちづくり推進 

主査 
１  ５ ４  １０ 

参事（まちづくり推進課

長事務取扱） 

防災まちづくり 
担当課長 

防災まちづくり 
担当主査 

１  ４ ４ １ １０ 
参事（防災まちづくり担

当課長事務取扱） 

住宅課 

住宅計画係  １ ３ ６  １０  

住宅管理係   １ ５  ６ 
 

計  １ ４ １1  １６  

建築課 

建築指導係 １  2 ６  ９ 
参事（建築課長事務取扱） 

会計年度任用職員２名 

構造・耐震化促進係   １ ５ １ ７  

細街路整備係   ２ ６  ８  

建築主査 
（設備）   ２ １  ３  

建築主査 
（監察）   

 １ 
※1（１） ２  ３ （※１）兼務主査 1 名 

計 １  ８ ２０ １ ３０  

都市拠点デザイン 
担当課長 

都市拠点デザイン 
担当主査 

１ １ １ ２  ５  

鉄道駅関連プロジェクト 
担当課長 

鉄道駅関連プロジ
ェクト担当主査 

(1) １ ３   ４
兼務部長（都市拠点デザ

イン担当部長） 

合 計 ５ ４ ２９ ４９ ２ ８９  
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分 掌 事 務 

 

まちづくり部  

都市計画課 

課務担当主査（庶務） 

１ 都市計画審議会の庶務に関すること。 

２ 景観づくり審議会の庶務に関すること。 

３ 地価公示図書の閲覧に関すること。 

４ 公有地の拡大の推進に関する法律に関すること。 

５ 国土利用計画法に基づく届出及び遊休土地の調査に関すること。 

６ 市街地復興に関すること。 

７ 部の庶務に関すること。 

８ 部の歳入歳出予算及び決算の資料に関すること。 

９ 部内他の課、係に属しないこと。 

 

課務担当主査（総合計画） 

１ 都市計画に関すること（他の課に属するものを除く。）。 

２ まちづくりに係る総合的計画及び調整に関すること。 

３ 都市計画マスタープランの実現に向けたまちづくりの推進及び調整に関すること。 

４ 都市計画道路、都市計画公園等の計画及び調整に関すること（他の課に属するものを除く。）。 

５ 駐車場及び駐輪場の整備計画に関すること。 

６ 踏切対策に関すること（他の課に属するものを除く。）。 

 

課務担当主査（開発調整） 

１ 都市計画法に基づく地域地区等に関すること。 

２ 都市計画法に基づく開発許可に関すること。 

３ 居住環境整備指導要綱に関すること。 

４ 土地利用現況調査に関すること。 

５ 景観づくりに関すること。 

６ 公共サインの整備に関すること。 
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まちづくり推進課  

課務担当主査 

１ まちづくり事業の実施に関すること。 

２ 地区計画に関すること。 

３ 市街地再開発事業に関すること。 

４ 土地区画整理事業に関すること。  

５ 優良建築物等整備事業及び都心共同住宅供給事業に関すること。 

６ 住宅市街地総合整備事業（拠点開発型）に関すること。 

７ 大規模団地建替え計画等の調整に関すること。 

 

防災まちづくり担当課長 

  課務担当主査 

１ 住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）に関すること。 

２ 都市防災不燃化促進事業に関すること。 

３ 防災都市づくり推進計画の実施に関すること。 

４ 防災街区整備事業に関すること。  

５ 無電柱化チャレンジ事業に関すること。 

 

住 宅 課 

住宅計画係 

１ 住宅施策の企画立案に関すること。 

２ 住宅マスタープランに関すること。 

３ 区営住宅の供給に関すること。 

４ 高齢者住宅の供給に関すること。 

５ 住まいの改修に係る支援に関すること。 

６ 定住化等の促進に関すること。 

７ 高齢者等の住宅支援事業に関すること。 

８ 居住支援協議会に関すること。 

９ マンションの適正な管理の促進に関すること。 

１０ マンション建替えの円滑化に関すること。 

１１ 課内他の係に属しないこと。 

課務担当主査（建築調整） 

１ 中高層建築物の建築に起因する紛争の調停に関すること。 

２ 建築紛争調停委員会に関すること。 

３ 建築基準法に基づく公聴会に関すること。                                  
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４ 建築審査会に関すること。                     

５ 路上建築物等連絡協議会に関すること。         

６ 集合住宅の建築及び管理の指導に関すること。 

7 建築物解体工事計画の事前周知に関すること。 

課務担当主査（空き家対策） 

  １ 空家等対策の推進に関すること。 

  ２ 空家等対策審議会に関すること。 

住宅管理係 

１ 区営住宅の管理に関すること。 

２ 高齢者住宅の管理に関すること。 

   ３ 都営住宅の入居者の公募及び地元割当入居者の決定に関すること。 

   ４ 住宅管理基金に関すること。 

 

建 築 課 

建築指導係 

１ 建築関係の諸証明に関すること。 

   ２ 建築基準法等に基づく申請書の受理及び確認書等の交付に関すること。 

   ３ 建築基準法に基づく建築計画概要書の閲覧に関すること。 

   ４ 建築基準法等に基づく統計及び報告書の作成に関すること。 

５ 指定確認検査機関からの報告書等の受理、照会、受付及び回答に関すること。 

   ６ 建築物等（構造及び設備を除く。）の審査、指導及び検査に関すること。 

７ 一団地の総合的設計及び連担建築物設計制度の認定に関すること。 

８ 東京都駐車場条例に基づく特例の認定に関すること。 

９ 長期優良住宅建築等計画認定に関すること（構造及び設備審査を除く。）。 

  １０ 建築物等の実態調査に関すること。 

  １１ 建築基準法に基づく特例の許可に関すること。 

  １２ 低炭素建築物等計画認定に関すること（設備を除く。）。 

  １３ 建築協定に関すること。 

  １４ 都市計画法に基づく高度地区内における建築物の高さの特例許可に関すること。 

  １５ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく特定建築物（構造及び設備を除

く。）の審査、認定及び許可に関すること。 

  １６ 課内他の係に属しないこと。 

  構造・耐震化促進係 

   １ 建築物等の構造の審査、指導及び検査に関すること。 

   ２ 工事現場の危害防止（仮囲い及び落下物に対する防護に係るものを除く。）に関すること。 

   ３ 危険ながけ、擁壁、ブロック塀等の査察、改修指導及び安全対策支援に関すること。 
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   ４ 建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく認定に関すること。 

   ５ 長期優良住宅建築等計画認定の構造審査に関すること。 

   ６ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく特定建築物の構造の審査、指導

及び検査に関すること。 

   ７ 建築物の応急危険度判定に関すること。 

   ８ 耐震改修促進計画に関すること。 

   ９ 木造民間住宅及びマンションの耐震化に関すること。 

  １０ 緊急輸送道路沿道建築物の耐震化に関すること。 

  細街路整備係 

   １ 道路位置等の指定等に関すること。 

   ２ 建築基準法第４２条に規定する道路（同法第４２条第１項第１号及び第２号を除く。）の調査及

び判定に関すること。 

   ３ 私道の廃止及び変更に関すること。 

   ４ 指定道路図及び指定道路調書の調製に関すること。 

   ５ 指定道路の種別、位置等の確認及び確定に関すること。 

   ６ 狭あい道路の拡幅整備に関すること。 

  課務担当主査（設備） 

   １ 建築物等の設備及び昇降機の審査、指導及び検査に関すること。 

   ２ 長期優良住宅建築等計画認定の設備審査に関すること。 

   ３ 低炭素建築物等計画認定の設備審査に関すること。 

   ４ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく特定建築物の設備の審査、指導

及び検査に関すること。 

   ５ 特定建築物、防火設備、建築設備及び昇降機の定期報告及び防災指導に関すること。 

   ６ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく建築物の審査、認定及び適合性判定     

に関すること。 

  課務担当主査（監察） 

   １ 違法建築物等の取締りに関すること（他に規定するものを除く。）。 

   ２ 保安上危険、衛生上有害な建築物等に対する調査、指導、勧告、命令等に関すること。 

   ３ 計画通知に係る建築物等に対する必要な措置の要請に関すること。 

   ４ 雑居ビルに関する安全対策連絡協議会に関すること。 

   ５ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づく届出の受理及び指導に関すること。 

   ６ 工事現場の危害防止（仮囲い及び落下物に対する防護に係るものに限る。）に関すること。 
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都市拠点デザイン担当部長 

都市拠点デザイン担当課長 

課務担当主査 

  １ 都市中心拠点周辺まちづくりの調査、計画及び調整に関すること。 

 

鉄道駅関連プロジェクト担当部長 

鉄道駅関連プロジェクト担当課長 

課務担当主査 

  １ 都市中心拠点に係る鉄道駅に関連する調査、計画及び調整に関すること。 
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ま  ち  づ  く  り  部 

 

都 市 計 画 課 

 

 １．都市計画に関する事務 

（１）東京都北区都市計画審議会に関する事務（８４６千円） 

    北区都市計画審議会は都市計画行政の円滑な運営を図るため、昭和５１年に設置され、区長の諮問

に応じて都市計画に関すること及び都市計画について区が提出する意見に関することなどについて

審議し答申している。事務局として、審議会の進行、委員の招集及び答申の処理等を行っている。 

    令和３年度は２回開催した。  

    第１１０回（令和３年１１月１２日） 

・諮問：「東京都市計画地区計画の変更について（赤羽台周辺地区地区計画）」 

「東京都市計画用途地域の変更について（赤羽台周辺地区地区計画関連）」  

「東京都市計画高度地区の変更について（赤羽台周辺地区地区計画関連）」 

・報告事項：「用途地域等の一括変更への取り組み状況について」 

「再開発等促進区を定める地区計画の変更に関する素案の作成について（豊島八丁目

地区地区計画）」 

第１１１回（令和４年３月２４日） 

・諮問：「東京都市計画ごみ焼却場の変更について（第十号北清掃工場）」  

「用途地域等の一括変更に関する原案の作成について」  

「東京都市計画防災街区整備方針の変更について」 

・報告事項：「桐ケ丘一・二丁目地区 地区計画」等の都市計画変更の予定について 

 

（２）都市計画に関する方針 

 ア 北区都市計画マスタープラン２０２０ 

北区都市計画マスタープラン２０１０策定後に生じた社会情勢や関連計画・法令、土地利用等

の変化に対応しつつ、着実に計画的なまちづくりを推進するため、「北区都市計画マスタープラ

ン２０２０」の策定に向けて、平成２９年度から計画内容の改定作業を行った。 

令和元年度は、北区都市計画審議会の都市計画マスタープラン専門部会における検討とともに

ワークショップや地区別懇談会等を行い、改定（案）を策定し北区都市計画審議会に諮問し答申

を得た。 

令和２年７月に「北区都市計画マスタープラン２０２０」を策定した。 

 

イ 東京都市計画区域マスタープラン 

      「都市計画区域マスタープラン」は、長期的視点に立った都市の将来像を明確にするとともに、

その実現に向けての大きな道筋を明らかにするものとして、都市計画区域ごとに策定するもので

ある。東京都は、平成１６年度に東京都市計画区域マスタープランの都市計画決定を行った。ま

た、平成２０年度に都市計画区域マスタープランで定める都市の将来像の実現を目指すものとし

て、再開発の適正な誘導と計画的な推進を図るための「都市再開発の方針」、延焼防災機能及び

避難機能等が確保された防災街区として整備を図るための「防災街区整備方針」、住宅市街地の

開発整備の構想の明確な位置付けを行うための「住宅市街地の開発整備の方針」の都市計画変更

を行った。 

      その後、平成２１年度に策定した５０年先の将来を展望している「東京の都市づくりビジョン

（改定）」を踏まえ、平成２６年度に都市計画区域マスタープランと上記の 3 方針の都市計画
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変更を行った。 

      平成３０年度、東京都では平成２９年度に策定した「都市づくりのグランドデザイン」を踏ま

えた「東京における土地利用に関する基本方針について」を東京都都市計画審議会から答申され

た。 

      令和元年度からは、改定に向けた具体的な作業が開始され、令和２年度末に都市計画変更を行

った。これに合わせ、再開発の適正な誘導と計画的な推進を図るための「都市再開発の方針」の

都市計画変更も行った。 

      ３方針のうち残る「防災街区整備方針」及び「住宅市街地の開発整備の方針」については、令

和４年度の都市計画変更に向け取り組んでいる。 

東京都の定める広域的な計画は、北区都市計画マスタープランの上位計画にあたり、個別の都

市計画のよりどころとなるものである。北区は、都市計画変更にあたって、原案の作成や計画調

整を行っている。     

 

 （３）地域地区（４，２２４千円） 

    地域地区は、都市計画法に基づき都市計画区域内の土地を、その利用目的によって区分し、建築物

などについての必要な制限を加えることにより、土地の合理的な利用を図るものである。こうした制

限は、計画的な土地利用を推進し、さらに、都市計画の目的を実現していく上で、最も重要な都市計

画規制の１つとなっている。 

    その中でも用途地域等は、市街地環境の悪化を防止するため、建築物の用途や建蔽率、容積率、高

さなどを規制するもので、区民に最も身近で基本的な制限である。 

東京都では、平成 16 年の一斉見直し以降、東京の都市づくりビジョンに示している「めざすべき

市街地像」を実現するため、従来の概ね８年ごとに行ってきた用途地域等の一斉見直しに代え、原則、

地区計画を定めることを条件に適時用途変更等の変更を行うこととなった。これにより、地域のまち

づくりに合わせて、迅速かつ効果的な用途地域等の変更が可能となった。 

    東京都では、平成 16 年の一斉見直し以降、地形地物の変化などによる、用途地域等の指定状況と 

   現況との不整合、及び、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律及び建築基準法の一部の 

   改正による、地区計画における項ずれ等について、関連する都市計画等の変更を一括して決定するこ 

   ととなり、作業を進めている。 

   〔経  緯〕 

    平成１６年度 東京都における用途地域等の一斉見直し 

平成２１年度 補助８３号線周辺南地区地区計画の都市計画決定に伴う変更 

（用途地域、防火地域・準防火地域、高度地区） 

平成２３年度 旧古河庭園周辺の高度地区を変更（３５ｍ高度地区） 

    平成２４年度 飛鳥山公園周辺の高度地区を変更（４０、３５ｍ高度地区） 

十条駅西口再開発事業の都市計画決定に伴う変更 

           （用途地域、高度地区、防火地域・準防火地域、高度利用地区） 

    平成２５年度 赤羽台周辺地区地区計画の都市計画決定に伴う変更 

           （用途地域、容積率） 

平成２６年度 志茂一丁目、二丁目の新たな防火規制区域を追加 

平成２７年度 西ケ原三丁目、四丁目の新たな防火規制区域を追加 

志茂地区地区計画の都市計画決定に伴う変更 

（用途地域、高度地区、防火地域・準防火地域） 

赤羽西地区の用途変更に伴う変更 

（用途変更、高度地区、防火地域・準防火地域、新たな防火規制区域） 

補助８１号線沿道地区の高度地区、防火地域・準防火地域の変更 
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補助８３号線周辺北地区地区計画の都市計画決定に伴う変更 

（用途地域、高度地区、防火地域・準防火地域） 

平成２８年度 十条駅周辺西地区地区計画の都市計画決定に伴う変更 

           （用途地域、高度地区、防火地域・準防火地域） 

令和 元年度 東京都から用途地域等一括変更原案等の作成依頼 

令和 ２年度 赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業の都市計画決定に伴う高度利用地区 

       の変更 

       十条駅周辺東地区地区計画の都市計画決定に伴う変更（用途地域、高度地区） 

補助８5 号線沿道地区の高度地区の変更 

    令和 ３年度 赤羽台周辺地区地区計画の都市計画変更に伴う変更（用途地域、高度地区） 

           用途地域等一括変更原案等を東京都へ提出 

 

 （４）都市施設 

    ア 道  路 

      都市計画道路については、東京都が都市の骨格を形成する放射線・環状線及び補助線のうち原

則として標準幅員が１６ｍ以上であって放射線・環状線を補完する複数区にまたがる広域的な路

線を施行し、それ以外の路線を区が施行する。（平成１２年の都市計画法改正により、４車線未

満の区道の計画決定は区に権限委譲され、法改正以降、区が計画決定した路線については区施

行。） 

      現在、北区における都市計画路線は４６路線、北区が事業を予定している未着手路線は、補助

２４３、２４５号線の２路線である。計画区域内の建築構造物が将来の道路事業に支障をきたす

ことのないよう、建築に係る事前相談等があった時点において、区域線の指導（都市計画法第５

３条関係）を行っている。 

     〔経  緯〕 

      平成１２年度 区画街路５号線の都市計画決定 

      平成１３年度 区画街路６号線（赤羽駅東口駅前広場の区域と面積）の都市計画変更 

      平 成 １ ６ 年 ３ 月 東京都と特別区は東京都市計画道路（区部）の第二次事業化計画（平成３年度

～１５年度）の期間終了に伴い、「区部における都市計画道路の整備方針（第

三次事業化計画）」（平成１６年度～２７年度）を策定し、優先整備路線を選

定した。 

             優先整備路線の選定 

平成２４年度 区画街路７号線の都市計画変更 

平 成 ２ ８ 年 ３ 月 東京都と特別区及び２６市 2 町は東京都市計画道路（区部や多摩地域）の第

 三次事業化計画（平成１６年度～２７年度）の期間終了に伴い、「東京にお

ける都市計画道路の整備方針（第四次事業化計画）」（平成２８年度～令和

７年度）を策定し、優先整備路線や計画内容再検討路線などを選定した。 

平 成 ２ ９ 年 1 1 月 東日本旅客鉄道赤羽線付属街路１号線ほか５路線の都市計画決定 

令 和 元 年 1 1 月 東京都と特別区及び２６市２町は、優先整備路線等を除く未着手の都市計画

道路を対象とし、東京における都市計画道路の在り方に関する基本方針を策

定した。 

令 和 2 年 1 0 月  補助９２号線の都市計画変更 

 

    イ 公園・緑地 

平成１０年、都市計画法施行令改正で区決定の公園面積が４ha 未満から１０ha 未満に変更     
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された。北区内は浮間公園、音無・荒川緑地以外の公園緑地が区の決定権限となった。 

      平成２３年、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の     

整備に関する法律」（以下「第２次地方分権一括法」という。）の施行に伴い、区決定の都市計

画に係る知事の同意が不要となり協議になること、公園面積が１０ha 以上の公園緑地でも区が

設置するものは、区決定に変更された。これに伴い、音無・荒川緑地の決定権限等について、東

京都と協議を進めている。 

〔経  緯〕 

      平 成 １ ８ 年 １ 月 外語大跡地公園の都市計画決定 

      平 成 １ ８ 年 ３ 月 都区市町は都市計画公園緑地の整備方針を策定 

             重点公園・緑地の選定、優先整備区域の選定 

      平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 都区市町は都市計画公園緑地の整備方針（改定）を策定 

             重点公園・緑地の選定、優先整備区域の選定 

平 成 ２ ４ 年 度 桐ケ丘中央公園の都市計画変更 

             王子三丁目公園の都市計画変更 

      平 成 ２ ５ 年 度 赤羽台のもり公園の都市計画決定 

      平 成 ２ ６ 年 度 稲付公園、袋町公園（赤羽台さくら並木公園、赤羽台四丁目公園へ変更）、 

飛鳥山公園の都市計画変更 

      平 成 ２ ８ 年 度 滝野川三丁目公園の都市計画決定 

             浮間三丁目公園の都市計画変更       

      平 成 ３ ０ 年 度 神谷公園の都市計画変更 

      令和 ２年度 都区市町は都市計画公園緑地の整備方針（改定）を策定 

             重点公園・緑地の選定、優先整備区域の選定 

 

ウ そ の 他 

      都市高速鉄道、河川、下水道等の都市計画決定・変更については、東京都等の決定権者と協議・ 

          調整を行っている。 

      また、都区制度改革に伴う事務移管等により、その他の供給施設、汚物処理場、ごみ焼却場及

びその他の処理施設（産業廃棄物処理施設を除く）が区決定となった。 

〔経  緯〕 

      平成３０年度 北清掃工場における都市計画変更原案の説明会 

      令和 ２年度 北清掃工場における都市計画変更案の説明会 

      令和 4 年度 北清掃工場における都市計画変更 

 

 （５）都市計画決定・変更等に関する事務 

    特別区は、防火地域及び準防火地域、高度地区や区域内都市計画道路のうち４車線未満の区道及び

１０ha 未満の公園、緑地等の都市計画決定・変更等を行っていた。平成２３年、「第２次地方分権

一括法」の制定に伴い、区設置の 10ha 以上の公園・緑地等を含む都施行以外については、原則と

して区の決定権限となった。また、都決定に係わる用途地域についての協議・調整を行っている。 

 

２．都市計画道路・公園事業に関する事務 

 （１）都市計画道路事業    

    北区内の都市計画道路は４６路線、延長約５９．３４㎞であり、令和３年度末の整備状況は完成延

長が約３６．5８㎞、整備率が６１．６％となっている。 

    現在、事業中の路線は路線の一部を含め１９路線、延長約９．７１㎞であり、放射１０号線（北本
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通り）をはじめ、環５－２、補助７３、８１、８３、８５、８６、８８、９０、９２、１８１号線、

区画街路３、７号線、東日本旅客鉃道赤羽線付属街路１～６号線である。 

      区は事業の施行者及び対象路線の地元住民との連絡調整等の事務を行っている。 

   〔経   緯〕 

    平成１３年度 補助７３号線（赤羽駅西口～赤羽西２丁目）の事業着手（2 月） 

    平成１４年度 補助８８号線（豊島２丁目～豊島６丁目）の事業着手（5 月） 

    平成１５年度 補助８５号線の都市計画変更 

東京都と特別区において、「区部における都市計画道路の整備方針」（平成１６年

度～２７年度）策定、都市計画道路の必要性の検証や第三次事業化における優先整

備路線などを選定 

    平成１６年度 補助８５号線の事業区域を追加 

    平成１８年度 環状５-１号線、区画街路５号線が事業完了 

    平成１９年度 補助２４６号線が完了 

    平成２０年度 放射９号線が完成 

    平成２１年度 補助９３号線（東田端二丁目地内）の事業着手 

           補助８３号線（中十条一、二、三丁目地内）の事業着手 

    平成２５年度 区画街路３号線の事業着手 

    平成２６年度 補助７３号線（上十条二丁目、十条仲原一、二丁目地内）の事業着手 

           補助８１号線（豊島区巣鴨五丁目、駒込六、七丁目、北区西ケ原三丁目地内）の事 

           業着手 

           補助８３号線（中十条二、三丁目地内）の事業着手 

           補助８５号線（赤羽台一、二、三丁目地内）の事業着手 

           補助８６号線（志茂一丁目、赤羽西一、四、五丁目地内）の事業着手 

           補助９２号線（田端三、五丁目地内）の事業着手 

    平成２７年度 補助８６号線（赤羽南一丁目、志茂二丁目地内）の事業着手 

           補助９０号線（堀船三丁目、上中里三丁目地内）の事業着手 

    令和 元年度 補助８５号線（上十条一、二、三丁目地内）の事業着手 

           東日本旅客鉄道赤羽線付属街路１～６号線（上十条一、二、中十条二、三丁目地内） 

の事業着手 

    令和 ２年度 補助９２号線（中里三丁目、田端六丁目地内）の事業着手 

 

（２）都市計画公園事業    

    北区内の都市計画公園・緑地は令和４年４月１日現在６３カ所、面積約２８４．０ha であり、令

和３年度末では、約８７．９ha の整備状況となっている。 

   現在、事業中の公園・緑地は、浮間公園と飛鳥山公園、赤羽台のもり公園、荒川緑地（豊島ブロッ

ク）の４公園・緑地である。 

 

 ３．北区バリアフリー基本構想の推進（５，９３５千円） 

    北区の令和４年４月１日現在の高齢化率は約２４．５％であり、国や東京都を大きく上回っており、

急速な高齢化が進んでいる。また、身体障害者手帳交付者は１万人を 超え、現在も増加傾向にあり、

バリアフリー社会の早期の実現が課題となっている。 

    平成 14 年度策定の北区交通バリアフリー全体構想は、「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を

利用した移動の円滑化の促進に関する法律」（以下「交通バリアフリー法」という。）に基づくバリ

アフリーのまちづくりを総合的かつ計画的に推進していくための基本的な方針となるもので、この構
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想に基づき、東十条駅をはじめ５駅周辺の基本構想を策定し、順次事業を進めている。 

平成１８年度には「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（以下、バリアフリ

ー新法という。）が施行された。平成２２年度に「移動等円滑化の促進に関する基本方針」が一部改

正され、バリアフリー化の目標年次が、令和２年末へ変更になった。区では、障害者差別解消法の施

行等も踏まえ、平成 27 年度「北区バリアフリー基本構想」（全体構想）を策定、以降順次地区別構

想を策定して、人にやさしい福祉のまちづくりを推進している。 

令和２年度は、全体構想策定から５年が経過することから、赤羽地区及び滝野川地区の事業進捗状

況の中間評価を行った。 

令和３年度は、王子地区の事業進捗状況の中間評価を行った。 

今後も、ハード面の整備及びソフト面の「こころのバリアフリー」等を推進していく。 

 

     〔経    緯〕 

    平成１２年度 交通バリアフリー法施行 

    平成１３年度 「北区交通バリアフリー協議会」発足 

    平成１４年度 北区交通バリアフリー全体構想策定 

           東十条駅周辺地区交通バリアフリー基本構想策定 

    平成１６年度 王子・上中里・田端各駅周辺の交通バリアフリー基本構想策定 

    平成１８年度 板橋駅周辺の交通バリアフリー基本構想策定 

           「交通バリアフリー法」と「ハートビル法」が統合し、「高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律」が施行 

    平成２２年度 移動等円滑化の促進に関する基本方針の一部改正 

    平成２７年度 北区バリアフリー基本構想（全体構想）策定 

     平成２８年度 北区バリアフリー基本構想【地区別構想（赤羽地区）】策定 

 平成２９年度 北区バリアフリー基本構想【地区別構想（滝野川地区）】策定 

 平成３０年度  北区バリアフリー基本構想【地区別構想（王子地区）】策定 

    令和 元年度 「東京都北区バリアフリー基本構想推進協議会」発足 

    令和 ２年度 北区バリアフリー基本構想【中間評価（赤羽地区、滝野川地区）】実施 

  令和 ３年度  北区バリアフリー基本構想【中間評価（王子地区）】実施 

  

 ４．駐車場整備に関する事務    

    駐車施設の整備は公共交通機関の整備、道路の整備とともに都市交通問題解決のために重要な施策

の一つである。また、駐車施設は地域の商業や経済活動の活性化を図るための施設としてもその重要

性を増している。 

    駐車施設対策は公民の適切な役割分担を踏まえ、総合的かつ計画的に区としての施策を進めてい

く。 

   〔経  緯〕 

    平成１５年度 「駐車場法」等に基づく路外駐車場設置届の受理事務等を特別区で処理することと

なる 

           東京都・特別区駐車場整備基金廃止 

    平成１６年度 既契約の利子補給事務は引き続き駐車場公社が実施 

           運用益は、都と区で協議の上、駐車場公社が自動車駐車場対策など、渋滞解消に資

する事業を行い、その活用を図っていく 

     平成１７年度 既契約の利子補給事務及び運用益による自動車駐車場対策などの事業を（公財）東

京都道路整備保全公社が引き続き実施     
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    平成１８年度 駐車場法改正により自動二輪車が法対象に追加 

    平成２４年度 第２次地方分権一括法の施行に伴い、路外駐車場設置届等を特別区で処理すること

となる 

   〔令和３年度の実績〕 

    路外駐車場設置届出       ０件 

        満空情報発信端末設置支援申請  ０件 

 

５．居住環境整備指導要綱に関する事務     

    市街地の居住環境の向上を図り秩序ある整備を促進するため、集合住宅等の建設を対象とし、事業

者に対し、必要な指導及び協力要請を行う。 

    〔適用範囲〕 

    階数３以上かつ住戸数１５戸以上の集合住宅又は延べ床面積１，５００㎡以上の建築物の建設につ

いて適用する。 

   〔内  容〕 

    一定規模以上の建築物を建設する事業者は、建築基準法で定められた建築確認申請を行う前に、要  

綱で定める事項について、プランニングの提出及び協議申し出を行う。区は、事業者に対し、公開空

地、壁面後退、駐車場の設置などについて必要な指導及び協力要請を行う。 

   〔令和３年度の実績〕 

  協議の申し出件数      5４件 

 

６．開発行為の許可に関する事務 

    ５００㎡以上の宅地造成などの開発行為を行う場合には、都市計画法により事前に区長の許可が必

要になっている。 

    開発行為の許可申請を受理すると、必要に応じて道路、下水、消防水利等の公共施設管理者と調整

及び協議を行い、開発行為の計画内容が関係法令に適合しているか否かを審査し許可をする。許可後、

現場検査を行い、適合する場合には検査済証を発行し工事完了の公告を行う。 

   〔令和３年度の実績〕  

      開発行為許可の申請件数  ３件（変更：４件）  

      完了検査件数       ２件 

  

７．土地調整事務 

 （１）国土利用計画法に関する事務  

     国土利用計画法に基づく土地取引の規制は、地価動向を踏まえ、土地取引の円滑化に資するため、

平成１０年９月１日からは契約締結後に届出を行う事後届出制となっている。同法の審査対象は、

適正かつ合理的な土地利用を図るための利用目的に関する審査である。 

     区は、土地取引の譲受人から都知事あてに提出される土地売買等の「届出」を受理し、土地利用

目的に関する区の意見を添えて東京都に送付する経由事務を行っている。 

     届出対象面積は、２，０００㎡以上 

           令和３年度届出件数 １２件 （延面積 約２０，１９０㎡） 

 

（２）公有地の拡大の推進に関する法律に関する事務 

    この制度は公共利用の目的に必要な土地について、譲渡の「届出」や買い取りの「申出」があった

とき、公的機関が優先的に土地所有者と先買いの協議ができるものである。 

          令和３年度土地有償譲渡届出 １１件（面積 約２５，９５０㎡） 
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          令和３年度土地買取希望申出   ０件 

 

（３）地価公示価格・基準地価格の周知に関する事務 

    地価公示法等に基づき、一般の土地の取引価格の指標等として活用されるよう、国土交通省及び東

京都からの依頼を受け周知を図っている。 

 

８．景観づくりの推進に関する事務（３，７１５千円）      

   北区は、平成６年に「北区都市景観づくり基本計画」を策定し、「北区都市景観づくり条例」に基づ

く景観行政を進めてきた。平成２７年４月には、景観法に基づく景観行政団体となり、新たに制定した

「北区景観づくり条例」を施行するとともに、平成２７年９月、「北区景観づくり計画」を策定した。 

 令和 2 年 4 月には、みんなでつくる北区景観百選 2019 等の認定及び中央公園周辺地区の景観形成

重点地区指定にともない「北区景観づくり計画」の変更を行った。 

景観法及び条例、計画に則り、総合的な景観づくり施策を展開し、うるおいと快適性のある都市景観

の形成を推進していく。 

 （１）景観届出 

    景観づくりに大きな影響を与える一定規模以上の建築行為等を行う事業者に対して景観届出を求

め、適正な景観づくりの形成を図るため、景観形成基準に基づき必要な助言・指導を行っている。 

景観届出 

令和３年度届出  ９５件（事前協議） ９４件（景観届出） 

 

（２）北区景観づくり審議会  

「北区景観づくり条例」に基づき、北区における景観づくりに関する重要事項を調査審議するため、

区長の附属機関として平成２７年４月に設置した。 

令和３年度は１回開催した。 

第９回（令和４年 3 月 4 日～２２日書面開催） 

・諮  問：「東京都選定歴史的建造物の選定に係る意見照会について」 

・報告事項：「令和 3 年度景観届出等の状況報告」 

 

（３）地域公共サイン 

区内各駅周辺などから公共施設への正確な誘導を図るため、総合案内板等の公共サインを整備し、

維持管理を行う。 

ア 公共サインの清掃委託 

公共サインの持つ景観的要素や情報伝達機能を維持するため、定期的な清掃委託を実施する。 

 令和３年度 １１６基の公共サイン等について月 1 回の清掃を実施。 

 

イ 総合案内板等の改修工事 

経年的な劣化や破損等に伴う補修や案内表示内容等の変更に伴う改修を実施する。 

      令和３年度 総合案内板１か所、誘導標 2 か所の改修を実施。 

 

ウ 公共サインのあり方検討 

      ICT 化の進展や多文化共生への取り組みに合わせた、公共サインのあり方について標準的な考 

     え方を検討し、マニュアルを作成する。新設、更新時に反映することにより、一定のルールに基 

     づいたサインを表示し、誰にでも分かりやすい案内の実現を目指す。 

      平成 29 年度より区内の公共サインを所管している課を対象とし、公共サイン連絡会を開催し 
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     ている。 

      平成２８年度 区内公共サイン設置状況調査実施 

      平成２９年度 第１回公共サイン連絡会開催 

              公共サイン設置状況調調査について等 

      平成３０年度 第２回公共サイン連絡会開催 

              国内外旅行者のためのわかりやすい案内サイン標準化指針歩行者編（平成 

              27 年 2 月 東京都）について等 

      令和 元年度 第３回公共サイン連絡会開催（文書による） 

              板橋区、荒川区の公共サインガイドライン比較等 

      令和 ２年度 第４回公共サイン連絡会開催（文書による） 

              板橋区屋外案内標識デザインガイドライン（平成 31 年 3 月）に基づき整備 

              された公共サインの現場視察、デジタルサイネージに関する設置事業者ヒア 

              リングを行い、その内容について、公共サイン関係部署を対象に情報共有を 

              行った。 

      令和 ３年度 第５回公共サイン連絡会開催（文書による） 

              東京オリンピック・パラリンピック開催会場周辺の現場視察内容について、 

              公共サイン関係部署を対象に情報共有を行った。 
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ま ち づ く り 推 進 課 
  

１．地区計画制度に関する事務 

  〔目的・内容〕 

   地区計画制度は、それぞれの地域にふさわしい良好な市街地環境を形成するため、法的に土地利用を

コントロールする制度である。地域住民と話し合い、まちづくりルールを都市計画として決定し、良好

な市街地を維持・形成するよう建築事業者等を指導していく。 

〔地区計画一覧（都市計画決定日順）〕 

地 区 名 

都市計画決定年月 

           

地区計画の目標（概要） 

面 積 

累計届出件数 

（令和３年度件数） 

浮間舟渡駅周辺地区 

昭和 61 年 1 月 

駅周辺地区にふさわしい市街地の形成と土地の合理的な高度

利用を促進し、あわせて周辺公園と調和した良好なまち並み

の形成を図る。 

約３.1ha 

４６件 

（２件） 

北赤羽駅浮間口周辺地区 

昭和 61 年 3 月 

駅周辺において、住・商・工混在地区にふさわしい土地 

の合理的な高度利用を促進し、活気のある良好なまち並みを

もった市街地の形成を図る。 

約３.９ha 

１０８件 

（１件） 

北 区 環 状 7 号 線 

（沿道地区計画） 

平成元年 4 月 

環状七号線沿道の建築物の適切な誘導配置により、背後地へ

の道路交通騒音を防止するとともに、住居系建築物の防音構

造化を促進する。 

約１３.３ha 

４６１件 

（１７件） 

田 端 駅 周 辺 地 区 

平成元年 10 月 

駅周辺地区にふさわしい地域の核として、土地の合理的な 

高度利用を促進し、活気のある良好な市街地の形成を図る。 

約１.５ha 

5 件 

（0 件） 

豊 島 八 丁 目 地 区 

（再開発等促進区を 

定める地区計画） 

平成 6 年 4 月 

隅田川沿川に立地した大規模工場の移転跡地を核とし、周辺

地区とともに、水辺環境を生かした業務・居住機能の複合し

た、緑あふれる快適な都市型複合市街地の形成を図る。 

約４.６ha 

４件 

（0 件） 

豊 島 四 丁 目 地 区 

（再開発等促進区を 

定める地区計画） 

平成 16 年 12 月 

大規模工場跡地等の有効利用を契機に、豊かな親水空間を実

現するとともに、道路・公園等の基盤整備及び商業系生活利

便機能や質の高い都市型住居系機能の整備を行い、複合の魅

力を高める創造の拠点として、土地の合理的かつ健全な高度

利用と都市機能の更新を図る。 

約２.９ha 

５件 

（０件） 

豊島五・六丁目地区 

（再開発等促進区を 

定める地区計画） 

平成 17 年 8 月 

都市計画道路の整備に合わせ、大規模工場跡地や低未利用地

の転換・更新を図るとともに、道路・公園等の都市基盤施設

の再編・整備を行い、土地の合理的かつ健全な有効利用と、

周辺地区を含めた市街地の防災性の向上を図る。 

約２.５ha 

４件 

（１件） 

田端二丁目周辺地区 

平成 18 年 3 月 

土地区画整理事業により都市基盤が整備されることに伴い、

地域の特性を活かしながら、適正かつ合理的な土地利用の誘

導・規制を行い、かつての文士村の面影を残す良好な住環境

の住宅地と健全で活力ある商業地の維持・形成を図る。 

約７.５ha 

2５１件 

（２件） 

上十条三・四丁目地区 

（防災街区整備地区計画） 

平成２０年４月 

地区の特性にあわせた建築物などの構造・配置、敷地の規模

等を規制することにより、災害時の安全性向上や居住環境の

維持向上を図る。 

約１９.６ha 

２３２件 

（２３件） 

豊 島 一 丁 目 地 区 

平成 20 年６月 

環境や防災に配慮した適切かつ合理的な土地利用を誘導しつ

つ、中高層住宅の居住環境の保全を図ることにより、中高層

住宅と業務系施設が共存する良好な市街地の形成を図る。 

約２.９ha 

９件 

（１件） 
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補助８３号線周辺南地区 

平成２２年３月 

地区を南北に縦断する都市計画道路補助８３号線の避難路と

しての機能確保を図るとともに、歴史的な景観と利便性が調

和した良好な居住環境の創出を図り「災害に強く、ゆとりと

うるおいのある安全で活気と魅力があふれるまち」の形成を

図る。 

約１７.７ha 

１８７件 

（１２件） 

十条駅西口地区 

平成２４年１０月 

十条駅周辺市街地の防災性の向上と、駅利用者や地域住民が

集い憩う「にぎわいの拠点」を形成するため、土地の合理的

かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る。 

約１.９ha 

１件 

（０件） 

桐ケ丘一・二丁目地区 

平成 24 年 12 月 

都営住宅の建替えを適切に誘導して、良質な住宅の供給を行

うとともに、道路・公園等の再配置による憩いの拠点に相応

しいみどりのネットワークの形成や、災害時の避難や救援の

際のネットワークやオープンスペースの充実により、ゆとり

ある住環境と豊かなみどりのあるまちの形成を図る。 

約４７.３ha 

８件 

（２件） 

赤羽台周辺地区 

平成 26 年 3 月 

令和４年１月（変更） 

住宅団地の建替えや学校跡地利活用等を適切に誘導すること

で、赤羽駅に近接する区域に相応しい土地の有効・高度利用

を図り、緑豊かな住環境を継承する良好な都市環境の創出を

図る。 

約 25.9ha 

１５件 

（４件） 

志茂地区 

（防災街区整備地区計画） 

平成 27 年 12 月 

本地区の防災機能を強化し、地区特性に応じた快適で安全 

な市街地の形成を図る。 

約 116.0ha 

５７７件 

（１１３件） 

補助８３号線周辺北地区 

平成２８年３月 

都市計画道路補助第８３号線の整備事業を進めていくことに

併せ、景観に配慮し利便性の高い良好な居住環境の創出を図

り、東十条駅周辺のにぎわい拠点として地域の活性化を図る。 

約９.８ha 

７５件 

（２９件） 

十条駅周辺西地区 

平成２８年１０月 

都市計画道路補助第７３号線の整備に併せ、延焼遮断機能の

確保やにぎわいの拠点としての既存商店街を中心とした地域

の活力の維持向上を図り、「にぎわいとやすらぎを奏でるま

ち十条」の形成を図る。 

約２４.５ha 

１０２件 

（１５件） 

西ケ原地区 

平成 29 年 1 月 

防災公園への安全な避難経路や消防活動のための道路、身 

近な防災機能や環境形成に資する公園・広場等、公共施設 

の確実な整備を図るとともに、地域特性にあわせた建築物 

等の適切な制限を行い、健全な土地利用と建替えの誘導を 

図り、安全で良好な住環境の形成を図る。 

約 30.0ha 

１２９件 

（２７件） 

赤羽一丁目地区 

令和 2 年 8 月 

地域の防災性の向上と、駅前立地としてふさわしい「にぎわ

いの拠点」を形成するため、公共的な広場・空地等を確保す

るとともに、商業中心地として地域商業と調和・共存する商

業機能の整備を図る。あわせて、必要な住宅機能の整備を図

ることにより、多様で魅力的な複合市街地を目指し、土地の

合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る。 

約 0.6ha 

0 件 

（0 件） 

岸町二丁目地区 

令和３年３月 

東十条駅に近接する利便性を活かした良好な居住環境を形成

するとともに、地区の防災性の向上等を図る。 

約４.８ha 

４件 

（４件） 

十条駅周辺東地区 

令和３年３月 

ＪＲ埼京線の十条駅付近鉄道立体交差事業や関連都市計画道

路事業に伴い、十条駅に近接する利便性を活かした良好な居

住環境を形成するとともに、地区の防災性の向上等を図り、

「にぎわいとやすらぎを奏でるまち十条」の形成を図る。 

約１８.９ha 

１５件 

（１５件） 

（届出件数には変更届含む） 
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２．赤羽駅東口地区まちづくり 

  〔事業目的〕 

   赤羽駅東口地区は、戦後の区画整理事業により市街地が整備され、商店街を中心に繁栄してきた。一

方で商業地区の分散や建替えが困難な長屋形式の老朽化した店舗・住宅、自転車の違法駐車などの諸課

題が生活環境改善や商業停滞の要因と指摘されてきた。 

   十年以上に及ぶ地域住民主体のまちづくり活動を支援しながら、近年、地元権利者の発意により事業

化が検討されている市街地再開発事業を契機に、区内随一の賑わいの拠点である赤羽駅周辺の利便性を

最大限に発揮し、駅周辺のまちづくりを推進する。 

 

 （１）赤羽一丁目市街地再開発事業 

〔事業内容〕 

 区内随一の賑わいの拠点である赤羽駅東口地区において、土地の合理的かつ健全な高度利用を図るこ

とにより、一層のにぎわい創出と生活利便性の高い住生活環境を整備し、かつ災害に強いまちとするた

め、都市再開発法に基づき、赤羽一丁目における第一種市街地再開発事業を民間の再開発組合により施

行する。 

〔第一地区 経過等〕 

 平成 28 年 6 月 「赤羽一丁目第一地区市街地再開発準備組合」設立 

平成 29 年 12 月 区長進達により、都知事に準備組合設立届を提出 

平成 30 年 6 月 準備組合から区に、事業化に向けた要望書が提出される 

令和元年  ６月 準備組合から区に早期の都市計画手続き着手の旨の要望書が提出される 

令和２年  １月 東京都都市整備局主催による局内の再開発事業の協議調整の場である「事業連絡 

調整会議（連調）」開催 

      令和２年  3 月 都市計画決定手続き着手（都市計画法第 16 条縦覧開始） 

   令和２年  ８月 都市計画決定 

   令和４年  ３月 準備組合による事業概要説明会の開催 

 

   〔準備組合の施設計画案概要：令和４年３月時点（事業概要説明会資料により更新）〕    

容積率    ８００％ 

延床面積   約３２，７００㎡ 

階数 ２６階（地下１階） 

建物高さ   約１１０ｍ 

総事業費 約１８４億円 

住宅戸数 約３００戸 

 

〔都市計画手続きについて〕 

赤羽一丁目第一地区の市街地再開発事業について、令和２年８月に都市計画決定した。 

① 決定した都市計画 

  〇東京都市計画第一種市街地再開発事業の決定（北区決定） 

  〇東京都市計画高度利用地区の変更（北区決定） 

  〇東京都市計画地区計画（北区決定） 

② 都市計画により生じる権利者等の制限 

〇施行区域内では市街地再開発事業を実施するにあたって障害となるような行為を防止するた

め、建築の制限や土地譲渡の届出義務等が生じる。 

※区は今後の円滑な事業進捗のため、引き続き権利者には法令で求められている対応に限らず、

積極的に情報提供等に努めていく。 

３月１２日～ 都市計画法第１６条に基づく計画案の公告及び縦覧 

4 月中    都市計画法第１９条に基づく東京都協議 

5 月下旬   都市計画法第１７条に基づく計画案の公告及び縦覧 

７月２８日 北区都市計画審議会 
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８月１７日 都市計画決定 

   〔令和４年度以降の予定〕 

   （第一地区準備組合の想定） 

令和 ３年夏頃  事業計画作成 

令和 ５年春頃  組合設立認可 

令和 ６年夏頃  権利変換計画認可 

令和 ６年秋頃  工事着手 

令和１０年春頃  再開発ビル竣工 

   令和１１年冬頃  組合解散 

 

〔第二地区・第三地区について〕 

平成 30 年  5 月 「赤羽一丁目第二地区市街地再開発準備組合」設立 

 令和 元年 10 月 「赤羽一丁目第三地区市街地再開発準備組合」設立 

 令和 ４年 ３月 第三地区について、区長進達により、都知事に準備組合設立届を提出 

 

 ※これまで両地区は第一地区と比較し、権利者の合意形成や、事業実施に係わる検討が十分ではない 

状況から、区としては実質的には準備組合設立のための準備組織と解し、関係権利者の合意形成の促

進など、必要な助言等を継続してきた。令和４年度以降、第三地区については、第一地区と同様に準

備組合の検討状況に応じ、計画等の協議に応じていく。 

 

〔赤羽駅東口駅前周辺地区まちづくり庁内検討会について〕 

赤羽駅東口周辺のまちづくりの推進と、計画地に隣接する赤羽小学校の教育環境の維持・充実等を

実現させる方策等を検討するため、令和元年８月に「赤羽駅東口駅前周辺地区まちづくり庁内検討会

（会長：まちづくり部長、副会長：政策経営部長、教育振興部長）」を設置した。 

検討内容は、以下の通り。 

（１）市街地再開発事業に係る事業計画をはじめとしたまちづくりの推進に関すること。 

（２）市街地再開発事業地に隣接する区立赤羽小学校の教育環境の確保及び充実に関すること。 

（３）前二号に関わる赤羽駅東口周辺の大規模公共施設及び公益施設の更新等整備に関すること。 

 

（２）赤羽駅東口地区まちづくり全体協議会 

[事業内容] 

本協議会は赤羽駅東口地区（約４３ｈａ：赤羽一丁目、赤羽二丁目、赤羽南一丁目３番～２０ 

番）を対象区域とし、地域に愛着を持ち、住み続けられるまちづくりを目指し、勉強会や情報交換等を

行う住民主体の組織であり、区は、協議会の事務局として活動を支援している。 

協議会は年４回程度の幹事会を中心にまちづくりの課題等について検討を行うとともに、作業部会

（交通関連部会、赤羽小学校部会、東洋大学連携部会）など特定課題の研究を行っている。 

平成２７年９月には「赤羽駅東口地区まちづくりゾーニング構想」をまとめ、将来の赤羽駅東口地区

の望ましい姿をまとめた。 

最近は地区内で事業化が検討されている市街地再開発事業を契機に、ゾーニング構想の実現に向けた

具体な検討を主な活動内容としている。 

  〔経  緯〕 

  平 成 ２ １ 年 １ ０ 月 赤羽駅東口地区まちづくり全体協議会設立 

    平 成 ２ ２ 年 ２ ～ ３ 月  ユビキタス光のまちプロジェクト実証実験（東本通り東ブロック、スズラ 

           ン通り商店街）※ＬＥＤ照明にＩＣＴ通信機能を付加する社会実験ユビキ 

           タス特区事業を誘致し実施 

     平 成 ２ ２ 年 度 赤商連、ＪＲ東日本による赤羽駅リニューアル計画に関する関係者会議開 

           催 

赤羽スズラン通り商店街における商店街活性化事業実施のため、地域商店 

街活性化法に基づく計画認定に向けて検討を実施 
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     平 成 ２ ３ 年 度 ２４年３月赤羽駅東口地区まちづくり全体協議会総会を開催。役員の 

改選と駅前通南ブロック部会と駅前通北ブロック部会を統合し駅前通り南 

北ブロック部会とし、東口駅前広場とその周辺の諸課題を検討することと 

した。 

平 成 ２ ４ 年 度  オアシス アート ラ・ラ・ガーデン 環境整備事業（コミュニティ道路の一 

           方通行化、歩道の拡幅、歩道内駐輪スペースの設置、彫刻の展示等） 

   平 成 ２ ６ 年 度 赤羽駅東口地区のまちづくりゾーニング構想の策定について話し合いがも 

           たれ、２７年３月の総会にて構想の中間報告が採択された。 

      平 成 ２ ７ 年 度 ２７年９月の臨時総会において、「赤羽駅東口地区まちづくりゾーニ 

ング構想」を正式に採択した。 

            ２８年２月の総会において、今後の活動方針として、東洋大学との大 

           学連携によるまちづくりをはじめとして地域課題の解決等の事項を確認。 

   平 成 ２ ８ 年 度 ２９年２月の総会において、幹事会で承認された作業部会の設置の報告。 

平 成 ２ ９ 年 度 ３０年２月の総会において、今後は毎年度の活動方針を定めることとした。 

   平 成 ３ ０ 年 度 ３１年 3 月の総会において、駅周辺の市街地再開発事業にあわせた地域の拠点施

設の在り方を検討していくとした新年度の活動方針が承認された。 

   令 和 元 年 度 今後のまちづくりの在り方についての検討の一環として、幹事会の議論を深める

ため、地区内の各町会自治会、商店街、学校ＰＴＡを対象に「グループインタビ

ュー」を実施した（計１３団体７４名参加）。 

            令和２年 3 月に開催を予定していた総会については、新型コロナウイルスの感染

拡大防止のため開催を見合わせた。 

   令 和 2 年 度 令和２年１２月の幹事会において、コロナ禍における今後の協議会活動について

協議・確認をおこない、前年度の活動方針案等を基本的に翌年度も引継ぐことと

した。なお、令和３年３月に開催を予定していた総会については、新型コロナウ

イルスの感染拡大防止のため延期とした。 

   令 和 ３ 年 度 令和３年１２月に約３年ぶりに開催した総会において、幹事会の充実や区議会議

員の幹事会へのオブザーバー参加を可能にする会則改定と、市街地再開発事業等

の進捗にあわせた将来のまちづくりについて、一層具体的な検討を進めていくと

した令和３・４年度の活動方針が承認された。 

 

〔令和４年度予定〕 

令和３年度の総会で承認された３・４年度の活動方針では、平成２７年の「ゾーニング構想」の具現

化を進めるため、地域の拠点施設の在り方を検討することとしており、幹事会で目指すべき拠点のイメ

ージ案を作成し、幹事以外の方からも広く意見募集する機会を設け、地域の考え方として集約すること

を目指している。 

 

３．十条地区まちづくりに関する事務 

（１）十条地区まちづくり基本構想 

〔事業目的〕 

十条地区は、木造住宅が密集しており、震災時の危険度が高い地区である。さらに、鉄道による地域分

断や幹線道路の未整備など、本地区のまちづくりは、多くの課題を抱えている。区では、早期かつ効果的

に十条地区のまちづくりを進めるために、「まち」の将来像や、それを実現する方法について、区民とと

もに共通の認識を持つことが大切考え「十条地区まちづくり基本構想」を策定し、まちづくりの基本的な

考え方（手法・事業）を具体的に示し、十条地区のまちづくりを推進していく。 

〔経  緯〕 

平成 ７年度 「十条・東十条・王子神谷駅周辺地区まちづくりブロック構想」策定 

平成１７年度 十条地区のまちの将来像やまちづくりの方針、それを実現するまちづくり手法          

を示した「十条地区まちづくり基本構想」を策定（１０月） 

平成２３年度 「十条地区まちづくり基本構想」を改定（３月） 
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【主な改定内容】 

       ・十条地区の区域の拡大（約９５ｈａから約１３４ｈａ） 

       ・基本構想の枠組みの変更 

       ・今後、展開すべきまちづくり施策の追加 

       ・平成１７年度からの時点更新 

平成２８年度 「十条地区まちづくり基本構想」を修正（３月） 

      【主な修正内容】 

       ・まちづくり手法、事業の追加など 

       ・平成２３年度からの時点更新 

令和 2 年度 「十条地区まちづくり基本構想」の改定に着手。 

令和 3 年度 「十条地区まちづくり基本構想」を改定（３月） 

【主な改定内容】 

       ・基本構想の枠組みの変更（目標の設定、方針の修正） 

       ・エリア区分の見直し 

       ・今後、展開すべきまちづくり施策の追加 

       ・平成１７年度からの時点更新 

〔令和４年度予定〕 

十条地区まちづくり全体協議会等を通じて、「十条地区まちづくり基本構想」改定（令和４年３月）の

周知を図る。 

 

（２）十条駅西口地区市街地再開発事業（２，88０，700 千円） 

〔事業目的〕 

組合施行による市街地再開発事業を支援・推進し、十条駅西口地区の防災性の向上と、区の「にぎわい

の拠点」のシンボルにふさわしい土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新（北区画街路第７号

線・十条駅西口地下自転車駐車場・補助第７３号線・補助第８５号線）を図る。 

〔地区の概要〕 

１．地区面積 約１．７ｈａ 

２．計画概要 

施設規模 

   延べ床面積 約 80,996 ㎡ 

階数・高さ 地上３９階／地下２階・高さ約 146.16ｍ 

  施設用途  商業、業務、住宅、駐輪場 

公共施設等 

   都市計画道路 補助第７３号線（幅員２０ｍ、延長約８５ｍ） 

   都市計画道路 補助第８５号線（幅員３０ｍ、延長約１７０ｍ） 

都市計画道路 北区画街路第７号線（幅員２０ｍ、延長約４０ｍ） 

都市計画北第４号十条駅西口地下自転車駐車場（約１，２００台） 

  区公益施設 

   旧十条駅西口自転車駐車場等の財産を保留床として権利変換した再開発ビルの低層棟３・４階

部分（約 1,500 ㎡）に、多目的スペースや図書館機能からなる公益施設を整備する。 

〔経  緯〕 

平成１６年度 西口駅前（上十条二丁目２５～２９番地）の地権者を対象に、７月から６回の再開発勉

強会を開催し、組合施行による市街地再開発事業を提案する。 

平成１７年度 「十条駅西口再開発相談事務所」を開設（４月） 

      「十条駅西口地区まちづくり協議会」を設立（１１月） 

平成１９年度 十条駅西口地区市街地再開発準備組合が設立（８月） 

平成２４年度 十条駅西口地区第一種市街地再開発事業等に係る都市計画決定・変更を告示（10 月） 

平成２５年度 再開発事業施行地区の区域を公告（８月） 

      借地権申告を受付（８月５日～９月４日） 
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平成２７年度 準備組合は、組合設立に向けて定款案及び事業計画案を作成し、準備組合の総会にて承

認（６月） 

      準備組合は、組合設立に向けて権利者からの同意取得を開始（７月～） 

平成２８年度 準備組合は、１１月に都市再開発法に定める申請要件を充足したため、準備組合理事（組

合設立発起人）から区を経由して認可権者である東京都知事へ組合設立の認可申請書を

提出（１２月） 

平成２９年度 東京都知事から設立認可がされ（５月）、十条駅西口地区市街地再開発組合が設立総会

を開催（６月） 

平成３０年度 再開発組合が特定業務代行者を決定（６月） 

      施設建築物・公共施設の実施設計完了（３月） 

令和 元年度 再開発組合が事業計画の変更認可を取得（１２月） 

再開発組合が権利変換認可を取得（3 月） 

令和 ２年度 区域内建築物の解体・除却開始（５月） 

      公共施設工事着工（２月） 

再開発ビル建築工事着工・仮設自転車駐車場供用開始（３月） 

令和 ３年度 駅前広場南側仮設ロータリー供用開始（4 月） 

      建物名称が「Ｊ＆ ＴERRACE（ジェイトテラス）」に、施設名称が「Ｊ＆ MALL（ジ

ェイトモール）」に決定（11 月） 

      住宅部分の名称が「THE TOWER JUJO（ザ・タワー十条）」に決定（1２月） 

臨時総会において、完成後の施設建築物等の管理会社を、㈱日鉄コミュニティに内定 

 

〔令和４年度予定〕 

令和６年度の事業完了を目標に、引き続き再開発組合に対して施設建築物の共同施設整備費などの一部

を補助するとともに、駅前広場などの公共施設を整備するための費用を負担する。 

 

４．田端地区土地区画整理事業 

  〔都施行までの経緯〕 

    昭 和 ２ １ 年 ４ 月 土地区画整理を都市計画決定 

   昭 和 ２ ３ 年 ３ 月 約８３ｈａの区域で、田端復興土地区画整理組合（旧組合）を設立 

            土地区画整理事業を開始 

   昭 和 ３ ３ 年 ２ 月 裁判所の組合設立無効の判決によって組合を解散 

   昭 和 ６ ３ 年 ３ 月 既に事業が進捗していた約４１ｈａについて、都が換地処分を実施 

都は残り約４２ｈａのうち、土地の権利と現況土地利用が著しく異なっ 

ている区域を中心とした約７.５ｈａについて、東京都施行の土地区画整理事 

業の実施を決定 

〔都施行決定後の経緯〕 

   平 成 元 年 度 都は事業計画素案の説明会を開催し、田端地区事務所を開設 

   平 成 ４ 年 度 区は都の依頼を受け、田端第二公園を都市計画変更し、童橋公園の都市計画決定 

   平 成 １ ０ 年 ２ 月 都は事業計画（事業施行期間：平成 19 年 6 月 30 日まで）を告示 

※事業計画   事業主体：東京都 

事業区域：田端一、二、三、五丁目の各一部（約 7.5ｈａ） 

            事業計画:平成 10 年 2 月 16 日～平成 28 年 3 月 31 日（のちに変更） 

            主な公共施設：都市計画道路補助９２号線（延長約 400ｍ、幅員 20ｍ） 

                   区画街路 延長約 2,115ｍ、幅員４～８ｍ 

            （参考：減歩率 19.03％） 

   平 成 １ １ ～ １ ４ 年 度 区は滝野川第一小学校の減歩充当用地として 1,604.82 ㎡の用地を取得 

   平 成 １ ７ 年 ６ 月 都は事業計画変更（事業施行期間：平成 26 年 3 月 31 日まで）を告示 

           し、換地設計（案）発表 

   平成１８年１月  第１回仮換地指定の通知（以降、平成２２年１０月までに計６回の通知が行われ
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る） 

平成１８年３月  地区計画を都市計画決定 

平成１９年６月  第１回仮換地の引渡し（以降、平成２４年 8 月まで計９回の仮換地引渡し 

                 が行われ、全域の仮換地引渡しが完了） 

   平 成 ２ ５ 年 ３ 月 補助９２号線道路工事完了、交通解放 

     平 成 2 7 年 1 0 月  換地処分の公告 

   平 成 2 8 年 3 月 事業計画（清算）変更（事業施行期間 令和 4 年 3 月 31 日まで） 

平 成 ２ ８ 年 ６ 月 区は都から、区有施設（旧滝野川第一小、田端児童館）の清算金の交付を受ける。 

         （清算金：３，７０２，６２０円） 

令和４年３月末  令和４年３月３１日をもって、清算金の徴収・交付を終え事業は完了した。 

〔その他〕 

  平 成 2 8 年 9 月 地元連合自治会からの防災広場としての活用をとの要望を受ける。 

  平 成 ２ ９ 年 ５ 月 区画整理事業区域内に児童遊園用地を東京都より取得 

 

 ５．赤羽台周辺地区住宅市街地総合整備事業（拠点開発型） 

  〔事業目的〕 

   赤羽台団地の建替えにあわせ、周辺の道路・公園等の公共施設整備を総合的に行い、都市機能の更新

や市街地環境の改善、良質な都市型住宅の供給を進める。 

  〔経  緯〕 

   平 成 １ ５ 年 度  「赤羽台周辺地区住宅市街地整備総合支援事業」の整備計画について、国 

           土交通大臣が承認 

   平 成 １ ６ 年 度 整備計画書の縦覧 

   平 成 ２ ２ 年 度 社会資本総合整備計画（第一期）の提出 

   平 成 ２ ３ 年 度 事業再評価の実施、社会資本総合整備計画変更の提出 

     平 成 ２ ５ 年 度 社会資本総合整備計画変更の提出 

     平 成 ２ ７ 年 度 社会資本総合整備計画（第二期）の提出 

     平 成 ２ ８ 年 度 東京都事業評価委員会による事業の再々評価の実施 

社会資本総合整備計画（第一期）の事後評価の実施 

      平 成 ２ ９ 年 ６ 月 区議会建設委員会に「赤羽台トンネル付近昇降機設置計画について」 

を報告 

      平 成 ３ １ 年 ２ 月 赤羽台トンネル脇エレベータ供用開始 

   令 和 ２ 年 度 社会資本総合整備計画（第三期）の提出 

   令 和 ３ 年 度  東京都事業評価委員会による事業の再々々評価の実施 

            社会資本総合整備計画（第二期）の事後評価の実施 

〔令和 4 年度予定〕 

 ・赤羽台けやき公園が部分開園する。 

 

 ６．大規模団地建て替え計画等の調整に関する事務 

大規模団地の建て替え計画等について、都市計画マスタープランや北区基本計画等との整合を図るた

め、庁内各課並びに関係機関との調整を行う。 

 （１）都営桐ケ丘団地再生計画 

東京都は、昭和２９年から５１年にかけて建設された桐ケ丘団地（５，０２０戸）について、平成

４年９月に「都営桐ケ丘団地再生基本計画」、平成７年３月に「都営桐ケ丘団地再生推進計画」を作

成し、同計画に基づき既存住宅の改善事業と建替事業を実施している。 

平成２４年１２月、既決定されている都市計画一団地を廃止し、桐ケ丘一・二丁目地区地区計画を

都市計画決定した。 

令和元年度においては、東京都による創出用地Ａの利活用等を可能とするための桐ケ丘の今後のま

ちづくりについて、第６建替計画で整備することとなっている公共公益施設等の事業化に際しての課

題等の整理と合わせて、都区で協議を進めた。 
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◇建替事業 

〔建替戸数〕  

     前期 第１期：平成 ８～１２年度   6 棟５８２戸 

       第２期：平成１２～１６年度  １４棟８７２戸 

       第３期：平成１６～２０年度   ９ 棟６１１戸（前期合計 ２９棟２，０６５戸） 

    後期 第４期：平成２０～３０年度   ３ 棟６３９戸 

第５期：平成２４～事業中（６９４戸完了、１２６戸工事中） 

  計：３，３４３戸完了、１２６戸工事中（令和４年４月１日現在） 

    〔事業経過〕 

    平成 9 年 3 月～ 着工 

    平成２４年２月 建替 1 期～3 期までの事業を完了 

   平成２２年６月 都が区議会建設委員会に第４期・５期計画を報告 

       平成２５年１月 第４期・第５期建替事業に係る環境影響評価書を公示 

    平成２６年３月 建替第 4 期 GN02 街区の工事に着手（平成２８年度末完成） 

       平成２８年６月 都が区議会建設委員会に第６期計画（案）を報告 

      平成２９年７月 建替５期 GN04・05 街区の工事に着手（令和２年度末完成） 

      平成３０年９月 Ｅ47 号棟の解体工事に着手 

       令和元年１２月 建替 5 期 GW05 街区の工事に着手 

令和２年 ３月 Ｅ47 号棟解体完了 

令和２年 ８月 桐ケ丘中央商店街権利者を対象に団地建替えに伴う創出用地活用に関する説明

会を開催し、10 月には補償説明会を開催した。 

令和３年 ３月 都が桐ケ丘団地第５期・第６期建替計画概要をまとめ、事業完了期間を令和 11

年度に延伸する。 

   令和３年１１月 GN12 街区の解体工事に着手 

 

〔令和４年度予定〕 

・桐ケ丘団地第６期建替計画について、東京都の地域開発要綱に基づき、創出用地における区民セン

ターの建設を含めた公共公益施設の整備について協議を進め協定書を締結する。 

・創出用地Ａを中心とした土地利用の事業環境を整えるため、地区計画変更等の都市計画の変更手続

きに着手し、令和４年秋頃に北区都市計画審議会に付議する。 

・建替５期 GW０５街区整備完了後入居予定 

  

（２）赤羽台団地建て替え計画 

UR 都市機構は平成１６年８月から老朽化した赤羽台団地の建替事業を実施し、これまでに、従前

居住者の移転用住宅の建替えを終えている。 

この間、区はＵＲ都市機構と平成２５年６月に「赤羽台地区のまちづくりに関する基本協定」を締

結（令和３年３月に一部変更）し土地利用や公共施設等の整備方針をまとめるとともに、平成 26 年

3 月には「赤羽台周辺地区地区計画」を都市計画決定し、団地周辺地区のまちづくりを推進している。 

〔事業経過〕 

     平 成 １ ３ 年 ３ 月 団地建替に伴う環境影響評価調査計画書を都に提出 

     平 成 １ ５ 年 ７ 月 環境影響評価書を都に提出 

     平 成 １ ６ 年 １ ～ ３ 月 都市公団法３１条（現都市機構法１４条５項）の規定に基づく団地建替 

             計画協議を実施 

同年８月    第１期 1 ブロックの建物除却及び建築工事に着手【建替事業着工】    

           以降、平成３０年９月の第Ⅳ期入居をもって、従前居住者用建替事業を終える。 

平成２４年１２月 商業施設（マルエツ他）オープン 

平成２８年 １月 赤羽台保育園（新園舎）開園 

平成２８年 ８月 通所介護施設（日生デイサービスセンターきずな赤羽台）オープン 

平成３１年 ３月 ＵＲ都市機構に赤羽台西小学校拡張用地として F 街区の一部譲渡を要望 
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（企画課） 

令和 元年 ６月 ＵＲ都市機構が F 街区の土地利用について、情報発信施設の整備計画を公表 

令和 元年１２月 Ｆ街区のスターハウス含む４棟が国の有形文化財に登録される 

令和 ２年 ５月 ＵＲ都市機構から赤羽台西小学校拡張用地の譲渡について回答があり、条件面

の協議開始 

令和 ３年 ３月 ＵＲ都市機構がＦ街区建設工事説明会を実施し、令和３年４月から賃貸住宅６

６１戸等の建設工事に順次着手する旨が示される（令和４年３月、賃貸住宅戸

数を６６２戸に変更） 

令和３年 4～10 月 ＵＲ都市機構がまちの暮らしコンペティション「スターハウスの未来（さき）

にある暮らし」を開催 

     

① 団地建替え事業の進捗（令和 4 年４月１日現在） 

a) Ｆ街区 

・従前建物（保存住棟を除く）はすべて除却済み。 

・第１～３工区として４７６戸の施工者が決定し、令和３年４月から順次着工、令和５年夏～令和

６年春頃にかけて順次竣工予定。 

・第４工区として１８６戸についても令和４年夏頃に順次着工し、令和６年度末までに計６６１戸

の賃貸住宅を供給予定。 

・スターハウスを含む保存住棟の改修工事及び情報発信施設の建設工事は令和３年４月からに順次

着工し、令和４年度末までに竣工、令和５年春頃に開設予定。 

・区が後援するスターハウスのコンペが令和３年 10 月に開催され、300 作品を超える応募の中

から最優秀賞他各賞が決定。 

 

b) Ｇ街区 

・従前建物（保存住棟を除く）はすべて除却済み。 

・旧赤羽台東小学校跡地との一体利用にかかる土地共同公募を令和４年３月に開始し、令和４年９

月末頃に譲受人決定、令和５年３月末までに売買契約・土地引渡し予定。 

 

c) Ｈ１・Ｈ２・Ｉ街区 

・ＵＲ都市機構がまちづくり協定に基づいて東洋大学に特定譲渡。 

・Ｈ１街区は令和３年１月末に竣工し、同年４月にライフデザイン学部が朝霞キャンパスから移転

し開設。 

・Ｈ２街区は国際学生寮が令和４年４月に開設。 

・Ｉ街区は体育館、図書館、食堂等が令和５年４月に開設予定。 

 

 ※建替え事業実績（令和４年４月１日現在）      

建替え事業前の住宅戸数 ３，３７３戸 

建替計画上の整備目標戸数 約３，１００戸 

建替済戸数（第Ⅳ期終了時） ２，１１４戸 

（参考）今後整備予定の住戸数 

    Ｆ街区（ＵＲ都市機構） 

    Ｇ街区（民間事業者） 

 

   ６６２戸 

未定 

 

② 公共施設等の整備 

・ＵＲ都市機構が平成３１年２月に赤羽台トンネル脇にエレベーターを設置し、移管を受ける。 

・地区内の区画道路（１号、３号、４号）についても建替え事業の進捗に伴ってＵＲ都市機構が順

次整備を行い、移管される計画となっている。 

・区画道路１号は令和４年３月に移管済み、区画道路４号は令和４年度中に完成・移管予定で、区

画道路３号は令和６年度末までに再整備予定。 
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・赤羽台けやき公園（E2 街区）はまちづくり協定に基づいてＵＲ都市機構から土地を買収済みで、

令和３年度末までに都下水工事範囲を除いて整備工事が完了し、令和４年４月に部分開園。 

 

③ 旧赤羽台東小学校跡地及びＧ街区（中高層住宅複合Ｂ地区）の一体活用の取り組みについて 

・まちづくり協定で中高層住宅複合Ｂ地区が一体的に開発されることが協議・調整事項に明記。 

・平成３１年４月に旧赤羽台東小学校跡地の利活用計画を策定し、児童相談所等複合施設の建設を

計画化する一方、余剰地については魅力あるまちづくりのために有効活用を図るべく、南側で隣

接するＵＲ用地と連携した一体活用について、ＵＲ都市機構と検討を進めてきた。 

・令和２年１０月から区とＵＲ都市機構間で設置した部長級職員による「赤羽台周辺地区中高層住

宅複合Ｂ地区一体活用検討協議会」を計３回開催。 

・その結果、土地の一体活用により、まちづくり課題解決及び地区のゲートウェイ空間形成を図る

ため、北区とＵＲ都市機構で土地譲渡の共同公募を行い、民間事業者に対しバリアフリー化を伴

う新たなアクセスルート及び自転車駐輪場の整備を誘導する方針に合意。 

・令和３年３月に合意内容を取りまとめた「赤羽台周辺地区のゲートウェイ形成を軸とした土地の

一体活用に関する連携協定」を締結し、区とＵＲ都市機構で同時に記者発表を実施。 

・同協定に基づき、具体的な公募方法及び条件等を協議により決定し、令和４年３月に公募を開始、

令和４年度末までに土地売買契約締結及び土地引渡しを行う予定。 

 

〔令和４年度予定〕 

① 団地建替え事業の進捗に係る調整 

・Ｆ街区については、ＵＲ都市機構による情報発信施設が魅力ある施設となるよう協議調整を進め、

令和５年春の開設に向けて準備を行う。 

・赤羽台西小学校拡張用地の譲受の条件面について、引き続き協議調整する。 

② 公共施設等の整備に係る調整 

・まちづくり協定で位置付けられている、崖線区道（区画道路３号）、区画道路４号の早期整備に

向け、必要な協議調整を進める。 

③ 旧赤羽台東小学校跡地及びＧ街区（中高層住宅複合Ｂ地区）の一体活用の取り組みについて 

・一体活用を行う学校跡地について、譲受人への土地引渡しが可能となる環境を整えるため、北側

既存擁壁の補修及び崖地対策工事、解体工事等を実施する。 

・譲受人の決定及び土地引渡しに向けて引き続きＵＲ都市機構と緊密に連携するとともに、関係部

門との協議調整を進める。 

 

（３）都営王子本町三丁目アパート建替え計画 

    老朽化した王子本町三丁目アパートの建替えを行う。 

   〔建設計画〕 

第１・２期計画 

      建替え前 ５階建て １２棟（１～１２号棟）５７０戸 

      建設計画 ５～８階建て ８棟（A～H 棟）５６０戸 

     第３期計画 

      建替え前 ２棟（１３～１４号棟） 

      建替計画 １棟 

※現時点で１５．１６号棟の建替計画は提示されていない。 

〔保育所の整備〕 

    地域開発要綱により王子本町保育園の新園舎を整備した（平成２６年１月移転済）。 

   〔事業経過〕 

       平 成 ２ ２ 年 ３ 月 移転補償説明会（４～１２号棟） 

    平 成 ２ ２ 年 1 2 月  建替第 1 期の解体工事に着手 

    平 成 ２ ３ 年 1 2 月 建替第 1 期の建物基礎解体工事、新築工事着手 

       平 成 2 7 年 ３ 月 建替第 1 期工事完了（外構工事含） Ａ～Ｆ棟計４４４戸完成 
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       平 成 2 7 年 度  建替第 2 期（1～３号棟）の解体工事に着手 

       平 成 2 8 年 ７ 月 建替第 2 期 新築工事に着手（G,H 棟計１１６戸） 

    令和 元年１１月 建替第 2 期工事完了。計８棟５６０戸完成 

     令和 元年１２月  旧１３号、１４号棟居住者が G 棟及び H 棟へ移転開始 

地元町会から要望を受けていた地域開放型集会室について、地域開発要綱にお

ける都区協議の中で整備に向けての準備を進めた。 

 令 和 ２ 年 度 旧１３号、１４号棟解体工事着工・完了 

        令 和 ３ 年 度 建替第３－１期開発道路整備工事に着手 

  〔令和４年度予定〕 

    ・建替第３－１期 新築工事に着手予定（新棟 66 戸は令和６年１２月完成予定） 

  

（４）王子本町二丁目等のアパート等建替え計画 

   老朽化した王子本町二丁目等にある都営住宅を建替えするとともに、建替計画のない跡地について

は所有者である国に更地後返還する。 

［対象団地］都営王子アパート１～7 号棟、王子母子アパート及び中十条第１アパート１・２号棟 

［建替え等計画］ 

 旧アパート名 計画内容及び現況 

王子アパート１～５号棟（５棟１４８戸） （仮称）王子本町二丁目団地（２棟７０戸）と

して建替え事業中。入居は令和４年度以降の予

定。 

王子アパート６・7 号棟、王子母子アパート

８号棟（３棟６８戸） 

令和２年４月から９月まで解体工事。埋蔵文化

財調査完了。今後、国に返還する。 

中十条第１アパート１・２号棟（２棟６０戸） 旧住宅解体完了。埋蔵文化財調査完了。今後、

国に返還する。 

 

（５）都営浮間三丁目アパート建替え計画 

    老朽化した浮間三丁目アパートの建替えを行うとともに、区立浮間三丁目公園を移設する。 

   〔建設計画〕 

    建替え前 ５階建て １６棟５５０戸 

    建設計画 ７～９階建て ８棟５４７戸（第１期３棟 136 戸 第２期５棟 411 戸） 

第１期  １2～14 号棟を解体し３棟建替え 

第２期  １～11 号棟、16 号棟を解体し５棟建替え 

〔浮間三丁目公園の移設〕 

     都営住宅の建替えを契機に、公園施設の更新、公園へのアクセス性を高め、公園の利便性・防災

性の機能向上を図るため、計画地内の北東角に移設する。 

   〔事業経過〕 

       平 成 ２ ７ 年 ８ 月 建替第 1 期Ａ棟（7 階建て 48 戸）建築工事に着手             

    平 成 2 8 年 1 0 月  建替第 1 期Ｂ、Ｃ棟（５階、７階建て計 88 戸）建築工事に着手 

    平 成 ２ ９ 年 ４ 月 建替第 2 期計画まとまる 

      平成２９年９月 建替第１期 A 棟完成 

平 成 ２ ９ 年 １ ２ 月 建替第２期 旧 8～10 号棟解体工事に着手 

      平 成 ３ ０ 年 5 月 建替第 2 期 Ｄ棟（8 階建て、88 戸）建築工事に着手 

令和元年７月  建替第１期 B．Ｃ棟完成 

令和元年９月  建替第 2 期 旧 3～5 号棟解体工事に着手 

令和２年７月  建替第２期 Ｄ棟（8 階建て、88 戸）建築工事しゅん功 

令和２年１２月 建替第２期 E 棟（９階建て、99 戸）F 棟（7 階建て、77 戸）工事着工 

令和４年３月  建替第２期 旧 16 号棟解体工事に着手 
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〔令和４年度予定〕 

     ・旧 1、２、６、７、１１号棟解体工事着手予定 

    ・G 棟（７階建て、70 戸）、Ｈ棟（7 階建て、77 戸）工事着工予定 

     

（６）都営上十条アパートの撤去 

    老朽化し現地で建替えが困難な上十条アパートを撤去する。 

    現居住者の移転先の確保の都合から段階的に撤去を行い、同地は国有地のため東京都から国に返還

される。 

[従前] 

   ５棟１６６戸 

   [撤去（移転）計画] 

    第１段階：１．２．５号棟の居住者移転及び同建物解体工事（完了） 

         ５号棟用地のみ国に先行返還 

第 2 段階：３．４号棟の居住者移転及び同建物解体工事 

         １～４号棟用地の国への返還 

 [跡地利用] 

    区は十条まちづくり用地に活用するため、先行して返還される 5 号棟用地について、平成 

３０年１１月、国に対し取得意向を表す文書を提出した（平成 30 年 11 月 27 日区議会十条まちづ

くり特別委員会報告）。 

   令和元年度   令和元年１２月 １．２．５号棟居住者移転開始 

   令和 2 年度   令和２年４月より１．２．５号棟解体工事に着手 

    令和３年 3 月  東京都が 5 号棟用地を国へ返還 

    令和４年３月  ３・４号棟居住者に対して、「移転説明会」の実施 

〔令和４年度以降の予定〕 

 ・３、４号棟居住者移転、解体工事着手 

    

７．優良建築物等整備事業及び都心共同住宅供給事業 

〔事業目的〕 

市街地環境の整備改善及び良質な中高層共同住宅の供給を図ることを目的とする。 

〔事業内容〕 

２人以上の敷地の共同化により共同住宅を建設したり、老朽マンションを建替えようとしたりする者

に対し、区が建設費の一部（事業計画作成費、共同施設整備費、土地整備費）を助成する。 

（東京都住宅マスタープランにおいて「重点供給地域」と定められた地域では「都心共同住宅供給事業」

を、それ以外の地域では優良建築物等整備事業が適用される） 

〔事業実績〕 

地 区 名 採択年度 完成年度 戸 数 事業の別 

神谷一丁目地区 平成元年 平成４年 ５９ 優良建築物等整備事業 

上十条四丁目地区 平成５年 平成６年 ９９ 優良建築物等整備事業 

滝野川六丁目地区 平成７年 平成９年 ８４ 優良建築物等整備事業 

王 子 五 丁 目 地 区 平 成 ８ 年 平成 10 年 ９６ 都心共同住宅供給事業 

王子五丁目第２地区 平成 11 年 平成 12 年 ３０ 都心共同住宅供給事業 

神谷一丁目第２地区 平成 12 年 平成 13 年 １９ 都心共同住宅供給事業 

王子五丁目第３地区 平成 14 年 平成 15 年 ７９ 都心共同住宅供給事業 
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防災まちづくり担当課長 

 

１．住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）（以下 密集事業という） 

（５０３，５８５千円）（３ 不燃化促進事業分除く） 

〔事業目的〕  

   老朽住宅等が密集しており、防災性の向上や居住環境の改善が必要な区域において、道路や公園等の

公共施設の整備を図るとともに、建替え費用の一部助成などによって、良好な住宅への建替えを促進す

る。なお上十条三・四丁目地区は、平成２５年度末をもって事業期間が終了した。 

 

（１）西ケ原地区：地区面積３０．０ha  

   〔事業目的〕 

    西ケ原みんなの公園をはじめとした、東京外国語大学跡地への公園、道路整備にあわせ、周辺の密

集市街地の防災性向上及び居住環境の改善を図るため、住民との協働により、良好な住環境を整備す

る。 

   〔事業内容〕 

    整備計画に基づき、道路・公園等の公共施設の整備を行う。共同建替などを行う住民等に対し、そ

の費用の一部を助成する。 

   〔事業実績〕 

    平成１４年度 現況調査（調査区域約７０ha 西ケ原三、四丁目及び滝野川一丁目） 

    平成１５年度 整備計画作成（区域面積２５．４ha） 

    平成１６年度 事業計画作成（地区面積２５．４ha） 

           国土交通大臣より整備計画の承認・事業計画の同意 

    平成１７年度 西ケ原まちづくり協議会設立 

           外大周辺道路用地の取得 

    平成１８年度 仮称：東京外国語大学記念施設用地を取得 

    平成１９年度 東京都建築安全条例による新たな防火規制（新防火規制）を６月１日より実施 

平成２２年度 西ケ原みんなの公園開園（防災公園街区整備事業：UR） 

平成２３年度 西部つどい広場用地の取得 

平成２５年度 地籍調査に係る用地測量及び求積測量成果の閲覧を実施（西ケ原三丁目の一部地

区） 

平成２６年度 西部つどい広場整備工事及び開園。 

（仮称）滝野川一丁目児童遊園用地の一部を取得。 

密集事業の整備計画を変更。西ケ原三丁目 58～64、同四丁目 1～6 を追 

加し、約 30.0ha に拡大。令和２年度まで延長。 

    平成２８年度 平成 29 年 1 月 27 日付けで地区計画の都市計画の決定告示を行った。 

道音坂児童遊園用地及び谷戸さんさん児童遊園用地の取得 

    平成２９年度 谷戸さんさん児童遊園拡張部２画地用地取得 

    平成３０年度 道音坂児童遊園整備工事（その 1） 

谷戸さんさん児童遊園児童遊園整備工事及び開園（平成 31 年３月）  

    令和 元年度 道音坂児童遊園整備工事（その２）  

令和 ２年度 道音坂児童遊園開園（令和２年４月）及び前面道路の整備工事を実施 

       住宅市街地総合整備計画を改定し、事業期間を令和 7 年度まで延伸 

令和 ３年度 事業の推進を図り、防災生活道路４号線を公共整備型に位置付け、道路用地取得折

衝を実施。 

       社会資本総合整備計画（第二期）の事後評価を実施。 

〔令和 4 年度予定〕 

 ・地権者の密集事業に対する一層の理解を得ながら、積極的な用地買収を働きかける。 
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（２）志茂・岩淵地区 

① 志茂地区：地区面積９９．４ha 

〔事業目的〕 

    平成１６年度、防災生活圏促進事業の完了にともない、本事業を導入し、継続して地区内の防災性

向上及び居住環境の改善を図るため、住民との協働により、道路・公園等の整備を行い、良好な住環

境を整備する。 

〔事業内容〕 

    整備計画に基づき、道路・公園等の公共施設の整備を行う。共同建替え等の建て替えを行う住民等

に対し、その費用の一部を助成する。 

〔事業実績〕 

    平成１４年度 現況調査（調査区域約１２３ha 志茂一～五丁目及び岩淵町） 

    平成１６年度 整備計画作成（区域面積３８．２ha） 

    平成１７年度 事業計画作成（地区面積３８．２ha） 

           国土交通大臣より整備計画の承認・事業計画の同意 

    平成１８年度 志茂まちづくり協議会設立 

平成１９年度 東京都建築安全条例による新たな防火規制（新防火規制）を６月１日より実施 

    平成２０年度 密集事業の整備計画を変更。志茂三丁目を追加し整備地区を拡大。（地区面積 

６２．０ha） 

           旧志茂小学校の体育館を除却し、その跡地に子育て支援施設と併せた防災まちづく

りの拠点施設となる集会所・防災備蓄倉庫を建設 

    平成２１年度 東京都建築安全条例による新たな防火規制（新防火規制）を７月１日より志茂三    

           丁目に拡大 

           志茂三丁目小柳川公園用地取得 

           志茂ゆりの木公園整備工事 

平成２２年度 志茂ゆりの木公園開園（平成 22 年 4 月） 

平成２３年度 共同建替え勉強会開催（志茂三丁目） 

       志茂五丁目で防災マップを作成 

       志茂三丁目小柳川公園整備工事 

平成２４年度 志茂三丁目小柳川公園開園（平成 24 年 7 月） 

       共同建替え勉強会実施（志茂三丁目） 

       志茂一～四丁目で防災マップを作成 

平成２５年度 密集事業の整備計画を変更。志茂一、二丁目を追加し整備地区を拡大（地区面積９

９．４ha） 

       志茂一～五丁目を不燃化推進特定整備地区（不燃化特区）志茂地区として申請（地

区面積９９．４ha） 

平成２６年度 東京都建築安全条例による新たな防火規制（新防火規制）を６月１日より志茂一・

二丁目に拡大 

平成２７年度 防災街区整備地区計画策定（12 月 17 日） 

       志茂四わかば児童遊園の整備工事 

平成２８年度 志茂四わかば児童遊園開園（平成 28 年 4 月） 

              共同建替勉強会（志茂 3-9）（志茂 1-14） 

平成２９年度 無電柱化勉強会の開催（計 4 回） 

        志茂三丁目 9 番地区防災街区整備事業の検討 

平成３０年度 旧志茂地域振興室解体工事 

       （仮称）志茂二丁目児童遊園基本設計委託（話し合う会 2 回） 

令和 元年度 （仮称）志茂二丁目児童遊園実施設計委託 

令和 2 年度 志茂二丁目児童遊園整備工事及び開園（令和 3 年 2 月） 

住宅市街地総合整備計画を改定し、事業期間を令和 7 年度まで延伸。 

令和 ３年度 特に狭あいな主要生活道路優先整備箇所 1 及び２について、公共整備型の手法で
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沿道地権者に積極的な用地取得折衝を開始 

       社会資本総合整備計画（第二期）の事後評価を実施 

 

〔令和 4 年度予定〕 

 ・現行の志茂地区整備計画に岩淵町地区を追加し、整備計画の改定。 

 ・完成した志茂三丁目９番防災街区整備事業の西側地区の未接道対策手法の検討を行う。 

 

② 岩淵地区 地区面積１７．３ha 

〔事業目的〕  

    地区内を南北に縦断する都市計画道路「放射 10 号線」の検討継続を受け、隣接する志茂地区と合

わせ、地区内の防災性向上及び居住環境の改善を図るため、住民との協働により、道路・公園等の整

備を行い、良好な住環境を整備するための検討を行う。 

〔事業内容〕 

    整備計画に基づき、道路・公園等の公共施設の整備を行うとともに、共同建替え等の建て替えを行

う住民等に対し、その費用の一部を助成するための検討を行う。 

〔事業実績〕 

令和元年度 住宅市街地総合整備事業基礎調査  

令和２年度 住宅市街地総合整備計画策定業務委託（その 1） 

令和３年度 住宅市街地総合整備計画策定業務委託（その２） 

      岩淵町まちづくり協議会規約の承認及び協議会の設立 

 

〔令和 4 年度予定〕 

・現行の志茂地区整備計画に岩淵町地区を追加し、整備計画を改定 

・協議会活動を支援し、防災イベントやかっぱ広場の再整備検討等を実施 

 

（３）十条地区 

    平成 17 年度に「十条地区まちづくり全体協議会」を設立し、地区を５ブロック（83 号線ブロッ

ク、駅東ブロック、駅西ブロック、十条北ブロック、十条西ブロック（休会中））に分け、地域住民

との協議を行っている。 

① 十条駅東地区（旧：上十条一丁目、中十条一・二・三丁目地区） 

〔地区面積〕約５１．７ha 

〔事業期間〕平成１８年度～令和７年度 

  〔経  緯〕 

 平成１８年度 密集事業に着手。主要生活道路整備や共同建替えについて、沿道住民に対して説明

会を開催し、アンケートを実施 

平成２０年度 主要生活道路２号線の一部区間の拡幅について、沿道権利者と協議を進め、線形を

決定し、用地取得交渉を開始 

平成２１年度 主要生活道路２号線の一部区間を道路法及び建築基準法の道路として指定 

平成２３年度 主要生活道路 3 号線で、用地測量を実施 

平成２５年度 主要生活道路 3 号線沿道権利者に対し説明会及び個別訪問を実施 

平成２６年度 事業区域拡大を見据え、中十条三丁目地区及び岸町二丁目の一部地区にて現況調査

を実施 

平成２７年度 事業区域拡大を見据え、ブロック部会において意見交換等を実施。平成２７年度末ま

での密集事業計画期間を５年間延伸（平成３２年度まで） 

平成２８年度 中十条三丁目地区を重点整備地区に加えるとともに、上十条一丁目、中十条一丁目

及び岸町二丁目の一部地区を密集事業区域として拡大し、「十条駅東地区」として

整備計画及び事業計画を変更 

東京都は、「不燃化特区・十条駅西地区」を「十条駅東地区」にまで区域拡大した
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新たな整備プログラム「不燃化特区・十条駅周辺地区」を認定 

平成２９年度 密集事業「十条駅東地区」及び不燃化推進特定整備事業「十条駅周辺地区」に着手 

主要生活道路２号線及び３号線の用地折衝委託を開始 

       主要生活道路５号線の道路線形の勉強会を実施（２回） 

       主要生活道路５号線の現況測量を実施 

平成３０年度 主要生活道路５号線の勉強会を開催し、線形を決定（7 月） 

主要生活道路 5 号線の用地測量説明会を開催し、用地測量に着手（10 月） 

   令和 元年度 主要生活道路５号線の用地測量を実施 

   令和 ２年度 令和 2 年度末までの密集事業計画期間を令和 7 年度末まで延伸 

主要生活道路５号線の補償説明会を書面開催し、用地取得交渉を開始（8 月） 

   令和 ３年度 社会資本総合整備計画（第二期）の事後評価を実施 

〔主要生活道路の用地取得〕 

   （主要生活道路２号線） 

     平 成 2 0 ～ 令 和 元 年 度 15 件の用地を取得 

     令和 ２年度 ７件の用地を取得（うち土地開発公社取得２件） 

   （主要生活道路３号線） 

     平 成 29～ 令 和 元 年 度 １４件の用地を取得（うち土地開発公社取得９件） 

     令和 ２年度 ７件の用地を取得（うち土地開発公社取得４件） 

     令和 ３年度 5 件の用地を取得（うち土地開発公社取得２件） 

   （主要生活道路５号線） 

     令和 ３年度 ４件の用地を取得（うち土地開発公社取得４件） 

  〔公園・広場の用地取得及び整備〕 

   （上一ふれあい児童遊園） 

     平 成 2 0 ～ 2 7 年 度 5 件の用地を取得 

     平成 27～２８年度 基本設計（ワークショップ４回）、測量及び実施設計を実施 

     平成 29 年度 整備工事 

   （いがしら児童遊園） 

     平成 29 年度 1 件の拡張用地を取得 

     平成 30 年度 基本設計（ワークショップ２回）及び実施設計を実施 

     ～令和元年度  

     令和 ２年度 整備工事 

〔令和４年度予定〕 

主要生活道路の整備を推進するため、引き続き、土地建物権利者の理解を得ながら用地測量及び物

件調査を実施し、用地買収に取り組む。また、主要生活道路２号線については、用地取得が進捗した

ため、令和５年度の路線整備工事を見据えて予備・詳細設計を実施。 

 

② 十条北地区 

〔地区面積〕約３０．３ha（うち重点整備地区１４．９ha） 

〔事業期間〕平成２６年度～令和５年度 

   〔経  緯〕 

 平成２６年度 密集事業に着手 

        十条北ブロック部会にて、共同建替え事業の説明や公園整備に向けたワーク 

                ショップを開催 

        主要生活道路 A 路線の現況測量を実施 

 平成２７年度 十条北ブロック部会にて、公園用地確保に向けた空家調査を実施 
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        主要生活道路 A 路線の道路線形検討勉強会を実施 

        主要生活道路 B 路線の現況測量及び道路線形検討勉強会を実施 

 平成２８年度 上十条５丁目内にて広場用地を１箇所買収し、十条北ブロック部会にて、公園 

        整備に向けたワークショップを実施（2 回） 

        主要生活道路 A 路線の勉強会を開催し線形決定 

 平成２９年度 上十条５丁目広場用地について、十条北ブロック部会にて、公園整備に向けた 

        ワークショップを実施（２回） 

        主要生活道路Ａ路線の用地測量及び補償に関する勉強会を実施 

        主要生活道路Ｂ路線の道路拡幅に伴う道路擁壁の概略検討を実施 

        生活道路１号線の事業概要と現況測量に関する勉強会を実施 

平成３０年度 主要生活道路 A 路線南側（私道）区間勉強会を実施 

令和 元年度 上五防災ふれあい広場の整備・開園 

       主要生活道路 A 路線の地権者より買取りの申出があり、用地折衝委託を開始 

令和 ２年度 令和元年度の主要生活道路 A 路線の地権者と売買契約を締結 

令和 ３年度 主要生活道路等の整備を推進するため、用地測量及び物件調査を実施。 

主要生活道路（A 路線南側及び C 路線）の区道化に向けた同意取得を進めるため、

関係所管との協議を実施。 

社会資本総合整備計画（第二期）の事後評価を実施。 

〔令和 4 年度予定〕 

主要生活道路等の整備を推進するため、引き続き、土地建物権利者の理解を得ながら用地買収に取

り組む。また、主要生活道路の区道化に向けた同意取得を進めるとともに、関係所管と協議等を行っ

ていく。 

 

③ 十条駅西地区 

〔地区面積〕約２６．８ha 

〔事業期間〕平成２６年度～令和７年度 

  〔経  緯〕 

 平成２６年度 密集事業に着手 

地区幹線及び主要生活道路１号線の勉強会を実施（各路線毎に２回） 

地区幹線及び主要生活道路１号線の現況測量を実施 

 平成２７年度 主要生活道路 2 号線の勉強会を実施（２回） 

        主要生活道路 2 号線の現況測量を実施 

        駅西ブロック部会において、事業代替地確保に向けた空家調査を実施 

 平成２８年度 地区幹線及び主要生活道路１号線の勉強会を開催し線形決定 

地区幹線及び主要生活道路１号線の用地測量説明会及び補償説明会を開催するとと

もに、用地測量及び物件調査に着手 

地区幹線及び主要生活道路１号線の用地折衝委託を開始 

        主要生活道路 2 号線の勉強会を開催し線形決定 

        主要生活道路 2 号線の用地測量説明会を実施 

地区計画の都市計画決定（十条駅周辺西地区）し、建築物の制限に関する条例を制定 

平成２９年度 主要生活道路 2 号線の補償説明会を開催するとともに用地測量に着手 

        主要生活道路２号線の用地折衝委託を開始 

 令和 2 年度 令和 2 年度末までの密集事業計画期間を令和 7 年度末まで延伸 

令和 3 年度 社会資本総合整備計画（第二期）の事後評価を実施 
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〔主要生活道路等の整備〕 

 （地区幹線道路） 

    平成２９～令和 2 年度 6 件の用地を取得（うち土地開発公社取得 6 件） 

    令和 3 年度 １件の用地を取得（うち土地開発公社取得１件） 

（主要生活道路１号線） 

    平成３０年度 １件の用地を取得（うち土地開発公社取得１件） 

    令和 ２年度 ４件の用地を取得（うち土地開発公社取得４件） 

 （主要生活道路２号線） 

    令和 元年度 １件の用地を取得（うち土地開発公社取得１件） 

    令和 3 年度 １件の用地を取得（うち土地開発公社取得１件） 

〔令和４年度予定〕 

 地区幹線道路及び主要生活道路の整備を推進するため、引き続き、土地建物権利者の理解を得

ながら用地測量及び物件調査を実施し、用地買収に取り組む。 

 

２．都市防災不燃化促進事業（８３，６６１千円） 

  〔事業目的〕  

   大規模な地震に伴い発生する火災等から、区民の生命、財産を保護するための防災都市づくりの一環

として、避難地や避難路周辺区域の建築物の不燃化を促進することを目的としている。（耐火率（準耐

火建築物含む）目標７０％） 

  〔事業内容〕 

避難地、延焼遮断帯又は避難路の周辺に不燃化促進区域を指定し、その区域内で一定の基準（２階以

上かつ高さ７ｍ以上（地区防災道路志茂地区は各部分の高さが５ｍ以上）等）を満たす耐火建築物等を

建築する方に建築費等の一部を助成している。 

また、事業の一層の促進と定住化を図るため、三世代住宅加算・住宅型不燃建築物助成を行っている。 

さらに、平成２６年度より、一定の基準を満たす建築物の解体除却に係る費用の一部を新たに助成対

象としている。 

現在、以下の 8 地区で事業中である。 

 

〔事業中〕 

地 区 事 業 面 積 事 業 期 間 
助成棟数 

（令和 3 年度分） 

助成棟数(累計）
(令和 4 年 3 月末現在) 

耐火率（準耐火

建築物含む） (令

和 4 年３月末現在) 

補助８３号線南地区 
３．５８

ha 

平成２２年度 

～ 

令和６年度 

２棟 
３９棟 

(うち除却助成 4 棟) 
５９．５６％ 

補助 86 号線志茂地区 ３．２ha 

平成 27 年度

(12 月)～ 

令和７年度 

４棟 
１４棟 

(うち除却助成１棟) 
６３．８４％ 

補助 86 号線赤羽西地区 ３．７ha 

平成 27 年度

(12 月)～ 

令和７年度 

２棟 １２棟 ４８．１１％ 

地区防災道路志茂地区 
１８．３

ha 

平成 27 年度

(12 月)～ 

令和７年度 

5 棟 
６１棟 

(うち除却助成１３棟) 
６２．６１％ 

補助81 号線沿道地区 
０．２５

ha 

平成 28 年度～ 

令和７年度 
０棟 １棟 ５４．６４％ 
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補助８３号線北地区 
２．３０

ha 

平成２８年度 

（３月）～ 

令和 7 年度 

4 棟 

(うち除却助成 1 棟) 

１１棟 

(うち除却助成 3 棟) 
５５．００％ 

補助７３号線沿道地

区 

５．１０

ha 

平成２８年度 

（１１月）～ 

令和 7 年度 

２棟 
１５棟 

(うち除却助成 2 棟) 
５１．３９％ 

補助８５号線 

沿道地区 

６．３０

ha 

令和３年度 

～ 

令和１２年度 

１棟 

(うち除却助成 1 棟) 

１棟 

(うち除却助成 1 棟) 
６１．２５％ 

 

〔事業完了〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐火率（準耐火建築物含む） 

…（耐火建築物の建築面積＋準耐火建築物の建築面積×0.8）／全建物の建築面積×100％ 

 

３．地区防災不燃化促進事業（１６，９２０千円） 

  〔事業目的〕 

東京都の「防災都市づくり推進計画」に定められた整備地域における建築物の不燃化を推進するた

め、防災生活道路周辺に不燃空間を形成するとともに、防災上のネットワークを形成し、地域の防災

性向上と区民の安全確保を目的とする。 

〔経  過〕 

平成２９年度 十条地区及び西ケ原地区に「東京都北区地区防災不燃化促進事業」を導入 

平成３０年度 西ケ原地区の事業対象路線を拡大 

       相談会等による事業周知の実施 

令和 元年度 相談会等による事業周知の実施 

令和 ２年度 相談会等による事業周知の実施 

令和 ３年度 ホームページやまちづくりニュースによる制度の案内を実施 

 

地 区 事 業 面 積 事 業 期 間 助成棟数(累計)

事業完了時

耐火率（準耐

火建築物含

む） 

［耐火率（耐火

建築物のみ）］ 

小台通り地区  ３．１ｈa 
昭和６０年度～ 

平成６年度 
４５棟 

— 

[７０．４％] 

環状７号線地区 １３．３ｈa 
平成元年度～

平成１５年度 
５７棟 

— 

[６１．１％] 

本郷・区役所前通り地区 １３．８ｈa 
平成６年度～

平成１５年度 
４６棟 

— 

[５９．１％] 

北本通り地区 １５．２ｈa 
平成９年度～

平成１８年度 
５２棟 

— 

[６９．７％] 

補助 88 号線地区 ６．７２ｈa 
平成 16 年度～ 

平成 26 年度 

建築 ４７棟 
７１．５％ 

[５５．２％] 
除却 ２棟 
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〔助成件数〕 

助成棟数 

（令和 3 年度分） 

助成棟数(累計） 

(令和 4 年 3 月末現在) 

４棟 ２３棟 

 

〔令和 4 年度予定〕 

ホームページ掲載や、まちづくりニュースの配布、まちづくり協議会等での制度周知を図り、防災生

活道路沿道における不燃化を推進する。 

 

４．不燃化推進特定整備地区（不燃化特区）制度の取組（１９０，４９５千円） 

  〔事業目的〕 

東京都が平成 23 年度より取り組んでいた「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」が令和 2 年度に

区切りを迎えた。しかし、東京都防災都市づくり推進計画の改定により、不燃化特区制度の活用や特定

整備路線の整備については、令和３年度から令和 7 年度まで事業期間が延伸された。 

引き続き、震災時の大規模な市街地火災や都市機能の低下を防ぐため、木密地域のうち特に改善を必

要としている地区について、従来よりも積極的な取り組みを行うため、東京都より「不燃化推進特定整

備地区（不燃化特区）」の指定を受け、東京都の支援策を活用しながら不燃化を推進し、地域の防災性

を向上させ「燃え広がらない・燃えないまち」の実現を図ることを目的とする。また、今回の延伸にあ

たり、不燃領域率の目標である 70％以上を目指しつつ、平成 28 年度より 10 ポイント以上向上させ

ることを目標とすることが示された。 

 

地区名（不燃化特区）  令和 3 年度 令和 2 年度 令和元年度 

志茂地区     （約99.4ha） 除却 ４８ ２９ １８ 

令和３年から志茂・岩淵地区 建替え ９ １４ １０ 

 （約 116.7ha） 壁面後退 ０ ０ １ 

 専門家派遣 ８ ８ １６ 

十条駅周辺地区 （約 81.2ｈａ） 除却 ３０ ８ 15 

 建替え ７ 14 18 

 専門家派遣 1 0 0 

赤羽西補助 86 号線沿道地区 除却 ２ ２ ０ 

（約 6.0ha） 建替え ０ ０ １ 

 専門家派遣 ４ ４ ８ 

補助 81 号線沿道地区（西ケ原） 除却 ０ 0 0 

（約 1.0ha） 建替え ０ 0 ０ 

合 計  １０９件 ７９件 87 件 

 

（１）志茂・岩淵地区 ※令和 3 年度から岩淵町の一部を区域に加えるエリア拡大を行ったことによ

り、志茂地区から志茂・岩淵地区へと名称を変更。 

〔経  過〕 

平成２３年度 東京都が木密地域不燃化１０年プロジェクト実施方針を公表 

平成２４年度 志茂一・二・三・四・五丁目の各自治会長の連名で、「木密特区の選定を求める要望

書」を区長宛提出 

平成２５年度 東京都に不燃化特区の指定を申請 

平成２６年度 不燃化特区の指定（助成制度開始） 

       整備プログラムの実施  

       不燃化特区制度を志茂まちづくり協議会、不燃化特区説明会において地域住民に説明 

平成２７年度 事業周知のため、主要生活道路および補助８６号線沿道に全戸訪問を実施 
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           壁面後退奨励金の助成開始 

平成２８年度 長屋及び共同住宅も助成対象となるように要件を緩和 

       老朽空き家の除却に対する助成金を拡大 

       住まいの相談会を実施（以降、令和２年度まで毎年度開催） 

平成２９年度 不燃化セミナーを実施 

戸別訪問による意向調査を実施 

 整備プログラムを変更（コーディネーター派遣を追加） 

      平成 30 年度 不燃化セミナーを実施 

   令和 元年度 不燃化セミナーを実施 

   令和 ２年度 主要生活道路沿道への建替えに関する意向調査のため戸別訪問を実施 

不燃化セミナーを実施（新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点からオンラインで

のセミナーを開催） 

整備プログラムの改定（事業期間延伸、事業エリアを岩淵地区まで拡大し、 

志茂・岩淵地区として認定を受ける） 

令和 ３年度 区域に岩淵町の一部を加えて志茂・岩淵地区とした 

〔令和 4 年度予定〕 

 ・住まいの相談会を実施予定 

〔取組み（主なもの）〕 

・不燃化建替え助成や老朽建築物除却助成による不燃化建替えの促進 

・壁面後退奨励金による道路状空間の確保 

 

（２）赤羽西補助８６号線沿道地区 

〔経  過〕 

   平成２６年度 不燃化特区相談会を開催 

   東京都に不燃化特区の指定を申請 

 整備プログラムの認定を受ける 

   平成２７年度 不燃化特区の指定（助成制度開始） 

        整備プログラムの実施 

          東京都に不燃化特区の整備プログラム変更を申請 

（エリア拡大の変更申請を行った。） 

不燃化特区の指定（区域拡大） 

整備プログラムの実施 

   平成２８年度  長屋及び共同住宅も助成対象となるように建替助成の要件を緩和 

        老朽空き家の除却に対する助成金を拡大 

平成２９年度 戸別訪問による意向調査を実施 

平成３０年度 整備プログラムを変更（士業派遣を追加） 

  令和元年度  住まいの相談会を実施（志茂地区と共同開催以降、令和２年度まで毎年度開催） 

   令和２年度  整備プログラムの改定（事業期間延伸） 

〔令和 4 年度予定〕 

 ・住まいの相談会を実施予定（志茂・岩淵地区と共同開催） 

   〔取組み（主なもの）〕 

・不燃化建替え助成や老朽建築物除却助成による不燃化建替えの促進 

 

（３）補助８１号線沿道地区 

〔経  過〕 

平成２６年度 不燃化特区説明会開催 

東京都に不燃化特区の整備プログラム変更を申請 

       （既に補助 81 号線沿道地区として豊島区が不燃化特区の指定を受け 

       ていたため、エリア拡大の変更申請を行った。） 
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不燃化特区の指定（助成制度開始）、以降整備プログラムの実施 

   平成２８年度  長屋及び共同住宅も助成対象となるように建替助成の要件を緩和 

老朽空き家の除却に対する助成金を拡大 

   令和 ２年度  整備プログラムの改定（事業期間延伸） 

〔取組み（主なもの）〕 

・不燃化建替え助成や老朽建築物除却助成による不燃化建替えの促進  

 

（４）十条駅周辺地区（旧：十条駅西地区） 
   〔経  緯〕 

  平成２４年度 東京都は、先行実施地区に「十条駅西地区」を指定 

平成２５年度 東京都は、「不燃化特区・十条駅西地区」整備プログラムを認定 

東京都は、不燃化特区に「十条駅西地区」を指定 

区は、老朽建築物除却と戸建建替え促進支援の制度要綱を策定し、不燃化推進特定整

備事業「十条駅西地区」に着手 

平成２６年度 東京都都市づくり公社と防災まちづくり推進業務に関する基本協定を締結 

十条駅西口再開発相談事務所内に暫定相談窓口を開設 

不燃化特区内における専門家派遣要綱を策定 

戸建建替え促進支援の制度要綱を改正（店舗加算助成制度を導入） 

平成２７年度 東京都は、防災都市づくり推進計画の改定で、「不燃化特区」の区域を重点整備地域

と指定したことに併せて、「十条駅西地区」を重点整備地域に指定 

十条駅西口再開発相談事務所内に補助第７３号線及び十条駅西地区の都区共同相談 

窓口を開設 

戸建建替え促進支援の制度要綱を改正（対象建築物・対象者の要件等緩和） 

共同建替えに向けた不燃化建替え勉強会を実施 

平成２８年度 共同建替えに向けた不燃化建替え勉強会を実施 

東京都は、「不燃化特区・十条駅西地区」を駅東側にまで区域拡大した新たな整備プ

ログラム「不燃化特区・十条駅周辺地区」を認定 

駅東ブロック及び８３ブロック部会において、不燃化特区の区域拡大について概要を

報告 

平成２９年度 不燃化推進特定整備事業「十条駅周辺地区」に着手 

       不燃化建替え等に関する個別訪問及びアンケート調査を実施 

平成３０年度 不燃化建替え等に関する個別訪問及びアンケート調査（2 年目）の実施 

共同建替えに向けた不燃化建替え等に関する個別勉強会を実施 

   令和 ２年度 「不燃化特区・十条駅周辺地区」整備プログラムの改定とともに、不燃化特区に「十

条駅周辺地区」を再指定 

〔取組み（主なもの）〕 

個別訪問を実施しフォローアップや建替え意向のある方への建築プランを提示するとともに、引き続

き、各種助成制度の周知に努め、不燃化建替えを推進していく。 

また、東京都と連携し、補助第７３号線及び十条駅周辺地区の都区共同相談窓口において、地域住民

からの相談対応を行う。 

 

５．特定整備路線等に関すること 

●特定整備路線 

東京都は木密地域不燃化１０年プロジェクトの施策の一つとして、「東京都防災都市づくり推進計

画」の中で指定した整備地域内の都市計画道路のうち、延焼遮断帯の形成など、防災上、整備効果の高

い区間を対象として、令和 2 年度までに整備を行うとして特定整備路線を区内で４区間を選定した。 

令和２年 1 月に公表した「東京都防災都市づくり推進計画の基本方針の改定案」では、全線整備の
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目標を令和 7 年度まで延伸する方針を示した。 

引き続き区は、道路整備と併せて沿道の建築物の不燃化促進などにより防災まちづくりを進める。 

 

路線名 幅員、延長 事業認可 備 考 

補助８６号線 

（志茂） 

幅員 20ｍ、延長 620ｍ 平成２７年２月６日 特定整備路線 

補助８６号線 

（赤羽西） 

幅員 20ｍ、延長 1,150ｍ 平成２７年２月２４日 特定整備路線 

補助８１号線 幅員 20ｍ、延長 930ｍ 

（延長のうち北区内は約 30ｍ） 

平成２７年２月２４日 特定整備路線 

補助７３号線 幅員 20ｍ、延長 890ｍ 平成２７年２月２４日 特定整備路線 

補助８３号線 

（Ⅰ期区間） 

幅員 20ｍ、延長 640ｍ 平成２１年８月１３日  

補助８３号線 

（Ⅱ期区間） 

幅員 20～30ｍ、延長 410ｍ 平成２７年３月１３日  

補助８５号線 幅員 18～30ｍ、延長 620ｍ 令和 ２年３月 ３日  

（１）補助８６号線事業 

〔経  過〕 

平成２４年度  東京都が候補区間を選定 

   平成２５年度  東京都が１０～12 月にかけて区間ごとに事業説明会を実施 

平成２６年度  東京都が現況測量及び用地測量をすすめ、事業認可を取得 

    平成２７年度  東京都が用地買収を開始。 

           北区が補助８６号線（志茂、赤羽西）沿道の一部用途地域等を変更（12 月） 

   令和 元年度  補助８６号線（志茂）の道路用地として旧赤羽中学校跡地の一部（1,195 ㎡）に

ついて東京都へ売却した。 

令和 ２年度  東京都は、補助８６号線（志茂）において道路用地として取得済みの一部（約 320

㎡）をモデル道路として整備した。 

           東京都が行う事業の代替地として、区は旧赤羽中学校跡地利用敷地の北側約 500

㎡について東京都へ売却した。 

令和３年度   モデル道路内にベンチを設置した。また、旧赤羽中学校跡地（補助８６号線（志茂）

の道路用地）に歩行者用通路と植栽帯を整備した。 

  

（２）補助第７３号線事業 

〔経  緯〕 

平成２３年度 木密地域不燃化１０年プロジェクト実施方針公表 

平成２４年度 特定整備路線の候補区間に選定 

平成２５年度 不燃化特区整備プログラムの認定 

 東京都が事業概要及び測量の説明会を開催 

平成２６年度 都市計画事業認可の告示 

平成２９年度 事業認可の取り消しを求めて地域住民が提訴 

令和 ２年度 東京都が上十条・十条仲原の両区間の事業期間を延伸 

令和 ３年度 訴訟判決 

 

（３）補助第８３号線事業 

〔経  緯〕 

平成２１年度 東京都と「補助第８３号線整備に伴う沿道まちづくりに係るコーディネート業務に関す

る基本協定書」を締結 

東京都と区の共催で「道路整備と沿道まちづくり及び用地測量説明会」を開催 

       東京都がⅠ期区間の事業認可を取得 
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       東京都と区の共催で「補助８３号線の用地説明会」を開催 

平成２１～２５年度 Ⅰ期区間において、東京都から沿道まちづくりの業務を受託し、沿道での共同化を目指 

した調査検討、個別ヒアリングや街区勉強会を実施 

平成２３～３０年度 Ⅱ期区間において、東京都から沿道まちづくりの業務を受託し、沿道での共同化を目指 

した調査検討、個別ヒアリングや街区勉強会を実施 

平成２６年度 東京都がⅡ期区間の用地測量説明会を開催 

       東京都がⅡ期区間の事業認可を取得 

       東京都がⅠ期区間の事業期間を延伸 

平成２７年度 東京都がⅡ期区間の用地説明会を開催 

  平成２９年度 東京都がⅠ期区間の工事に着手 

十条冨士塚について、北区文化財保護審議会が留意事項を付加した上で、現状変更を許 

可する答申を決定 

平成３０年度 十条富士塚について、北区文化財保護審議会より教育委員会に答申 

         教育委員会が十条冨士講に条件付きで現状変更を許可 

  令和 元年度 東京都がⅠ期区間の事業期間を延伸 

  令和 ２年度 東京都がⅡ期区間の事業期間を延伸 

 

（４）補助第８５号線事業 

〔経  緯〕 

平成２７年度 東京都へ要望書（ＪＲ埼京線十条駅付近における交差道路補助第８５号線の都市計画変

更について）を提出 

東京都が都市計画素案の説明会を開催 

平成２８年度 十条駅付近連続立体交差化計画及び関連する道路計画（鉄道付属街路、補助第８５号線）

について、東京都、北区、JR の三者で都市計画案及び環境影響評価書案の説明会を開

催 

平成２９年度 北区都市計画審議会、東京都都市計画審議会を開催し、都市計画を決定・告示 

東京都が事業概要及び測量の説明会を開催 

平成３０年度 事業化に向けて東京都が現況測量等を実施 

令和 元年度 事業化に向けて東京都が用地測量等を実施 

都市計画事業認可の告示 

  令和 ２年度 用地補償に関する説明資料を送付 

 

６．無電柱化チャレンジ事業（１１，２８４千円） 

〔事業目的〕 

平成２８年１２月に「無電柱化の推進に関する法律」、平成２９年９月には「東京都無電柱化推進条

例」が施行されるなど、都市の防災性に寄与する無電柱化の制度上の環境も整備されてきた。 

これまで区では、都市計画道路等の歩道がある幅員の広い道路において、無電柱化を実施してきたが、

新たに、木造住宅密集地域における避難経路の防災性の向上のために、歩道の無い狭あいな主要生活道

路の無電柱化モデル路線として、「北 1284 号（志茂スズラン通り商店街の一部・志茂平和通り商店

街）」を選定し、東京都の「無電柱化チャレンジ支援事業」を活用して無電柱化を推進している。 

〔経  過〕 

      平 成 ２ ９ 年 度   無電柱化の勉強会を開催（計 4 回） 

               「志茂地域の魅力あるまちづくりについての要望書」が志茂町会自治会連合 

                会から提出される。 

                 「志茂スズラン通り商店街、志茂平和通り商店街における無電柱化の推進を 

                    求める要望書」が志茂二丁目町会・志茂スズラン通り商店街・志茂平和 

                    通り商店街から連名で提出される。 

平 成 ３ ０ 年 度  無電柱化チャレンジ事業（路線検討）の着手 

        基礎調査検討委託（地下埋設物調査、地上機器設置箇所の検討、手法の検討） 
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        技術検討会（2 回） 

令和 元年度  基礎調査検討委託（その 2）（用地取得見込みに伴う地上機器設置箇所の検討） 

地上地下インフラ 3Ｄマップ作成委託 

無電柱化の整備手法等を以下のように取りまとめた。 

・用地取得見込みの１か所と、本路線付近の公共用地等を地上機器設置場所として

いく。 

・上記だけでは地上機器設置場所が不足するため、「ソフト地中化（柱状機器の設

置）」を部分的に採用する。 

・今後も用地提供の働きかけに努め、ソフト地中化区間及び柱状機器の設置台数の

減を図る。 

令和 2 年度  電線共同溝予備設計委託（北 1284 号） 

技術検討会（1 回） 

３Ｄマップ作成の成果でより明確になった地下埋設物の輻輳状況に鑑み、整備区間

を以下の 3 工区に分け、事業区間が整った区間から事業化することとした。 

 ①先工区：補助 246 号線から約 100m の区間 

②後工区：①と③の間の区間。地下埋設物の輻輳状況はあるものの、今後の沿道

の用地取得などにより事業化の見込みが出てくる区間。 

③検討工区：北本通りから約 100m の区間。地下埋設管の輻輳状況が顕著で、電

線共同溝等の埋設が非常に厳しい区間。 

東京都による無電柱化チャレンジ事業認定（令和３年３月） 

・上記①先工区の事業認定を取得 

   令和 3 年度  先工区の電線共同溝予備補足設計委託（北 1284 号）及び試掘調査工事を実施。 

           沿道の電線共同溝特殊部のための事業用地取得折衝を実施。 

            

〔令和 4 年度予定〕 

電線共同溝詳細設計業務および、後工区以降の事業区間延長のための沿道用地取得折衝 

 

７．防災街区整備事業 

（１）志茂三丁目 9 番地区 

〔事業内容〕 

志茂三丁目 9 番地区において、未接道等の事情により建替えができない密集した老朽木造住宅につ

いて、権利者の発意により市街地再開発事業の仕組みを活用した「防災街区整備事業」により、共同建

替を行う。 

〔経  過〕 

平成２１年度 防災まちづくり勉強会、建替え意向等のアンケート等を実施 

平成２２～24 年度 共同建替え勉強会 

                    一部の権利者の賛同が得られず、共同建替えの検討中止を決定 

      平成２７年  「志茂地区防災街区整備地区計画」決定 

平成２８年度 戸別訪問の実施、共同建替え勉強会の再開 

平成２９年度  一般財団法人首都圏不燃建築公社と「志茂地区のまちづくりに関する基本協定」を

締結 

連携協力のもと「防災街区整備事業」の導入を検討 

      志茂三丁目９番地区防災街区整備事業準備組合設立 

   平成 30 年度 まちづくり提案書が提出される 

          「防災街区整備事業」の都市計画決定 

事業組合設立認可 

   令和 元年度 事業計画変更認可（変更内容：敷地面積の制約から、当初計画では公共施設整備は前

面道路の後退のみであったが、共同住宅の規模縮小に伴う変更計画では約２００㎡の

空地を防災広場として整備することとした）。 
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   令和 ２年度 権利変換計画認可、既存建物解体、防災施設建築物及び防災広場工事着手、しゅん功 

   令和 3 年度 組合解散認可 

 

〔今後の予定〕 

新たな地区への事業展開を企図した取組みとして、本地区西側をはじめ、本地区の取組みをモデル

に権利者への働きかけを行うなどして、新たな地区での本事業への取組みを促進していく。 

 

 （２）上十条一丁目４番地区（３４８，０９２千円） 

〔事業目的〕 

上十条一丁目４番地区は、老朽化した木造家屋が密集し、地震による建物の倒壊や道路の閉塞、火

災等による延焼等、防災上危険性が高い地区となっており、この状況を改善するため、平成２８年度

より共同建替えに多くの地権者が賛同し、検討が始まった。 

    区は、木造密集地域の解消による防災性の向上など、十条地域における防災まちづくり事業の一環

として、本事業の支援を行っていく。 

〔経  緯〕 

 平成３０年度 上十条一丁目４番地区防災街区整備事業準備組合設立 

        準備組合より「まちづくり提案書」の提出 

 令和 元年度 特定防災街区整備地区、防災街区整備事業の都市計画決定 

        上十条一丁目４番地区防災街区整備事業組合の設立認可 

 令和 ２年度 事業計画変更認可、権利変換計画認可 

        既存建築物等解体工事着手 

 令和 3 年度 事業計画変更認可、権利変換計画変更届出 

〔令和 4 年度予定〕 

  工事竣工を予定。事業組合を支援するため、施設建築物の共同施設整備費などの一部を補助していく。 
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住 宅 課 

 

１．住宅施策の計画に関する事務 

住宅の量の確保から質の向上へと住宅施策を転換し、市場重視・良質な住宅ストック重視等の政策に

重点を移した住生活基本法の制定や住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住

宅セーフティネット法）が制定されるなど、住宅施策を取り巻く環境は、大きく変化している。こうし

た住宅施策の動向や新たな課題に的確に対応するため、北区住宅対策審議会の答申を踏まえ、令和２年

３月「北区住宅マスタープラン２０２０」を策定した。 

このマスタープランに基づき、ファミリー世帯への定住化支援、少子・高齢社会に対応した子育て世

帯、高齢者・障害者世帯等への居住支援、分譲マンションへの支援策及び空き家対策など様々な住宅施

策の展開を進めるとともに、北区における住宅事情や動向の把握、国及び東京都の関連施策との連携を

図るなど、区の住宅施策の計画に関する事務を行っている。 

 

 ２．区営住宅管理（２３３，２６４千円）  

小規模な都営住宅の移管を受け区営住宅として管理している。住宅に困窮している一定所得以下の方

を対象として、入居者の募集、使用料の徴収、居住者対応等の管理を行っている。なお、区営住宅の管

理は平成１９年度から許可・認可に関することを除き、指定管理者による運営とした。 

 

管理開始年度 住   宅   名 戸 数 

平 成 ９ 年 度 
浮間二丁目第２アパート   ７０ 

浮間二丁目第３アパート   ６２ 

平成 10 年度 赤羽北二丁目アパート  ８０ 

平成 11 年度 
東田端二丁目アパート  ８１ 

赤羽北三丁目第２アパート  １５ 

平成 12 年度 

志茂五丁目アパート   １８ 

浮間三丁目第３アパート   ７８ 

浮間三丁目第４アパート   ２０ 

平成 13 年度 赤羽西六丁目第２アパート  ７４ 

平成 14 年度 

西が丘一丁目アパート  ２１ 

西が丘一丁目第２アパート   ７ 

西が丘二丁目アパート  ３６ 

平成 15 年度 赤羽西六丁目第３アパート  ５８ 

計 ６２０ 

              （令和４年４月１日現在、管理戸数：１３団地６２０戸） 

 

  ３．一人ぐらし高齢者アパート管理（３０１，７１３千円） 

６５歳以上の単身者の方で、住宅に困窮している一定所得以下の方を対象として、入居者の募集、使

用料の徴収、居住者対応等の管理、管理人による居住者の安否確認や生活相談を行っている。また、平

成２９年度に開設したシルバーピア赤羽北に続き、令和２年度にはシルバーピア滝野川を開設し、借上

げ期間満了となる民間住宅の移転受入れを行っている。なお、区建設の高齢者住宅の管理は平成３０年

度から建物維持管理のみ指定管理者による運営とした。 
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区分 管理開始年度 住   宅   名 戸 数 

借上げ 平成４年度 エルダーハウス十条     ８ 

借上げ 平成５年度 
エルダーピアⅡ   ２４ 

エルダーピアⅢ   １３ 

借上げ 平成６年度 シルバーピアマジェスティガーデン   １３ 

借上げ 平成７年度 
シルバーピア王子   ２８ 

シルバーピアカーサエスペランサ   ２２ 

借上げ 平成８年度 
シルバーピア秀華   ２４ 

シルバーピア寿   ２７ 

借上げ 平成９年度 シルバーピア天心館   １８ 

直 営 平成 29 年度 シルバーピア赤羽北   ７５ 

直 営 令和２年度 シルバーピア滝野川 １４３※ 

計 ２９２ 

      （令和４年４月１日現在、管理戸数：１１団地２９２戸） 

  ※借上げ期間満了に伴う移転分も戸数に含まれており、合計戸数と一致しない。 

  （令和４年 4 月 1 日現在、管理戸数４０戸、事業用空室１０３戸、合計１４３戸） 

 

４．都営住宅募集事務（６１９千円） 

「特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例」に基づき、都営住宅及び都民住宅の都公

募の申込用紙の配布を行っている。また、都営住宅地元割当については、申込用紙の配布、抽せん及

び入居者の決定に関する事務を行っている。 

なお、平成 19 年度から一部の公募事務を指定管理者が行っている。 

 

５．仮称区営浮間四丁目アパート建設準備（８０，１９１千円） 

  「北区公営住宅のストック活用及び長寿命化計画」を踏まえ、区営赤羽北二丁目アパート建替えに伴

う入居者の仮移転または本移転先として、令和７年度までに区営アパートを建設する。 

  令和４年度は、既存建物解体工事（令和４年度～令和５年度債務負担行為）を実施する。 

 

６．仮称区営シルバーピア栄町建設準備（１３０，２８６千円） 

  民間借り上げ住宅の契約期間が順次満了を迎える３施設６９戸分の移転先として、令和８年度までに

区営シルバーピアを建設する。 

令和４年度は、埋蔵文化財の本発掘調査（令和４年度～令和５年度債務負担行為）を実施する。 

 

７．空き家等利活用対策（４，３８２千円） 

  周辺の生活環境への深刻な悪影響を及ぼしている空家等について、空家等対策の推進に関する特別措

置法に基づく特定空家等に認定し、指導、勧告、命令、行政代執行の措置を講じるため、区長の附属機

関として設置する東京都北区空家等対策審議会の審議及び答申を受け、庁内の関係部署と連携した対応

を行っている。 

   また、平成３０年３月に策定した北区空家等対策計画に基づき、空き家に関する様々な相談に対応す

るための空き家等相談総合窓口の開設、専門家又は職員による個別相談の実施、空き家の利活用、適正

管理に関する助成事業等を実施している。なお、例年開催していた「空き家講演会」については、新型

コロナウイルス感染症拡大の影響により令和２年度から休止している。 
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８．老朽空家等除却支援事業 （１０，４２３千円） 

   平成２５年度から、危険な老朽空家等の除却費用の一部を助成することにより、地震等の自然災害に

よる被害や管理不全な状態による事故等の防止を図っている。 

   また、密集事業区域内（不燃化特区を除く。）において、まちづくりに資する跡利用を行う等一定の

要件を満たした場合、除却費用の助成を拡充している。 

 

９．住まい安心支援事業（５６８千円） 

居住支援協議会において住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子育て世帯など）

の賃貸住宅への円滑な入居の促進について、民間不動産関係団体、居住支援団体等と協議を行う。 

令和３年度から、住宅確保要配慮者への支援の充実を図るため、補償サービス付き・見守り電球初回

登録料助成事業を開始し、居住支援法人、不動産関係団体（２社）、北区の４者による包括連携協定を

締結した。 

 

１０．高齢者向け優良賃貸住宅供給事業（３，３２３千円） 

北区とＵＲ都市機構が連携して、バリアフリーや手すりの設置、緊急通報システムの設置など既存住

宅を改良した高齢者向け賃貸住宅を供給している。 

 

１１．住まい改修支援事業（２０，２９５千円） 

住宅の長寿命化・定住化の促進と地域経済の活性化のため、区民が区内中小事業者を利用して自己の 

    住宅の長寿命化につながる改修を行った場合に、工事費用の２０％（上限１０万円）を助成している。 

 

１２．子育て世帯への居住支援に関する事業 

（１）三世代住宅建設助成促進等事業（２０，８６０千円、１２（２）事業の予算を含む） 

北区内への定住促進と子育てしやすい住環境の整備及び世代間の共助を推進するため、区内で「三

世代世帯（親・子・孫等により構成されている世帯）」で居住するための準耐火建築物以上の耐火性

能を備え、高齢者と子育て環境に配慮した設備を有するなどの要件を備えた「三世代住宅」の建設費

の一部（５０万円、義務教育課程修了前の子どもが 2 人以上いる場合は６０万円）を助成している。 

また、三世代同居のために住宅を改修する場合に、１棟につき改修費用の５０％（上限３０万円、

義務教育課程修了前の子どもが 2 人以上いる場合は４０万円）を助成している。 

（２）親元近居助成（１２（１）事業の予算額に含む） 

介護・子育て等の共助の推進や定住化の促進を図るために、１８歳未満の子どもを１人以上扶養・

同居している世帯が、北区に１０年以上住んでいる親世帯の近くに住むため、北区に住宅を取得した

場合に、登記費用の一部について２０万円を限度に助成している。 

（３）ファミリー世帯等転居費用補助事業（４，５５０千円） 

北区に１年以上居住している１８歳未満の子どもを２人以上扶養・同居している世帯が、区内の民

間賃貸住宅から、最低居住面積水準以上かつ転居前より広い区内の民間賃貸住宅に転居した場合に、

転居費用の一部（礼金と仲介手数料の合算額）について３０万円を限度に助成している。 

また、北区に１年以上居住している障害者世帯及びひとり親世帯が、立ち退きの求めを受けて、区

内の民間賃貸住宅から民間賃貸住宅に転居した場合に、礼金と仲介手数料の合算額について１５万円

を限度に助成している。 

 

１３．高齢者世帯住み替え支援助成事業（１，１７０千円） 

   北区に１年以上居住している６５歳以上の高齢者世帯が、区内の民間賃貸住宅から民間賃貸住宅に転

居した場合に、住み替えの際にかかる費用の一部（５万円）を助成している。 
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    また、立ち退きの求めを受けて、区内の民間賃貸住宅に転居した場合に、礼金と仲介手数料の合算額

について１５万円を限度に別途助成している。 

 

１４．分譲マンション対策（１０，０７０千円） 

マンション管理士による一般向けの「分譲マンション管理無料相談」、管理組合向けの「マンション

管理士派遣制度」を、随時受付により行っているほか、劣化診断調査費用の一部を助成している。例年

開催していた「分譲マンション管理無料セミナー」については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響

により令和２年度から休止している。 

また、東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例に基づくマンション管理状況届出制

度により、マンションの適正な管理を促進する。 

令和４年度は、令和２年６月にマンションの管理の適正化の推進に関する法律の改正に伴い、分譲マ

ンション実態調査を実施し、北区マンション管理適正化推進計画を策定する。 

 

１５．建築調整に関する事務（８５３千円） 

（１）中高層建築物紛争予防に関する事務 

中高層建築物の新築、増築、改築又は移転に起因する日照阻害、電波障害等の紛争を予防・調整

するため、「東京都北区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例」に基づき、建

築主に建築計画の事前公開（建築計画の標識設置）や説明会等を行わせることにより建築紛争の予

防を図っている。 

建築紛争となった場合は、区が第三者の立場で解決を図るため当事者の依頼により「あっ    

せん」・「調停」を行っている。職員による「あっせん」と、「あっせん」では解決には至らない

が双方の解決に向けた相当な余地がある場合は、同条例により設置された法律、建築又は行政等の

知識及び経験を有する委員３名で構成する「北区建築紛争調停委員会」の意見を聴き、調査審議を

行う「調停」がある。 

（２）集合住宅の建築及び管理に関する事務 

       区民が住み続けることができるまちづくり（集合住宅の建築に起因する紛争の防止、ファミリー

層の定住化につながる住戸の整備、地域コミュニティの促進及び良好な居住環境の形成など）を行

うため、階数が地上３以上で、かつ、住戸数が１５以上の共同住宅を新築、増築等する場合、「東

京都北区集合住宅の建築及び管理に関する条例」に基づき適正な建築及び管理を行うよう指導して

いる。 

  （３）「東京都北区建築物の解体工事計画の事前周知に関する指導要綱」に基づき、床面積の合計が８

０㎡以上の建築物の解体工事を行う場合においての近隣住民に事前周知するための標識の設置と

近隣住民への説明を求めている。 

 

１６．建築審査会運営（１，７４０千円） 

     建築審査会は、建築行政の公正な運営を図るため、区長の附属機関として設置されている。 

法律・建築・都市計画・行政に関する知識及び経験を有する委員５名と、学識経験者である専門調査員

１名の計６名で構成している。 

建築審査会では、特定行政庁（区長）の許可等に対する同意案件の審議や、建築基準関係規定による

特定行政庁、建築主事もしくは建築監視員又は指定確認検査機関の処分又はこれに係る不作為について

の審査請求に対する審理・裁決を行っている。また、建築基準法の施行に関する、特定行政庁の諮問に

基づく重要事項の調査審議、関係行政機関との協議及び連絡を行っている。 
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１７．令和３年度の実績は次のとおりである。 

（１）都営・区営・高齢者住宅等公募 

ア．申込用紙配布数     

募集月 公   募   名 用 紙 配 布 数 

５ 都 営 住 宅 あ き 家 公 募 ３，００２ 

６ 

都 営 住 宅 公 募 （ 地 元 割 当 ） ８３６ 

区 営 住 宅 あ き 家 公 募      ６２１ 

都 民 住 宅 あ き 家 公 募      ３２０ 

８ 

都 営 住 宅 単 身 者 向 ・ 

単 身 者 用 車 い す 使 用 者 向 ・ 

シ ル バ ー ピ ア 公 募 

１，９２７ 

都 営 住 宅 ポ イ ン ト 方 式 ・ 

車 い す 使 用 者 世 帯 向 公 募 
    １，３７０ 

都 営 住 宅 シ ル バ ー ピ ア 公 募 

（ 地  元  割  当 ） 
     ３８３ 

９ 北 区 高 齢 者 住 宅 公 募      ４６※１ 

11 
都 営 住 宅 あ き 家 公 募    ２，８２６ 

都 営 住 宅 公 募 （ 地 元 割 当 ）      ６００ 

12 都 民 住 宅 あ き 家 公 募 
        先着分    １００ 

        抽選分  ２１４ 

２ 

都 営 住 宅 単 身 者 向 ・ 

単 身 者 用 車 い す 使 用 者 向 ・ 

シ ル バ ー ピ ア 公 募 

   ２，０６１ 

都 営 住 宅 ポ イ ン ト 方 式 ・ 

車 い す 使 用 者 世 帯 向 公 募 
   １，３９０ 

北 区 高 齢 者 住 宅 公 募     ２８※１ 

都 営 住 宅 シ ル バ ー ピ ア 公 募 

（ 地  元  割  当） 
     ４３１ 

     ※１申込受付件数 

 

イ．都営住宅地元割当公募       

募集月        種          別 募集戸数 応募者数   倍 率 

６    あ き 家 住 宅 単身・家族向 ５ １８５ ３７．０ 

８ あ き 家 住 宅 シルバーピア ２ ５２ ２６．０ 

１１    あ き 家 住 宅 単身・家族向 ５ １２１ ２４．２ 

２ あ き 家 住 宅 シルバーピア ４ ５１ １２．８ 
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ウ．区営住宅公募 

募集月        種           別 募集戸数 応募者数  倍 率 

６ あ き 家 住 宅 家 族 向 １１ ９６ ８．７ 

  

エ．北区高齢者住宅公募 

募集月        種           別 登録人数 応募者数   倍 率 

 ９ あ き 家 住 宅 単 身 者 １２ １３４ １１．２ 

２ あ き 家 住 宅 単 身 者 ※ ６８ ※ 

   ※令和４年 5 月に決定予定 

 

（２）住まい改修支援助成 

助成件数 １５５ 

 

（３）高齢者向け優良賃貸住宅の供給 

年 度 整備戸数    管理戸数 

２５年度 １ ６ 

２６年度 １ ７ 

２８年度 １ ８ 

２９年度 ０ ８ 

３０年度 0 ８ 

令和元年度 ０ ８ 

令和２年度 ０ ８ 

令和３年度 ０ ８ 

 

（４）三世代住宅建設助成 

助 成 件 数 １２ 

 

（５）親元近居助成 

助 成 件 数     ３１ 

 

（６）転居費用助成 

対 象 世 帯 助成件数 

フ ァ ミ リ ー 世 帯   ２２ 

障 害 者 世 帯   ０ 

 ひ  と  り  親  世  帯   ０ 
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（７）高齢者世帯住み替え支援助成 

事 業 名 助成件数 

住み替え支援 １７※１ 

※１ 転居費用助成は、このうち８件が該当 

 

（８）マンション劣化診断調査費用助成 

 

 

 

 

（９）建築調整件数 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）建築審査会処理件数 

許可等に対する同意（計１５件）  審査請求 

第４３条（不接道許可） ９  ０ 

第４４条（道路内建築物の許可） ５   

第５６条の２（日影規制） 1  

北区地区計画条例第１５条（特例許可） ０  

 

（１１）特定空家等措置等棟数（累積） 

措置の内容 件数  改善件数 

特定空家等の認定 ５０ ２１ 

助言又は指導（第１４条第１項） ４８ 

勧告（第１４条第２項） ２０ 

命令（第１４条第３項） ２ 

代執行（第１４条第９項、第１０項） １ 

相続財産管理人申立 １ 

  （令和４年３月３１日時点） 

 

（１２）老朽空家等除却支援事業助成件数 

助成件数 

１２ 

 

事 業 名 助成件数 

劣化診断 ７ 

あっせん   件 数 
処 理 状 況  標識設置 

届出件数 解決 打切り 継続 

新 規 受 付 分 １ ０ １ ０ 

１０７ 前 年 度 未 解 決 分 ０ ０ ０ ０ 

計 １ ０ １ ０ 
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建 築 課 

 

１．建築基準法及び関係法令に基づく建築確認等の事務 

（建築課管理事務費 ２１，３９１千円） 

 （１）区に提出された建築物、工作物及び昇降機等の確認申請について、建築物の用途、構造、規模、避

難・防火関係、日影、構造強度、建築設備関係等の審査を行うとともに、敷地と道路の関係等を現地

調査し、建築基準法及び関係法令に適合していることを審査する。平成１６年４月から、北区生活安

全条例に基づく指導が、平成１８年１２月には高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関す

る条例（バリアフリー条例）への適合性審査が、平成 19 年 6 月からは構造計算書の偽装等を防止

するため、一定の高さ以上等の建築物についての指定構造計算適合性判定機関による適合性判定が、

平成２９年４月からは建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づき一定規模以上の建

築物についての区または登録建築物エネルギー消費性能判定機関による適合性判定が、それぞれ義務

づけられた。 

また、確認申請のあった建築物及び区民からの陳情、消防署からの通知があった建築物についてパ

トロールを行い、違反建築物に対して是正指導を行っている。 

建築物で地上階数が３以上（共同住宅は階数 3 以上）の建築物については、申請に基づき中間検

査を行う。 

なお、区の建築確認の対象はおおむね下記のものである。 

      １）建築物で延べ面積が１０，０００㎡以下のもの 

       ２）１）に附属する工作物及び建築設備 

（２）東京都建築安全条例、バリアフリー条例などに対応すべく、関係部署と連携して協力体制を強化し

ている。 

（３）長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づき、住宅の構造及び設備を長期使用構造等とし、建

築後の維持保全計画が作成されている等の住宅（長期優良住宅）について認定を行う。 

（４）都市の低炭素化の促進に関する法律に基づき、二酸化炭素の排出の抑制に資する建築物（低炭素建

築物）について認定を行う。 

（５）建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づき、省エネ性能の向上に資する建築物の計

画や基準適合について認定を行う。 

 

 ２．建築の許可、認定及び仮使用の認定 

（１）建築基準法の規定に基づく特例許可を建築審査会の同意を得て行う。 

（２）建築基準法及び関係法令の規定に基づく認定について、周辺状況等を調査の上、計画内容が 

   市街地の環境に配慮されたものであるか等について審査を行い、特定行政庁としての認定を行 

   う。 

（３）工事中の建築物に対して、安全上、防火上及び避難上支障のない場合には仮使用の認定を行 

   う。 

 

 ３．建築計画概要書の写し及び諸証明の交付 

建築計画概要書の写しのほか、新築または取得した住宅用家屋の登録免許税軽減に必要な住宅用家屋

証明書や、確認済証・検査済証の代替として建築確認や完了検査を受けたことを証明する建築台帳等 

記載事項証明書等を発行する。 

  

４．狭あい道路拡幅整備事業 （４４１，６２９千円） 

東京都北区狭あい道路等拡幅整備要綱に基づき、防災・環境・交通上区民の日常生活をより快適なも

のとするために、建築基準法の主旨を踏まえつつ、土地・建物の関係権利者の協力を得ながら、幅員４
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ｍ未満の道路等の拡幅整備を行っている。併せて、後退用地内の門塀等の撤去費の一部及びすみ切り部

分の助成を行っている。 

また、道路拡幅が可能な敷地に対しても、関係権利者の協力を得ながら整備している。 

 

  ５．道路調査及び道路位置指定 

建築基準法では、建築敷地が幅員４m 以上の道路に２m 以上接道しなければ建築ができないと規定

されている。そのため、現地調査等を行い幅員４ｍ未満１．８ｍ以上の道が建築基準法上の道路に該当

するか否かの判定等を行っている。 

また、建築基準法に基づく道路位置等の指定、廃止（開発区域の面積が５００㎡以上となる場合は、

都市計画法の開発行為の許可にて行うが、廃止については別途告示する必要がある。）を行っている。 

 

６．指定道路台帳整備  

建築基準法の改正に伴い、建築基準法施行規則等の一部を改正する省令（平成１９年国土交通省令第

６６号）が平成２２年４月に施行された。この改正により、建築基準法第４２条に基づく道路等につい

て「指定道路図」及び「指定道路調書」の作成と公開が義務付けられた。これをうけ平成２０年度より

一部現地測量を含めた業務委託を行い、平成２９年度に「指定道路図」及び「指定道路調書」の作成が

完了した。平成３０年度は、「指定道路図」の公開に向けてシステムの構築を行い、窓口にて区内全域

の「指定道路図」及び「指定道路調書」を閲覧に供し、「指定道路図」についてはホームページで公開

した。令和元年度以降は、更新作業を行っている。 

 

７．建築物等の防災指導、定期報告等 （建築防災事務費 ４，１４１千円） 

（１）既存の商業、飲食等の雑居建築物所有者・使用者等に対して、建築基準法に定められた基準を周知

し、警察署、消防署等の関係機関と連携して改善指導、是正指導を行う。また、建築物の防災週間等

の時期をとらえ、消防署との合同点検を実施する。 

（２）特定建築物・防火設備・建築設備及び昇降機について、所有者又は管理者に報告を求め適切な維持・

管理の指導を行う。また、未報告の建築物の所有者又は管理者には督促や、直接訪問し催促するとと

もに是正指導することで、建築物の適切な維持管理を推進する。 

 （３）既存建築物の地震に対する安全性について窓口相談を行う。また、必要に応じて建築物の耐震診断

の相談及び診断を行う専門機関の紹介を行う。 

 （４）保安上危険な老朽建築物及び危険ながけ、擁壁等の改善指導を行う。 

 （５）建築物の窓ガラス、屋外突出物等の落下物による災害防止について改善指導を行う。 

  

 ８．擁壁等安全対策支援事業 （１２，９６１千円） 

地震・台風及び集中豪雨等の自然災害に備え、危険な擁壁等の安全を図るため、高さ２ｍを超える擁

壁や道路に面する高さ１．５ｍ以上の擁壁等の所有者等に対し、改善工事費の一部助成（工事費の

1/3・限度額 400 万円）を行っている。 

また、「がけ・擁壁等現況調査」において、総合評価ランク D 又は E の擁壁等の所有者等に対し、

工事費の 1/2・限度額 1,000 万円（令和 2 年度から）、土砂災害特別警戒区域内にある高さ２ｍを

超える擁壁の所有者等に対し、工事費の 1/2・限度額 600 万円の改善工事費の一部助成を行っている。 

なお、令和 2 年度からは、２ｍを超える擁壁等（道路に面する場合 1.5ｍ）について、現地調査を

実施し、現状の問題点や改修等の助言を行う「がけ・擁壁改修アドバイザー派遣（無料）」を開始した。 

 

９．がけ・擁壁等の安全・安心支援事業  

東京都は平成２８年３月、北区の「自然がけ」を土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推

進に関する法律（以下「法」という。）に基づく「土砂災害警戒区域等」を指定した。また、平成２９
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年１１月には、「人工がけ」等について、基礎調査の結果を新たに公表したのち、平成３０年５月に、

「人工がけ」等についても、「土砂災害警戒区域等」を指定した。なお、法の調査対象となるがけ・擁

壁等は、高さ５ｍ以上で傾斜度３０度以上のものに限定されている。 

また、北区は、全国各地で多発している記録的豪雨による土砂災害等に対する防災意識の高まりなど

から、建築基準法の対象となる高さ２ｍ以上のがけ・擁壁等の現況調査を実施し、その結果をもとに所

有者等への意識啓発や区民の安全・安心支援に取り組むこととした。そのため、区内全域に存在する高

さ２ｍ以上で傾斜度３０度以上のがけ・擁壁等の抽出及び現地実態調査を行い、外観目視により、３か

年にわたって安全性の確認調査を実施した。 

平成２９年度は、住宅地図データや高低差データ（レーザープロファイラによる計測データ）等を活

用して机上抽出調査を行い、がけ・擁壁等の位置及び調査箇所数を把握した。平成３０年度は赤羽西地

区にて、令和元年度はその他の地区にて、机上抽出を行ったがけ・擁壁等の現況調査を実施し、その調

査結果をもとに所有者等への意識啓発と、「擁壁等安全対策支援事業」の周知を図った。 

 

１０．ブロック塀等安全対策支援事業（３，７２６千円） 

   地震発生時におけるブロック塀等の倒壊を防止するため、危険なブロック塀を対象として、耐震診断

(無料)を行うとともに、除却工事、改善工事及び建替え工事にかかる経費の一部を助成する。 

※令和元年度に令和２年度末までを期限とした助成金額の拡充については、令和４年度も継続してい

る。 

 

１１．建築物の応急危険度判定 

   応急危険度判定は、地震により被災した建築物について、その後の余震等による倒壊の危険性ならび

に建築物の部分等の落下、転倒の危険性を速やかに判定し、調査済（緑）、要注意（黄）、危険（赤）

のステッカーを貼り、被災建築物を使用できるかどうかの情報を提供し、被災後の人命に係わる二次的

災害を防止することを目的としている。 

   大規模な災害の場合、判定を必要とする建築物の量的な問題等で、行政職員だけでは対応が難しい場

合がある。区では東京都防災ボランティア制度に基づく応急危険度判定員に登録されている者のうち、

北区に在住、若しくは在勤の方に、組織的、機動的に活動していただくために、「北区被災建築物応急

危険度判定員会」を組織して、全体会議等を行い、態勢を整備している。 

 

１２．東京都北区耐震改修促進計画 

区内の住宅・建築物の耐震化を強力に推進し、地震災害に強い都市づくりのため、平成20年3月

に「東京都北区耐震改修促進計画」を策定し、その後、平成２７年９月、平成２９年３月に計画の改

定を実施した。現行計画の計画期間は平成２８年度～令和7年度までの１０年間となっている。 

令和２年３月、都は「東京都耐震改修促進計画」改定を行ったが、その改定内容が特定緊急輸送道

路沿道建築物と組積造の塀のみの改定であり、それ以外の住宅や特定建築物などについては、令和２

年度に検証の上、同年度末に計画を改定した。この計画改定を受け、区においても令和３年度に計画

を改定した。 

※耐震改修促進法に基づき耐震診断が義務づけられている建築物の公表 

平成２５年１１月の耐震改修促進法の改正にともない、「要緊急安全確認大規模建築物」及び「要安

全確認計画記載建築物」の所有者に対し、耐震診断の実施及びその結果の報告を義務付けた。 

区においても、耐震改修促進法第 9 条等の規定に基づき、平成 30 年度末及び令和元年度末に「要緊

急安全確認大規模建築物」及び「要安全確認計画記載建築物」の耐震診断結果を公表した。 

  〇要緊急安全確認大規模建築物 

要緊急安全確認大規模建築物とは、昭和 56 年 5 月３１日以前の耐震基準で建築された、不特定多

数の人や、避難上特に配慮を要する人が利用する大規模建築物などをいう。平成３１年３月に耐震診

断結果（43 件）を公表した。 

〇要安全確認計画記載建築物 
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要安全確認計画記載建築物とは、昭和 56 年 5 月３１日以前の耐震基準で建築された緊急輸送道

路等の避難路沿道建築物で、倒壊した場合において、前面道路の過半を閉塞する恐れのある建築物を

いう。令和 2 年 3 月に耐震診断結果（５４件）を公表した。 

 

１３．木造民間住宅耐震化促進事業 （２５，２１３千円） 

地震時における木造民間住宅の倒壊を防ぎ、区民の安全確保のため、耐震改修等により木造民間住宅

の耐震性の向上を図る。昭和５６年以前に建築に着手した木造民間住宅の所有者に対し、耐震診断士の

無料派遣や耐震補強設計・耐震改修工事・建替え工事の費用の一部助成を行っている。 

  

１４．緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業 （１９，５１３千円） 

   地震発生時における建築物の倒壊による道路の閉塞を防ぎ、広域的な避難路及び輸送路を確保 

  するため、耐震改修により緊急輸送道路沿道建築物の耐震化の向上を図る。 

   平成２３年４月から、昭和５６年以前に建築に着手した緊急輸送道路沿道建築物について、耐 

  震診断・耐震補強設計・耐震改修工事の費用の一部助成を実施している。なお、平成２４年１０ 

  月から、耐震建替え工事にも拡充している。 

   さらに、平成２３年１１月から特定緊急輸送道路（緊急輸送道路のうち特に重要として指定さ 

  れた道路）の沿道建築物について、より手厚い耐震化助成を実施している。なお、平成２４年 

  １０月から、耐震建替え工事、除却工事にも拡充している。 

   また、平成２６年４月からは、耐震診断の結果、耐震性が著しく低い建築物の改修について助 

  成を拡充している。 

    

１５．分譲マンション耐震改修支援（１９，８２３千円） 

昭和５６年５月３１日以前に建築に着手し、その後の新耐震基準に適合する増改築を行っていない分

譲マンション管理組合に対し、耐震アドバイザー、精密診断、耐震設計及び改修工事に要する費用の一

部を助成している。 

 

１６．賃貸マンション耐震化支援（７０１千円） 

昭和５６年５月３１日以前に建築に着手し、その後の新耐震基準に適合する増改築を行っていない賃

貸マンションの所有者に対し、耐震アドバイザー、精密診断に要する費用の一部を助成している。 

 

１７．建設工事に係る分別解体等の指導 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づき、特定建設資材を用いた下記の規模の工事に

ついて事前に審査し、分別解体等が適切に行われるよう指導する。 

 （１）建築物の解体で、床面積の合計が８０㎡以上のもの 

 （２）建築物の新築又は増築で、当該工事に係る床面積の合計が５００㎡以上のもの 

 （３）建築物の修繕又は模様替等で、請負代金の額が１億円以上のもの 

 （４）建築物以外のものの解体又は新築等（工作物・土木工事等）で、請負代金の額が、５００万円以上

のもの 
 

１８．指定確認検査機関に関わる照会及び指示 

      指定確認検査機関に提出された確認申請については、必要に応じ現地調査を行い、敷地と道路との関

係等を確認するとともに、関係各課に概要書等を供覧し、条例、要綱等へ適合させるための情報提供を

行っている。 

また、指定確認検査機関からの建築確認業務に関わる照会や報告に対して、建築基準法及び関係法令

に関する疑義がある場合には、必要な措置を講ずるよう指導・助言を行う。 
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１９．令和３年度建築課の主な取扱実績は、以下のとおり。 

（１）建築確認等申請件数（建築物） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）建築確認等申請件数（工作物） 

      内訳 
 

種別 
装飾塔 広告板 

突出 

看板 
広告塔 擁壁 煙突 サイロ その他 合  計 

確認申請 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計画通知 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

完了申請 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

完了通知 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

  （３）建築確認申請件数（昇降機） 

      内訳

種別 

エレベーター 

（小荷物専用昇降機含む） 
エスカレーター 計 

確認申請 ０ ０ ０ 

計画通知 ８ ０ ８ 

計 ８ ０ ８ 

完了申請 ０ ０ ０ 

完了通知 ９ ０ ９ 

計 ９ ０ ９ 

 

 

 

 

 

 

     内訳

種別 

木 

造 

鉄骨鉄筋 

ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

鉄  筋 

ｺﾝｸﾘｰﾄ造 
鉄骨造 

コンクリート 

ブロック造 
その他 合 計 

確認申請 7 ０ ０ ５ ０ ０ １２ 

計画通知 ０ １ １０ ６ ０ １ １８ 

計 ７ １ １０ １１ ０ １ ３０ 

中間申請 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

中間通知 ０ ０ ４ ０ ０ ０ ４ 

計 ０ ０ ４ ０ ０ ０ ４ 

完了申請 ７ ０ ０ ５ ０ ０ １２ 

完了通知 ０ ０ ７ ５ ０ ０ １２ 

計 ７ ０ ７ １０ ０ ０ ２４ 
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（４）建築等許可申請件数 

事     項 建 築 等 許 可 計 画 通 知 計 

建 築 等 許 可 

( 4 3 条 2 項 2 号 ) 

１５ 

(８) 

５ 

(０) 

２０ 

(８) 

認       定 ２ ７ ９ 

優 良 住 宅 新 築 認 定 ０ ０ ０ 

長 期 優 良 住 宅 認 定 

（ 地 位 の 承 継 等 ） 

９０ 

(１) 
０ 

９０ 

(１) 

低 炭 素 建 築 物 認 定 ４６ ０ ４６ 

（   ）は、内数 

 

（５）諸証明等発行件数（公用含む） 

発 行 件 数 
内             訳 

住宅用家屋証明 台帳記載事項証明 道路位置指定証明 

１７，５９４ 

１，７９７ １，８７９ ９１６ 

建築計画概要書の写し 

１３，００２ 

 

（６）木造民間住宅耐震化促進事業助成件数（耐震診断は派遣件数） 

耐震診断 耐震補強設計 耐震改修工事 耐震建替工事 

４３ ５ ９ ６ 

 

（７）緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業助成件数 

 耐震診断 耐震補強設計 耐震改修工事 建替え工事 除却工事 

特定 ０ 0 ０ ０ ０ 

一般 ２ ０ ０ ０ 

 

（８）擁壁等安全対策支援事業助成件数 

改修アドバイザー 擁壁等改善工事 土砂災害対策改修工事 

７ 0 0 

   ※改修アドバイザーは派遣件数 

 

（９）分譲マンション耐震化支援 

事 業 名 決 定 件 数 

耐 震 ア ド バ イ ザ ー 費 用 助 成   ０ 

耐 震 診 断 費 用 助 成 ２ 

耐 震 補 強 設 計 費 用 助 成 １ 

耐 震 改 修 費 用 助 成 ０ 
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  （１0）賃貸マンション耐震化支援 

事  業  名 決 定 件 数 

耐 震 ア ド バ イ ザ ー 費 用 助 成  ０ 

耐 震 診 断 費 用 助 成  ０ 

 

（１１）ブロック塀等安全対策支援事業助成件数（耐震アドバイザーは派遣件数） 

耐震アドバイザー 除却 改善 設置（新設） 

１０ ６ ０ ０ 

 

（１２）狭あい道路拡幅整備状況 

要整備件数 区整備件数 自主整備件数 助成金支給件数 
４２４ ２０７ １４１ ３５（２０） 

（   ）内は、すみ切箇所数 

 

（１３）道路位置指定申請件数（42 条 1 項 4 号・5 号、42 条 2 項） 

受 付 件 数 
内             訳 

指    定 廃    止 変    更 

  ４ 
４２－１－４ ０ 

０ １ 
４２－１－５ ３ 

                     ※一部廃止を変更、延長は指定で計上   

                       一部廃止＋指定（付け替え）を、変更で計上 

 

（１４）違反建築指導件数 

事                 項 件    数 

違     反     建     築     物 ８ 

行    政    処    分 工 事 停 止 命 令 等 ０ 

調           査 

呼 出 ・ 指 示  他 ５７ 

陳       情 ９１ 

現  場   実  査 １,２３８ 

違   反   建   築   物   処   理    済 ０ 

 

（１５）風営法等の申請に対する報告件数 

報 告 件 数 
内             訳 

風  俗  営  業 食 品 衛 生 自動車運送関係 

４２ ４２ ０ ０ 

 

（１６）特定建築物の定期調査報告件数（令和２年度対象は物販店舗・事務所等） 

報 告 件 数 
内            訳 

 劇場等 共同住宅・寄宿舎等 その他(病院･学校･物販店舗･事務所等)  

６０５ １１ ５８１ １３ 
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（１７）防火設備の定期検査報告件数 

報 告 件 数 
内             訳 

 劇場等 病院・学校等 物販店舗・事務所等 共同住宅等 

４８４ ９ １３０ ６７ ２７８ 

 

（１８）建築設備の定期検査報告件数 

報告件数 報告種別 
内             訳 

換気設備 排煙設備 非常用の照明装置 給排水設備 

１，０７６ １，８７３ ３７２ ３５ １，０６２ ４０４ 

 

（１９）昇降機の定期検査報告件数 

報 告 件 数 
内             訳 

エレベーター エスカレーター 小荷物専用昇降機 

３，１０９ ２，９６７ ５７ ８５ 

 

（２０）建築防災指導件数 

事     項 内      容 件   数 

危険がけ、擁壁の安全指導 

陳 情 ・ 相 談 １２ 

文書による改善指導 １ 

改 善 処 理 済 １ 

老朽建築物の安全指導 

陳 情 ・ 相 談 ２ 

文書等による改善指導 １ 

撤去された老朽建築物数 

（過年度に指導したものを含む） 
1１ 

石積・ブロック塀の安全指導 

陳 情 ・ 相 談 １４ 

文書による改善指導 ３ 

改 善 処 理 済 １ 

ビル落下物の安全指導 

陳 情 ・ 相 談 ０ 

文書による改善指導 ０ 

改 善 処 理 済 ０ 

建築防災週間の安全指導 

（ 特 定 建 築 物 ） 

現  場   実  査 ０ 

文書による改善指導 ０ 

 

（２１）建築物等に係る分別解体の届出件数 

工 事 の 種 類 届出件数 通知件数 合   計 

建築物の解体 ４７１ １１ ４８２ 

建築物の新築・増築等 ５６ １５ ７１ 

建築物以外の解体・新築等 

（工作物・土木工事等） 
１３２ １０９ ２４１ 

合  計 ６５９ １３５ ７９４ 
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（２２）指定確認検査機関からの照会及び対応等 

照会確認件数 内訳 

１，０８１ 
建築物等 昇降機等 

９７２ １０９ 
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都市拠点デザイン担当部長 
 

都市拠点デザイン担当課長 

 

１．都市中心拠点周辺まちづくりの調査、計画及び調整に関する事務 

（１）王子駅周辺まちづくり推進事業（１４４，２７８千円） 

〔目的・内容〕 

「王子駅周辺まちづくりグランドデザイン」で掲げるまちの将来像実現に向けて、新庁舎建設を契機とし

たまちづくりの動向を的確に把握しながら、今後の王子駅周辺で活かすべきまちの特性や解決すべき地域の

課題に、適切に対応した計画的なまちづくりを誘導していくため「王子駅周辺まちづくりガイドライン（以

下「ガイドライン」という。）」を策定する。 

併せて、ガイドラインに内包する形で、優先的に整備すべき先行実施地区の範囲を特定し、具体的な事業

手法等を定めた「王子駅前まちづくり整備計画」を策定する。 

 

〔経  緯〕 

平成２６年度 「王子駅周辺まちづくりグランドデザイン（中間まとめ）」取りまとめ 

平成２６年度 「王子駅周辺まちづくりグランドデザイン策定検討会」等を開催し、「王子駅周辺まちづ

くりグランドデザイン（案）」作成 

平成２９年度 「王子駅周辺まちづくりグランドデザイン」策定 

        国立印刷局と「王子工場用地の一部取得に関する協定書」を締結 

平成３０年度～ 交通量調査、駅周辺の都市基盤等検討及び関係事業者協議 

令和 3 年度  「王子駅周辺まちづくりガイドライン策定検討会」の設置 

 

〔令和４年度予定〕 

令和 3 年度に引き続き、学識経験者や関係事業者、地元関係者等で構成する王子駅周辺まちづくりガイド

ライン策定検討会で議論を行い、令和 4 年度末を目途に、王子駅周辺まちづくりガイドラインを策定する。 

 

（２）東十条駅周辺まちづくり推進事業（１２，３８０千円） 

〔目的・内容〕 

交通とまちづくりが連携した総合的かつ戦略的な交通施策の推進を図る具体的指針である「東十条駅周辺

地区総合交通戦略」の策定のため、関係機関・団体等と相互に協力し、東十条駅周辺地区のまちの将来像を

定める。 

 

〔令和４年度予定〕 

上位計画や関連計画における東十条駅周辺地区の位置づけを整理し、地域の特性や課題を踏まえた、まち

の将来像及び土地利用方針の検討を進める。 
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鉄道駅関連プロジェクト担当部長 
 

鉄道駅関連プロジェクト担当課長 

 

１．都市中心拠点に係る鉄道駅に関連する調査、計画及び調整に関する事務 

（１）王子駅周辺まちづくり推進事業（１４４，２７８千円（再掲）） 

〔目的・内容〕 

王子駅周辺のまちの将来像実現に向けて、駅とまちが一体となった整備を進めるため、鉄道事業者等と

の協議、調整を行う。 

 

〔経  緯〕 

令和２～3 年度 JR 王子駅改良影響検討調査の実施 

 

〔令和４年度予定〕 

JR 王子駅の駅舎改良に向け、近接する東京メトロの地下鉄構造物や都電荒川線への影響を調査し、JR

王子駅改良検討の深度化を図る。 

 

（２）東十条駅周辺まちづくり推進事業（１２，３８０千円（再掲）） 

〔目的・内容〕 

東十条駅周辺地区では、東十条駅南口周辺のバリアフリー整備、また老朽化した十条跨線橋の対応や旧

下十条運転区を含む東十条駅周辺の整備など、まちづくりを進める上での様々な課題を抱えている。 

そこで、東十条駅周辺地区における地域が目指すまちの将来像を定め、そのために必要な交通とまちづ

くりの施策を示し、関係機関・団体等と相互に協力することで、地域が抱える多様な課題に対応し、交通

事業とまちづくりが連携した総合的かつ戦略的な交通施策の推進を図る具体的指針として、令和 5 年度を

目途に「東十条駅周辺地区総合交通戦略」を策定する。 

 

〔経  緯〕 

平成１４年度 北区交通バリアフリー基本構想の策定 

平成２７年度 北区バリアフリー基本構想【全体構想】の策定 

平成３０年度 北区バリアフリー基本構想【地区別構想】の策定 

令 和 ２ 年 度 北区都市計画マスタープラン２０２０の策定 

令和３年１２月 東十条駅周辺地区総合交通戦略策定支援業務の受注候補者の選定をプロポーザルによ

り実施 

 

〔令和４年度予定〕 

東十条駅周辺地区が抱える課題を解決するべく、交通基盤の整備と連携したまちづくりを一体的に推進

するとともに、令和 5 年度の東十条駅周辺地区総合交通戦略の策定に向け、基礎調査等の実施や地域住民、

交通事業者を始めとした関係者による協議会を設置して、検討を進める。 
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 土 木 部 
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土 木 部 組 織 図 
令和４年４月１日 

 

   

土 木 部     土 木 政 策 課     企画調整係 

（寺  田   雅  夫）     （杉  戸    代   作）        土木政策主査 

事業計画係 

土木政策主査 

                     整 備 係 

                                        土木政策主査 

 

副参事（事業調整担当） 

               （石  本    昇   平） 

 

交 通 事 業 担 当 課 長     交通事業担当主査 

（山  崎  伸  一）      

 

事 業 用 地 担 当 課 長     事業用地担当主査 

（外  山      学）      主      査 

                 

土 木 管 理 課        管理占用係  

           （稲  垣  茂  孝）          土木管理主査  

主   査 

                                                              台 帳 係 

土木管理主査 

監 察 係 

自転車対策係 

                 

 道 路 公 園 課        河 川 係 

               （荒  井    和   也）          道 路 係 

                                                             主   査 

                                 公 園 係    

道路公園主査 

主   査 

                                道路公園管理事務所 

                                道路公園主査 

 主   査 
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土 木 部 職 員 配 置 状 況 
                                      令和４年４月１日現在 

 

 

課名 係名等 部長 課長 
係長 
/主査 

係員 再任用 計 備考 

土木政策課 

企画調整係 １ １  2 ２ １ ７  

事業計画係   ２ ５  ７  

整 備 係   ２ ６  ８  

計 １ １ ６ １３ １ ２２  

副参事（事業調整担当）  １    １  

交通事業 
担当課長 

交通事業 
担当主査 

 １  １ ３  ５ 会計年度任用職員２名 

事業用地 
担当課長 

事業用地 
担当主査 

 １ 2  4  ７  

土木管理課 

管理占用係  １  ３  6  １０  

台 帳 係   ２ ８  １０ 会計年度任用職員２名 

監 察 係   １  ５  ２ ８  

自転車対策係   １  ５ 2 ８ 会計年度任用職員１名 

計  １  ７  ２４  ４ ３６  

道路公園課 

河 川 係  １ １  ４  ６ 会計年度任用職員１名 

道 路 係   ２  ４   ６  

公 園 係   ３  ５ １ ９ 会計年度任用職員５名  

道路公園管理 
事務所 

  ３  2 ２  ７  

計  １ ９ １５ ３ ２８  

 

合 計 １ ６ ２５ ５9 ８ ９9  
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分 掌 事 務 
 

土 木 部 

土木政策課  

企画調整係 

   １ 道路、橋梁、公共船着場、公衆便所及び公園等（公園・緑地、児童遊園、遊び場及び広場をいう。

以下同じ。）に係る工事の技術管理及び指導並びに設計及び積算の審査に関すること。 

   ２ 連続立体交差事業に関すること。 

３ 部の庶務に関すること。 

   ４ 部の歳入歳出予算及び決算の資料に関すること。 

   ５ 部内他の課、係に属しないこと。 

事業計画係 

１ 道路、橋梁、公共船着場、公衆便所及び公園等事業の計画、調整及び施行に関すること。 

２ 道路及び公園等の長・中期計画の事業調整及び策定に関すること。 

  整 備 係 

   １ 道路、橋梁、公共船着場、公衆便所及び公園等工事の詳細設計及び施工に関すること。 

   ２ 道路改修の調整及び計画に関すること。 

   ３ 執行委任工事の設計及び施工に関すること。 

  

副参事（事業調整担当） 

   １ 自転車事業の計画及び調整に関すること。 

 

交通事業担当課  

課務担当主査 

   １ 公共交通等の計画及び調整並びに運行支援に関すること。 

２ 自転車事業の計画及び調整に関すること。 

３ 交通安全及び違法駐車等の防止対策に関すること。 

 

事業用地担当課  

課務担当主査 

   １ 道路、公園等の事業用地の取得及び調整に関すること。    
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土木管理課  

管理占用係 

１ 課内事業の進行管理に関すること。 

２ 道路、公園等及び河川の財産管理及び協議に関すること。 

３ 土木部所管施設の事故に関すること。 

４ 道路占用工事に関すること。 

５ 道路管理センターに関すること。 

６ 道路管理者以外の者が行う道路工事に関すること。 

   ７ 道路等の使用に伴う損害予防及び危険防止に関すること。 

８ 道路、河川、公共溝渠、法定外公共物等の占用許可に関すること。 

９ 車両制限令に関すること。   

  １０ 沿道掘削の届出等に関すること。 

  １１ 公園等及び公園附属施設の長期占用及び使用に関すること。 

  １２ 屋外広告物に関すること（他に規定するものを除く。）。 

１３ 課内他の係に属しないこと。 

  台 帳 係 

１ 公共用地の境界確定及び確認に関すること。 

２ 地籍調査に関すること。                           

   ３ 公共基準点の整備及び管理に関すること。 

４ 道路台帳の整備及び管理に関すること。 

５ 路線の認定、廃止又は変更に関すること。 

６ 道路内にある国有地、都有地及び私有地の権原取得に関すること。 

７ 区管理通路の管理に関すること。      

      ８ 公共用地境界図等の閲覧、証明及び交付に関すること。   

  監 察 係                                       

   １ 道路等の不法占用及び不法使用の取締りに関すること。 

   ２ 道路等の占用及び使用の監察指導に関すること。 

   ３ 道路附属物の損傷に関すること。 

   ４ その他道路管理に関する法令違反行為の監察指導に関すること。 

   ５ 屋外広告物の取締りに関すること。 

自転車対策係 

１ 駐車場及び自転車等駐車場の調整及び管理運営に関すること。 

２ 放置自転車の対策等に関すること。 
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道路公園課 

河 川 係 

１ 課内事業の進行管理に関すること。 

２ 水防及び除雪に関すること。 

３ 河川、公共溝渠、排水場及び公共船着場の維持管理に関すること。 

４ 総合治水対策に関すること。 

５ 水辺環境整備事業の調整及び推進に関すること。 

６ 課内事業の助成に関すること。 

７ 課内他の係に属しないこと。 

道 路 係 

１ 道路及び橋梁の維持管理に関すること。                    

２ 道路及び橋梁の維持工事の設計及び施工に関すること。 

３ 街路樹及び植樹帯の改修工事及び管理に関すること。 

４ 街路灯及び私道防犯灯の設置工事に関すること。 

５ 街路灯の改修工事及び管理に関すること。 

６ 私道私下水改修工事の設計及び施工に関すること。 

７ 狭あい道路整備工事の執行委任工事に関すること。 

公 園 係 

１ 公園等の維持管理に関すること。 

２ 公園等の維持工事の設計及び施工に関すること。 

３ 公衆便所の維持管理に関すること。 

 

道路公園管理事務所 

１ 道路、河川、公共溝渠、排水場及び公共船着場の緊急補修に関すること。 

２ 公園等（公園、児童遊園、遊び場、緑地及び広場をいう。以下同じ。）の補修管理 

に関すること。 

 ３ 企業者等の道路掘削復旧工事に関すること。 

 ４ 道路占用工事及び道路占用工事に伴う掘削工事の指導監督に関すること。 

 ５ 道路及び公園等の巡回点検に関すること。 

 ６ 材料置場の管理に関すること。 

 ７ その他土木部道路公園課長（以下「課長」という。）が必要と認めた事項に関する 

こと。 
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土 木 政 策 課 

 

1．道路新設改良事業 

 〔事業目的〕  

  交通機能の向上と歩行者の安全性及び利便性を図るため、都市計画道路及び区道の新設・拡幅等の事

業を計画的に実施する。 

 〔事業概要〕 

  （１）幹線区道新設・拡幅整備事業 

         都市計画道路による交通ネットワークを補い、地区内に発生する交通を集約し、歩行者の安全と

車両交通の円滑化を図るため、幹線的役割を果たす道路の拡幅整備を実施するものである。本年度

は、中央図書館前道路の補償代行工事及び、歩道暫定整備工事行う。 

  （２）駅周辺バリアフリー化整備事業   

     高齢者や身体障害者等の自立した日常生活及び社会活動を確保する重要性が増大している。その

ため、北区バリアフリー基本構想に基づき、計画的にハード・ソフトの両面から駅周辺のバリアフ

リー化を推進する。 

     本年度は、田端駅周辺の昇降施設設置について、実施設計と試掘調査を行うとともに、引き続き、

関係機関等と協議を行っていく。 

（３）都市計画街路新設費 

  ア 補助８７号線（延長７８ｍ、計画幅員１８ｍ） 

本路線は、上十条三丁目先補助８５号線から板橋区加賀二丁目に至る道路で、令和４年３月に

道路が完成し供用を開始した。 

本年度は、交差点改良工事を実施する。 

イ 補助１８１号線（延長７９．５ｍ、計画幅員１２ｍ） 

首都高速道路王子線の事業にあわせて、滝野川一丁目先明治通りと本路線の交通ネットワーク

を確保するため、昭和６３年６月に都市計画事業の認可を受け、用地買収等の交渉を行っている。 

本年度は、土地収用法による１件の収用裁決の手続きを進める。 

ウ 区画街路３号線（延長２９０ｍ、計画幅員１５ｍ） 

本路線は、赤羽駅西口駅前広場から補助８６号線へ連絡する都市計画道路で、赤羽西地区の円

滑な交通ネットワークの形成を図るため、平成２５年４月に都市計画事業の認可を受けた。 

平成２６年度に交差する補助８６号線（東京都施行）の事業認可に伴い、平成２７年度に事業

認可区間を延長して、用地買収を進めている。 

本年度は、引き続き、用地取得を進めるとともに、道路の詳細設計を実施する。 

    エ 鉄道付属街路１～６号線 

      鉄道付属街路（側道）は、十条駅付近沿線まちづくり基本計画に位置付けられた地域内におけ 

     る主要な生活道路であり、東西方向と比べて不足する南北方向の道路網を形成することにより、 

駅などへのアクセス向上を図るとともに、十条駅東側の災害時における消防活動困難区域の解消 

など、地域の利便性や安全性を高めることを目的に整備する。また、連続立体交差事業の工事期 

間中には、仮線用地としての活用を予定している。 

  本年度は、速やかな用地取得に向け、東京都都市づくり公社を活用し、関係権利者との交渉を 

 進めていく。 

        路線概要 

路線名 延 長 計画幅員  路線名 延 長 計画幅員 

第１号線 約  ４０m １１．０m  第４号線 約１６０m ８．５ｍ 

第２号線 約１７０m １０．０ｍ  第５号線 約１２０m ６．０ｍ 

第３号線 約２１０m １３．５ｍ  第６号線 約２８０m ６．０ｍ 

 

 



 

- 69 - 

 

２．橋梁維持事業 

 〔事業目的〕 

  区が管理する道路橋２９橋、歩道橋４橋、河川橋２橋、公園橋５橋について、経年による老朽化防止、

通行車両等に対する耐荷力の保持に努めるため、定期的に橋梁健全度調査や補修・塗装工事を実施する

ことにより通行車両等の安全を図る。 

  〔事業概要〕 

  （１）橋梁等防災対策事業 

     橋梁点検要領に基づき５年に１回、橋梁健全度調査を行う。 

     本年度は、JR 跨線橋の東十条北口跨線人道橋、御坊坂跨線人道橋、車坂跨線橋、地蔵坂跨線人

道橋、十条跨線橋の５橋、その他橋梁では、紅葉橋、岩淵橋、童橋、東台橋、ＲＳＳの 5 橋を実

施する。 

  （２）橋梁維持補修事業 

     橋梁等の維持・保全のため、調査、塗装、舗装打ち換え、伸縮装置の補修等を行う。 

     本年度は、昨年度より引き続き JR 委託による十条跨線橋の補修工事と、岩淵橋耐震工事を行う。 

 （３）擁壁健全度調査事業 

     区が管理している道路擁壁３箇所の点検を実施する。 

 

３．橋梁架替整備事業  

 〔事業目的〕 

  車両等の交通安全等を確保するため、橋梁健全度調査により、耐震上危険度が高いと判断された橋梁

の架替え整備等を実施する。 

  〔事業概要〕 

   十条跨線橋は、架替えと共に東十条駅南口周辺整備に向けて、JR 等協議を進め、引き続き検討する。 

新田橋は、仮橋に添架する企業者との調整や仮設構造物修正設計及びスロープの用地取得を行う。 

新柳橋は、令和 2 年度から東京都が実施している仮橋・仮設道路工事に続き、旧橋撤去工事、取付護

岸工事、橋台構築工事に着手している。 

 

４．集中豪雨等対策事業 

  都市型水害に伴い、集中豪雨対策として、公園・学校等に雨水貯留施設を設置する。   

  昨年度に、八幡小学校の雨水貯留施設の整備工事を行い、既定計画内の整備は完了した。 

なお、雨水貯留槽・止水板設置等に伴う補助は、引き続き、道路公園課で実施する。 

 助成件数 

 

 

 

 

 

５．公園新設改良事業 

  〔事業目的〕 

     区民が安全で快適に住み続けられる住環境の創出を目的として、計画的に季節感あふれる公園づくり

を推進する。設計にあたっては、区民との協働による公園づくりを推進するため、意見交換会等を開催

し、その成果を基に基本設計を実施し、実施設計を行った後、次年度以降に公園整備工事を実施する。

また、整備された公園等を適正に管理するため公園台帳を作成する。 

   本年度は、以下の事業を実施する。 

（１）設計委託等 

ア 名主の滝公園再生整備基本設計（その２） 

イ 公園台帳作成委託（赤羽台けやき公園） 

ウ 公園台帳作成委託（滝野川三丁目公園） 

  （２）整備工事 

年度 雨水貯留槽（件） 止水板設置（件） 

元 ０ ０ 

２ ２ ０ 

３ ２ ２ 



 

- 70 - 

 

ア 飛鳥山公園拡張部暫定整備工事 

イ （仮称）荒川緑地（豊島ブロック）整備工事 

 

６．十条駅付近連続立体交差事業の調整に関する事務（１３，８８３千円） 

〔事業目的〕 

十条駅を中心とした約１．５ｋｍの区間について鉄道を高架化し、道路と鉄道を連続的に立体交差化

することにより、6 箇所の踏切を除却し、踏切での交通渋滞の解消、道路と鉄道それぞれの安全性の向

上を図る。さらに、鉄道により分断されていた地域を一体化させるとともに、都市計画道路等の整備を

推進することにより、安全で快適なまちづくりを実現する。 

〔事業概要〕 

  事業期間 ： 令和元年度～令和１２年度 

事業区間 ： 約１．５km（十条台一丁目～中十条四丁目） 

除却踏切 ： ６箇所（原町、十条道、仲道、富士道、仲原、北仲原） 

構造形式 ： 高架式（嵩上式）及び地表式 

駅 施 設 ： ホーム延長 約２１０m  ホーム幅員 約３～７ｍ 

〔経  緯〕 

平成１６年度 東京都が「踏切対策基本方針」を策定し、十条駅付近を「鉄道立体化の検討対象区間」

に選定（６月） 

平成１７年度 「十条地区まちづくり基本構想」を策定（１０月）  

平成２０年度 東京都が十条駅付近を「事業候補区間」に選定（６月） 

平成２２年度 「北区都市計画マスタープラン２０１０」を策定し、埼京線について「立体化の実現」

を方針とした 

平成２３年度 「十条地区まちづくり基本構想」を改定（３月） 

平成２４年度 東京都が十条駅付近を社会資本総合整備計画に位置づけ、事業範囲や構造形式の検討

に着手 

平成２６年度 十条地区まちづくり全体協議会会長及び地域の町会長１０名の連名にて、「十条駅付

近の連続立体交差事業の早期実現に向けた陳情書」を区議会に提出（５月） 

区議会が「JR 埼京線十条駅付近の連続立体交差事業の早期実現に関する決議」を全

会派一致で議決（６月） 

区長・議長が「JR 埼京線十条駅付近の連続立体交差事業の早期実現」について、都

知事に対して要請活動を実施（８月） 

「十条地区沿線まちづくり基本計画」を策定（１月） 

東京都が高架形式（仮線方式）を最適と判断したことについて、東日本旅客鉄道赤羽

線（十条駅付近）都区連絡会で報告（１月） 

十条駅付近連続立体交差化計画及び関連する道路計画（鉄道付属街路）について、東

京都、北区、JR の三者で都市計画素案の説明会を開催（２月） 

平成２８年度 十条駅付近連続立体交差化計画及び関連する道路計画（鉄道付属街路、補助第８５号

線）について、東京都、北区、JR の三者で都市計画案及び環境影響評価書案の説明

会を開催（１０月） 

「十条地区まちづくり基本構想」を修正（３月） 

平成２９年度 東京都が環境影響評価書案に関する都民の意見を聞く会を開催（４月） 

北区都市計画審議会（１０月）・東京都都市計画審議会（１０月）を開催し、都市計

画を決定・告示（１１月） 

十条駅付近連続立体交差事業及び鉄道付属街路事業について、東京都、北区、ＪＲの

三者で用地測量等の説明会を開催（２月） 

平成３０年度 事業化に向けて東京都が現況測量等を実施 

        十条駅付近連続立体交差事業及び関連する道路事業に関する総合的な検討及び庁内

調整を図るため「庁内検討会」を設置（５月） 

令和 元年度 事業化に向けて東京都が用地測量等を実施 
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区は新たに整備される十条駅の駅舎デザインについてアイデアを広く募集し、デザイ

ンコンセプトを取りまとめ、事業者に要望（３月） 

都市計画事業認可の告示（３月） 

   令和 ２年度 事業概要並びに用地補償に関する説明資料を送付（１１月） 

   令和 ３年度 都市側施行内容に関する協定を東京都と締結（３月） 

「十条地区まちづくり基本構想」を改定（３月） 

〔令和４年度予定〕 

引き続き、東京都及びＪＲと連携して十条駅付近連続立体交差事業を推進する。 
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交通事業担当課長 
 

１．交通安全対策事業 

〔事業概要〕 

   東京都北区交通安全計画（５カ年）・東京都北区交通安全実施計画に基づき、関係行政機関・団体等

と協力しながら交通安全策を実施する。 

（１）交通安全対策の推進体制  

 ア 東京都北区交通安全協議会 

         交通事故のない住みよい区を築くため、区並びに関係行政機関・団体が、協力体制を確立し、

効果的な区民運動を推進する。北区長を会長として、関係団体の代表など３６名の委員で構成さ

れている。 

      また、高齢者の交通事故防止及び交通安全教育の推進を図るための専門部会として、高齢者部

会を設置している。 

イ 東京都北区交通安全対策本部 

      北区が行う交通安全対策の一元化を図るため、副区長を本部長として関係部課長２８名の部員

で構成される。 

（２）交通安全施策 

    ア 春・秋の全国交通安全運動 

    イ 交通安全北区民のつどい 

    ウ ランドセルカバーの配布 

エ 交通安全教育用ＤＶＤの貸出し 

    オ 北区自転車安全日での啓発活動 

    カ 自転車安全運転免許証の発行 

キ スケアード・ストレイト方式による自転車交通安全体験教室 

 

２．違法駐車等防止対策事業 

〔事業概要〕 

王子駅、赤羽駅、板橋駅及び十条駅周辺の違法駐車等防止重点地域を中心に広報・啓発活動を実施す

る。また、区、警察署、交通安全協会、地域交通安全活動推進委員協議会、町会・自治会、商店会及び

その他の地域関係者による「違法駐車等防止連絡会」を設置し合同パトロール等を実施する。 

 

３．自転車活用推進事業 

〔事業目的〕 

北区の自転車活用に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、自転車活用推進法の規定に基

づき、北区自転車活用推進計画の策定を行う。 

〔事業概要〕 

本年度は、プロポーザル方式により委託事業者を選定し、自転車に関する現状分析及び想定される課

題の整理を行うとともに、必要な施策の検討を行う。 

〔経  緯〕 

平成３０年６月 国土交通省が「自転車活用推進計画」を策定（令和 3 年 5 月に改定） 

     ８月 国土交通省が「地方版自転車活用推進計画策定の手引き（案）」を公表 

平成３１年３月 東京都が「自転車活用推進計画」を策定（令和 3 年 5 月に改定） 

   〃    「北区自転車ネットワーク計画」を策定 

令和 ３年５月 国土交通省が「第２次自転車活用推進計画」を策定 

令和 ３年５月 東京都が「自転車活用推進計画」を改定 

 

４．地域公共交通推進事業（コミュニティバス運行支援） 

〔事業概要〕 

北区コミュニティバス（K バス）は、プロポーザル方式による事業者選定により日立自動車交通株式



 

- 73 - 

 

会社と運行協定を締結し、「王子・駒込ルート」「田端循環ルート」の２ルートで運行している。区は

運行協定に基づき、欠損金の補填、利用促進策の実施等の運行支援を行い、安定的な運行継続を図る。 

本年度は、新たに試験運行開始予定の浮間地域ルートの運行支援も行う。 

〔経  緯〕  

平成２０年度 北区コミュニティバスのモデル運行を開始（４月２７日） 

平成２１年度 事業者と運行に関する協定締結（平成２２年４月１日～平成３２年３月３１日） 

平成２８年度 新型車両に代替（２９年度から５カ年にわたり車両減価償却費を補填） 

令和 ２年度 協定締結期間を延長（令和 3 年４月１日～令和１２年３月３１日） 

      新型コロナウイルスの影響により、運行開始以来、最低の乗車人員となり、運送 

収入減収のため、欠損金の増額補てんを行った。 

東京都北区渋沢栄一プロジェクトの一環として、ラッピングバスを運行（２月１日） 

令和 ３年度 ＩＣカードのバス利用特典サービス（バス特）を終了（３月３１日） 

 

年間乗車人数 

年度 乗車人員（人） のべ乗車人員（人）  年度 乗車人員（人） のべ乗車人員（人） 

２８ 565,316 5,009,772  元 539,661 6,656,778 

２９ 551,932 5,561,704  ２ 416,688 7,073,466 

３０ 555,413 6,117,117  3 479,066 7,552,532 

 

5．地域公共交通計画事業（コミュニティバス試験運行） 

 〔事業目的〕 

  誰もが安心して快適に移動できるよう、土地（崖線）の高低差によって移動が困難な地域や、公共交

通機能の向上が必要な地域へコミュニティバスを中心とした移動手段の確保に向けた取組みを推進す

る。 

 〔事業概要〕 

  令和２年度に策定した「北区地域公共交通計画」に基づき、令和３年度はコミュニティバス（浮間地

域ルート）の実証運行事業者を選定し、試験運行に向けた地元・関係機関と協議・調整を行った。 

  本年度は、引き続き関係者との協議・調整を進め、１２月に試験運行を開始する。 

   

６．新交通システム等調査事業 

環状８号線新交通システム「エイトライナー」促進に関する事務 

  〔事業概要〕 

   東京都２３区の南部、西部及び北部地域の周辺６区（大田・世田谷・杉並・練馬・板橋・北）は、赤

羽駅から羽田空港へ環状８号線を基軸とする新たな公共交通システム（通称エイトライナー）の導入に

ついて調査・研究を進め、国や都に対し計画推進を働きかける。 

   また、区部東部地域の周辺３区（足立・葛飾・江戸川）では、足立区鹿浜から葛西臨海公園に至る、

環状７号線を基軸とした新たな公共交通システム（通称メトロセブン）の導入について調査・研究を進

めている。平成９年度からはエイトライナーとメトロセブンの両路線を一本化した区部周辺部環状公共

交通の早期実現に向けて連携して活動している。引き続き、促進活動を実施するとともに調査検討を行 

  う。 
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事業用地担当課長 
 

  都市基盤整備の推進を図ることを目的に、道路新設改良事業、橋梁架替整備事業、密集住宅市街地整備

促進事業（まちづくり部からの執行委任）等における道路及び公園等の事業用地を取得する。 

  なお、事業用地を取得するにあたり、特定財源の充当が見込める事業等については、北区土地開発公社

による先行取得をしている。 

 

１．道路新設改良事業の用地取得 

（１）幹線区道新設・拡幅整備事業 

事業名 延長、幅員 用地買収対象面積 

赤羽連続立体交差神谷道 35 m、7.5～13 m 民有地           103.77 ㎡ 

中央図書館前道路 500 m、12 m 

国有地（自衛隊官舎）     46.17 ㎡ 

民有地            11.21 ㎡ 
都有地（王子本町 2 丁目ｱﾊﾟｰﾄ 1～5 号棟） 481.13 ㎡ 
国有地（王子本町 2 丁目ｱﾊﾟｰﾄ 6～8 号棟） 152.36 ㎡ 

国有地（中十条第 1 ｱﾊﾟｰﾄ）  113.27 ㎡ 

 

（２）都市計画街路新設事業 

事業名 延長、幅員 用地買収対象面積 用地取得率（面積）※ 

補助 181 号線 79.5 m、12 m 964.57 ㎡ 85% 

区画街路３号線 290m、15 m 1,857.25 ㎡ 90% 

鉄道付属街路１～６号線 980 m、6～13.5 m 約 7,669.83 ㎡ 5％ 

  ※令和４年３月３１日時点（北区土地開発公社所有地を含む） 

＜補助 181 号線の収用手続き＞ 

  用地交渉が難航している地権者２件について、土地収用法に基づく手続きを順次進めている。 

  地権者 2 件の内の１件については、令和元年度に裁決申請・明渡裁決の申立をし、令和２年度末の裁決

に基づき、令和３年度に補償金の支払い、所有権移転登記が完了した。もう１件については、令和３年度

に裁決申請・明渡裁決の申立をした。本年度は引き続き、収用手続きを進めていく。 

 

２．橋梁架替整備事業の用地取得 

事業名 延長、幅員 用地買収対象面積 

新田橋道路拡幅整備 約 190ｍ、12ｍ 
民有地（スロープ用地）115.74 ㎡ ※ 
民有地（道路拡幅用地）782.4１㎡ 

  ※令和３年度、スロープ用地取得完了 

 

３．令和３年度用地取得実績 

  ＜北区取得用地一覧＞ 

 買収面積 事業箇所 

道 路 用 地 ８３２．９９ ㎡  
区画街路３号線・密集住宅市街地整備促進事
業（土地開発公社からの買戻し） 
補助 181 号線（収用裁決に基づく権利取得） 

公園用地他 ０ ㎡   

合 計 ８３２．９９㎡   

 

  ＜北区土地開発公社先行取得用地一覧＞ 

 買収面積 事業箇所 

道 路 用 地 ７４６．４０ ㎡ 
区画街路３号線・鉄道付属街路１～６号線・ 
新田橋道路拡幅整備（スロープ用地）・ 
密集住宅市街地整備促進事業 

公園用地他 ０ ㎡  

合 計 ７４６．４０ ㎡  
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土 木 管 理 課 

 

１．諸 証 明 

北区道路関係証明等交付事務取扱要綱に基づき、証明書を交付している。 

証明書交付件数 

年度 
土地

境界 

道路

区域 

地籍調査

成果 

道路幅員 法定外公共物に係

る機能又は所有 旅客用 貨物用 その他 計 

２ 4765 154 647 32 ５ 1 38 14 

3 5712 157 655 25 12 3 40 6 

 

２．車両制限令に関すること  

道路の保全と交通の危険を防止するため、車両制限令に基づく特殊車両の通行許可協議・認定等の事

務を行っている。 

      特殊車両通行許可・認定件数 

年度 通行許可協議件数 認定等件数 

２ １，１５８ ５６ 

３ １，２３４ ８２ 

 

３．道路についての占用許可等 

（１）区道に関する次のような許可及び占用料等の徴収を行っている。 

    ①道路占用許可及び占用料       ５６７件    １，１０１，０９３，２７５円 

    ②道路掘削許可及び復旧費     １，９５０件        １９２，６７７，０４０円 

③自費工事施行承認件数        ２１４件      

           令和３年度          計   ２，７３１件   １，２９３，７７０，３１５円   

  （２）区管理通路に関する許可及び占用料の徴収を行っている。（北区管理通路条例） 

      令和３年度          ２２件（１０件）      ２４３，９４６円 

（   ）内は免除件数 

 

４．公共溝渠についての使用許可等 

    北区公共溝渠管理条例に基づき使用許可及び使用料の徴収を行っている。 

          令和３年度              １３件（０件）       １，１３６，８７０円 

                                              （   ）内は免除件数 

 

５．掘削道路復旧事業 

   通信、電気、上下水道、ガス等の企業者により掘削された道路を復旧する事業である。 

復旧方法の良否が、道路の耐用年数に大きな影響を及ぼすので、復旧工事の設計施行に当っては特に 

注意し、掘削企業者に対しては、埋戻し、復旧方法及び、事故防止等適切な技術指導を行なう必要があ 

るため、適宜掘削企業者と道路工事調整協議等を実施し技術指導に努めている。 

 また、道路利用者の安全と道路環境の向上を図るため、掘削道路復旧工事として道路の改修は、道路 

公園課で実施している｡ 

 

６．沿道区域の指定についての指導 

道路法第４４条に基づき道路に及ぼす影響を防止するため、指導を行っている。 

高層ビル建築等における沿道掘削施行届の受理及び指導件数    ４７件 

 

７．北区道路の路線認定・改廃 

新たに整備された道路、再開発などにより再編成された道路について道路法に基づき、認定・改廃等 



 

- 76 - 

 

の手続を行っている。 

また、道路に関した都区財政調整の算定資料や各種統計資料の作成を行っている。 

      告示路線数 

年度 認定 路線変更 
廃止 

（一部廃止） 

区域決定 

（区域変更） 
供用開始 

2 ５ ０ ０ １２７ １２０ 

3 １ ０ ０ １５８ １５３ 

 

      区道の状況 

現在日 
路線数 

（本） 

総延長 

（ｍ） 

重複供用 

延  長 

（ｍ） 

未供用 

延 長 

（ｍ） 

実延長 

（ｍ） 

総面積 

（㎡） 

実面積 

（㎡） 

3.4.1 1,732 347,149 4,948 5,879 343,064 2,259,645 2,188,965 

4.4.1 1,733  347,286  4,948  5,942  343,137  2,261,780  2,191,690 

 

８．地籍調査事業（地籍情報緊急整備事業） 

本事業は、土地一筆ごとに、所在、地番、地目及び境界の調査、測量を行うもので､作成された成果

は、登記所に、不動産登記法第１４条第１項に基づく地図として公図に変えて備え付けられる。 

   過年度に実施した成果の発行を行っている。 

  

９．区管理通路の指定及び管理 

道路法により認定された道路と同様に利用されているが、認定条件を満たしていない道路形態にある

ものについて、生活環境、防災性を向上させることを目的とし、権原を取得し区域を指定して管理する。 

        令和３年度     区域変更箇所           １８件 

               廃 止 箇 所       ０件 

 

１０．道路台帳の整備事業 

   平成 15 年度より電子データによる道路台帳の整備を面的に進めている。令和 2 年度は、堀船一丁目

地区及び堀船二・三丁目地区、令和 3 年度は、豊島六～八丁目外地区の道路台帳整備及び補正作業を行

った。 

道路台帳現況平面図補正 

年度 事業費（円） 補正延長（ｍ） 

２ ５０，４５０，０００ ８，０８２ 

３ ３６，３５１，７００ ５，５６８ 

 

１１．道路用地の無償取得・交換及び譲与 

既存区道敷地の権原整理のため、道路法に基づいた国公有地の無償取得、私有地の寄付受領を行って

いる。 

また、集合住宅の建設や開発行為に伴い提供される道路敷地についての事前相談を受けている。 

さらに再開発事業等の施行により付け替えられる道路敷地の取得・譲与を行っている。 

      道路用地の無償取得 

年度 

無償使用承諾 寄 付 東京都 国 合 計 

件数 
取得面積 

（㎡） 
件数 

取得面積 

（㎡） 
件数 

取得面積 

（㎡） 
件数 

取得面積 

（㎡） 
件数 

取得面積 

（㎡） 

２ 88 488.31 9 77.32 2 84.33 3 5,098.82 102 5748.78 

3  126 639.83 10  229.07  0  0  1  68.19 137  937.09  

 

１２．用途廃止 
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道路敷や水路敷のうち、現況が廃滅していて将来も道路や水路として利用する必要のないものについ

て隣接地主の申請を受け、用途廃止事務を行っている。 

      用途廃止 

年度 
旧道路敷 廃滅水路敷 合 計 

件数 廃止面積（㎡） 件数 廃止面積（㎡） 件数 廃止面積（㎡） 

２ １  4.01 1 19.12 2 23.13 

3  3 26.80 0 0 3 26.80 

 

１３．公共用地（区有地）の境界確定 

      道路、公園、溝渠、法定外公共物（認定外道路・水路敷）を構成する敷地の適正な管理のため、境界 

確定・確認及び道路区域の標示を行っている。 

また、用地取得（都市計画事業等）に必要な土地についても境界確認・協議を行っている。 

（１）区有公共用地境界確認申請数     ２６１件（うち公園：３件） 

   （２）道路区域標示申請数         １０件 

（３）境界復元協議申請数            ２３件 

 

１４．監察取締、指導業務 

良好な道路環境等を維持するため、区道上の不法占用物・放置物・屋外広告物等に対する注意指導や

道路パトロール等を行っている。 

また、交通事故による道路付属物の損傷事故の復旧手続きも行っている。 

北区内における不法占用等の通報・対応件数                                                                   

年度 
道路不法占用の 

通報・対応件数 

放置物件の 

通報・対応件数 

不法看板の 

撤去枚数 

道路附属物損傷事故の 

通報・対応件数 

２ １８１   ２２０ ４，３３８ １５８ 

３ ２１７ １９９ ７，１４１ １７４ 

 

１５．放置自転車対策事業                                         

     「東京都北区自転車の放置防止に関する条例」に基づき、駅周辺の生活環境を確保し、通行の障害を

除去するとともに、街の美観を維持して安全で快適な区民生活の実現を図るため、放置自転車対策を行

っている。 

（１）自転車駐車施設の設置及び管理運営（表１－１・１－２） 

（２）放置自転車の移送及び処分（表２） 

（３）コールセンターの運用と休日の自転車撤去 

（４）自転車利用者への啓発・広報活動等 

（５） 

表１－１  自転車駐車場（有料制自転車駐車場）                 令和 4 年４月１日現在 

 名 称 所 在 地 
開設 

年月 

収容可能

台数 

施設面積

(㎡) 
備考 

１ 浮間四丁目自転車駐車場 浮間 4 丁目 30 番 8 号 Ｓ61.4 454 540  

２ 浮間三丁目自転車駐車場 浮間 3 丁目１番 47 号 Ｓ61.4 563 589  

３ 赤羽北二丁目自転車駐車場 赤羽北 2 丁目１番 10 号 Ｓ61.4 423 551  

４ 赤羽駅南口第一自転車駐車場 赤羽１丁目 1 番 28 号 Ｈ12.7 950 1,435  

5 赤羽駅南口第二自転車駐車場 赤羽１丁目 1 番 20 号 Ｈ13.6 1,450 1,421  

6 赤羽駅南口第三自転車駐車場 赤羽南 2 丁目 9 番 43 号先外 H26.4 51 42  

7 王子駅北口自転車駐車場 王子 1 丁目 11 番 1 号先 Ｓ61.6 630 642  

8 栄町自転車駐車場 栄町 40 番 4 号先 Ｓ61.6 332 758  

9 王子駅南口自転車駐車場 王子 1 丁目 3 番 40 号先外 Ｓ62.4 1,548 1,362  
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9 王子駅南口自転車駐車場 王子 1 丁目 3 番 40 号先外 Ｓ62.4 1,548 1,362  

10 新田端大橋北自転車駐車場 東田端 2 丁目 20 番 45 号 Ｈ2.3 705 705  

11 新田端大橋南自転車駐車場 東田端 1 丁目 17 番 21 号 Ｈ2.3 675 440  

12 赤羽駅西口北自転車駐車場 赤羽１丁目 67 番 18 号 Ｈ2.12 170 780  

13 新田端大橋中央自転車駐車場 東田端 2 丁目 20 番 52 号 Ｈ3.3 1,003 1,309  

14 田端駅前自転車駐車場 田端 6 丁目 1 番 3 号 Ｈ5.11 598 589  

15 北赤羽駅赤羽口自転車駐車場 赤羽北 2 丁目 32 番 2 号 Ｈ16.1 283 327  

16 滝野川三丁目自転車駐車場 滝野川 3 丁目 11 番 2 号 Ｈ16.1 371 545  

17 王子神谷駅前自転車駐車場 王子 5 丁目 20 番 3-B101 号 Ｈ16.4 160 179  

18 音無親水公園自転車駐車場 王子本町 1 丁目 1 番 1 号先 Ｈ17.2 123 122  

19 東十条駅北口自転車駐車場 東十条 4 丁目 1 番先 Ｈ17.3 42 50  

20 十条駅西口自転車駐車場 上十条 2 丁目 28 番先 Ｈ18.1 700 802  

21 東十条駅北口第二自転車駐車場 東十条 3 丁目 18 番 30 号 Ｈ19.1 118 140  

22 十条駅東口自転車駐車場 上十条 1 丁目 14 番先 H20.4 29 89  

23 王子神谷駅北自転車駐車場 王子 5 丁目 29 番 4 号 H2１.３ 994 1,572  

24 尾久駅前自転車駐車場 昭和町 2 丁目 1 番 31 号 H21.10 565 652  

25 東十条駅南口自転車駐車場 東十条 3 丁目 18 番 43 号 H24.4 1,470 1,877  

26 赤羽駅西口自転車駐車場 赤羽西 1 丁目 7 番 1 号 H26.1 660 1,047  

27 王子駅明治通り自転車駐車場 王子 1 丁目 6 番先外 H26.4 75 205  

28 西ケ原駅前自転車駐車場 西ケ原 2 丁目 3 番 1 号 H26.4 149 266  

29 北谷端公園脇自転車駐車場 滝野川 7 丁目 14 番先 H27.4 160 165  

30 赤羽東本通り自転車駐車場 赤羽 1 丁目 7 番先外 Ｈ30.4 253 414  

31 赤羽駅東口自転車駐車場 赤羽 1 丁目 1 番先外 Ｈ31.4 267 298  

32 赤羽駅西口駅前自転車駐車場 赤羽西１丁目 5 番先外 R3.12 79 75  

小   計  16,050 19,988  

 

表１－２ 指定自転車置場（年間登録制自転車置場）            令和 4 年４月１日現在 

 名   称 所 在 地 
開設 

年月 

収容可能 

台数 

施設面積 

（㎡） 
備考 

1 赤羽駅西側指定自転車置場 赤羽台 1 丁目 2 番先外 Ｓ59.5 500 703  

2 十条駅中央指定自転車置場 上十条 2 丁目 31 番 12 号先 Ｓ63.4 150 48  

3 駒込駅前指定自転車置場 
中里 1 丁目 7 番先 

中里 2 丁目 1 番先 
Ｈ2.2 515 309  

4 十条駅北指定自転車置場 十条仲原 1 丁目１番５号 Ｈ5.4 992 1,080  

5 十条駅南指定自転車置場 上十条 1 丁目 14 番 8 号 Ｈ5.4 264 260  

6 上中里駅前指定自転車置場 
上中里 1 丁目 37 番 13 号先 

上中里 2 丁目 44 番 2 号 
Ｈ9.3 200 199  

7 赤羽岩淵駅周辺指定自転車置場 
岩淵町 36 番先 

赤羽 1 丁目 52 番 10 号先 
Ｈ10.2 110 59  

8 志茂駅周辺指定自転車置場 
志茂 3 丁目 26 番先 

志茂 1 丁目 2 番 45 号 
Ｈ10.2 120 129  

9 王子神谷駅周辺指定自転車置場 東十条 3 丁目 10 番 34 号先 Ｈ10.2 30 40  

10 北谷端公園脇指定自転車置場 滝野川７丁目 14 番先 Ｈ17.4 150 118  

11 赤羽公園脇指定自転車置場 赤羽南 1 丁目 14 番先 Ｈ17.6 200 487  

12 赤羽駅南側指定自転車置場 赤羽南 1 丁目 20 番先 Ｈ29.4 １00 164  

小   計  3,331 3,596  

自転車駐車場・指定自転車置場 合計  19,381 23,584  

※有料制３2 箇所、登録制１２箇所、合計４４箇所 
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表２ 放置自転車の移送及び処分（廃棄・売却）                 （令和 3 年度） 

移 送 台 数 １３，３７２ 処 分 台 数 ４，６４５ 

区 域 別 
整理区域外 ９０５ 

内 訳 
廃 棄 ２，８４５ 

整理区域内 １２，４６７ 売 却※ １，８００ 

                      ※ 売却処分は、平成１９年８月から実施 

（整理区域内 駅別台数） 

 浮間舟渡    122 北 赤 羽  401 赤  羽    7,003 十    条   425 

板    橋    180 東 十 条  301 王  子    3,168 上 中 里    62 

田    端    220 駒   込  224 尾  久      109 赤羽岩淵    83 

志    茂      61 王子神谷  103 西ケ原        2 西 巣 鴨    3 

 

１６．有料自動車駐車場等管理運営 

 平成 25 年 12 月から駐車場経営を北区が行っている。平成２７年４月より指定管理者制度を導入。 

           

名  称 赤羽駅西口駐車場及び自転車駐車場 

所在地 北区赤羽西１-7-1 

 

 

施設概要       

収容台数 

自動車 ４５０台 

自動二輪・原動機付自転車 １４台 

自転車 ６６０台 

利用時間 
自動車 ２４時間無休 

自動二輪等・自転車  午前４時から翌午前２時まで 

 

１７．屋外広告物の許可に関する事務 

   東京都屋外広告物条例及び同施行規則に基づき、広告板、広告塔、立看板、ポスターなどの掲示場所、

掲示方法などについて、美観の維持や公衆に対する危害防止のため、必要な規制を行っている。 

〔令和３年度実績〕 

種 別 数 量 種 別 数 量 

広告塔 ２６基 バス・電車車体利用広告 

（枠を利用するもの） 
９６枚 

広告板 １，１５５基 

小型広告板 ２２枚 上記以外の車体利用広告 ２，１６４台 

はり紙・はり札 ７５枚 アドバルーン ０個 

立看板 ０枚 広告幕 ０張 

電柱・街路灯柱利用広告 ２，６００枚 アーチ ６基 

標識利用広告 ９９枚   
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道 路 公 園 課 

 

１．道路維持補修事業 

（１）交通安全施設整備事業 

交通環境の改善と交通事故防止を図るため、歩行者の安全を重点に整備を進めている。   

 交通安全施設一覧表                                   （令和 4 年４月１日現在） 
 

種 別 
年 度 

歩    道 歩道橋 防護柵 道路標識 反射鏡 

道路延長
（m） 

歩道延長 
（m） 

数 量 
（橋） 

数 量 
（m） 

数 量 
（本） 

数 量 
（本） 

２年度末現況 79,697 122,687 ４ 108,667 400 1,402 

3 年度末現況 ※２校 ※２校 4 108,767 404 1,414 

       
 区 画 線 道路照明 段差解消 交差点改良 すべり止め舗装 

 数 量 
（m） 

数 量 
（基） 

数 量 
（箇所） 

数 量 
（箇所） 

数 量 
（㎡） 

 201,169 13,145 1,524 1３ 66,217 

 201,522 13,192 ※２校 ※２校 67,370 

（２）道路維持事業 

区民の日常生活及び活動に密着した重要な事業で、道路の機能を保持し、安全で円滑な交通を確保す

るため、きめ細かな維持管理を行っている。その内容は破損路面の小修繕から、道路清掃、側溝桝類、

管渠などの排水施設の浚渫清掃、及び防護 

柵、道路標識等の交通安全施設の保守修繕、洗浄、道路の除雪作業等多岐にわたっている。道路保全

に万全を期すために道路補修車、パトロールカーを併用して巡回調査を実施し、日常の維持管理の強化

を図っている。また、駅周辺等のエレベーター・エスカレーターの維持管理も行っている。 

さらに、休日・夜間を含め、緊急を要する工事に対応するため、請負単価契約を締結して、道路の維

持・修繕を行っている。 

また、歩車道が分離されている主要路線については、機械力による道路清掃（清掃延長＝約 3,100

㎞）を実施するとともに、駅前広場等のカラー舗装洗浄（清掃面積＝約 7,000 ㎡）と、北区全域を３

年に１回のローテーションで、透水性舗装の再生洗浄（今年度清掃面積＝約 5,000 ㎡）を実施する。 

昇降施設一覧表                             （令和 4 年４月１日現在） 

名 称 所在地 開設年月日 構造及び施設内容 

上中里さわやか橋 
 エレベーター 

上中里 2-45 先 Ｈ11.1.13 油圧式、21 人乗り、2 台 
運転時間 AM6:00～PM10:00 

馬場歩道橋 
 エレベーター 

滝野川 2-6 先 
滝野川 1-65 先 

Ｈ15.6.26 ロープ式、15 人乗り、2 台 
運転時間 AM6:00～PM10:00 

東十条駅北口跨線人道橋 
 エレベーター 

東十条 4-15 先 Ｈ16.4.9 ロープ式、15 人乗り、1 台 
運転時間 24 時間 

東十条駅北口跨線人道橋 
 エスカレーター 

東十条 4-15 先 Ｈ16.4.9 9,000 人／ｈ、4 台 
運転時間 24 時間 

音無橋 
 エレベーター 

王子本町 1-2 先 Ｈ21.4.22 ロープ式、15 人乗り、1 台 
運転時間 24 時間 

車坂跨線人道橋 
 エレベーター 

上中里 2-32 先 Ｈ23.2.3 ロープ式、17 人乗り、2 台 
運転時間 24 時間 

東十条駅北口西側 
 エレベーター 

中十条 3-36 先 Ｈ23.11.18 ロープ式、15 人乗り、1 台 
運転時間 24 時間 

田端ふれあい橋 
 エレベーター 

東田端 1-17 先 Ｈ24.1.10 ロープ式、15 人乗り、1 台 
運転時間 24 時間 

赤羽台トンネル脇 
 エレベーター 

赤羽台１－４先 Ｈ31.2.２８ ロープ式、22 人乗り、1 台 
運転時間 24 時間 
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２．街路緑化事業 

緑化事業の一環として、区道の歩道幅員が２．５ｍ以上ある場所に並木桝や植樹帯を築造し、高・中・

低木類の植栽をしている。 

なお、昭和４８年度からは、既設植樹帯の除草、刈込、清掃等の管理委託も併せて行っている。 

街路樹一覧表                         （令和 4 年４月１日現在） 

番号 樹種名 （科名） 本数（本） 備 考 

１ ハ ナ ミ ズ キ （ミ ズ キ 科） 1,280  

２ ソメイヨシノ （バ ラ 科） 947  

３ イ チ ョ ウ （イ チ ョ ウ 科） 435  

４ ケ ヤ キ （ニ レ 科） 343  

５ サ ル ス ベ リ （ミ ソ ハ ギ 科） 306  

６ スズカケノキ （スズカケノキ科） 150 プラタナス 

７ フ ウ （マ ン サ ク 科） 211 タイワンフウ 

８ ト ウ カ エ デ （カ エ デ 科） 182  

９ タ ブ ノ キ （ク ス ノ キ 科） 173  

１０ モミジバフウ （マ ン サ ク 科） 148 アメリカフウ 

１１ シ ラ カ シ （ブ ナ 科） 146  

１２ ヤ マ ザ ク ラ （バ ラ 科） 122  

１３ コ ブ シ （モ ク レ ン 科） 119  

 そ の 他 888  

 計 5,450  

 

３．私道私下水改修補助事業 

本事業は私道の舗装及び下水施設の設置工事を、北区の補助制度に基づいて実施しているものであ

る。    

経年による舗装の破損箇所について、地元権利者等からの申請に基づく再舗装、既設下水施設の改修  

及び管渠の清掃を実施している。 

平成 31 年度から、舗装及び路面排水施設の工事費は全額補助、下水施設の工事費は１０％の申請者

負担とした。 

本年度は、下水管渠改修工事約３００ｍ、Ｌ型側溝工事約２５０ｍ、舗装工事約１，０００㎡を実施

する予定である。 

＜実績＞ 

令和元年度 令和２年度 令和3年度 

34件 ３５件 29件 

 

４．街灯改修事業 

北区道の夜間における交通安全及び防犯対策をするとともに、省エネルギー化を推進するため、平成

２１年度から老朽化した水銀灯を、LED 照明街灯へ計画的に改修している。令和 3 年に水銀灯の製造

が禁止となったため、これまで以上に街灯の LED 化を加速させる。 

街灯一覧表                                  （令和 4 年４月１日現在） 

 街 路 灯 橋梁灯・地下道灯 合   計  

水 銀 灯 3,966 ８４ 4,050 

蛍 光 灯 １４５ ３２９ ４７４ 

Ｌ Ｅ Ｄ 灯  8,215   ５３ 8,268 

ナトリウム灯 外 ２３６ １６４ ４００ 

合   計 12,562 ６３０ 13,192 
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５．私道防犯灯改修事業 

私道の夜間における交通安全及び防犯対策を推進するため、私道防犯灯の新設改修を行うとともに、

町会自治会に対し、私道防犯灯の維持に係る費用を補助している。 

令和３年度における補助対象の私道防犯灯は計５，４７３基となっている。 

      本年度は、ＬＥＤ化を基本として約１００基の新設及び改修を実施する予定である。                                                                             

 

６．河川事業に関する事項 

  河川事業は、より高い治水安全度の確保及び河川環境の整備・保全、利活用を目指して、それぞれの 

地域に適した事業が進められている。このため、水系・地域ごとに各種のプロジェクトが運営され、こ 

れらに係る北区の事務局として活動している。 

   河川関係協議会等 

   （１）東京都総合治水対策協議会       （２）東京河川改修促進連盟（土木政策課）   

   （３）東京高潮対策促進連盟       （４）隅田川流域連絡会 

    （５）新河岸川流域総合治水対策協議会   （６）石神井川流域連絡会     

 

７．河川に関する事務 

石神井川及び公共溝渠を維持管理する他、区内４河川に係る水防、治水対策等に関する事務事業を実 

施している。 

  （１）河 川 管 理 

北区が管理している河川及び公共溝渠の現況は次表のとおりである。 

                                            （令和４年４月１日現在） 

名   称 延長 (m) 摘 要 備        考 

一 級 河 川 3,810 石神井川 東京都の事務処理特例に関する条例 

公
共
溝
渠 

現況溝渠 1,773 11 本  

現況道路 46,881 136 本 公共下水道の布設に伴い道路に変更 

小  計 48,654 147 本  

計 52,464 148 本  

なお、公共溝渠は公共下水道の普及（現普及率１００％概成）に伴い年々減少し、現在管理延長は  

１，７７３ｍとなっており、下水道管布設後は道路の拡幅、新設用地等に活用されている。 

 （２）水 防 

北区管内の各河川の洪水、又は高潮による水害を防止し、被害を軽減するため、関係各機関と連携し、

水防に関する事務、及び水防活動を実施している。 

また、毎年出水期前に東京消防庁と合同で、北区総合水防訓練を実施しており、令和３年度は、規模

を縮小し実施していくこととしていたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、実施方法を

関係部署への水防計画書の送付による書面開催となった。 

本年度は、東京消防庁（第五消防方面本部）との訓練を実施し、出水期における水防活動に備えてい

くこととする。 

水防用として管理している排水場は次表のとおりである。                                            

（令和４年４月１日現在） 
 

名  称 所  在  地 
ポ ン プ 概 要 

口径㎜ 排水場㎥/分 設 置 年 次 

観 音 橋 排 水 場 滝野川五丁目 53 番地先 
150 
(２台) 

８ 
昭和５８年 

(平成 9 年改修) 

赤 羽 北 排 水 場 赤羽北二丁目 21 番地先 
100 
(１台) 

0.6 平成６年 

赤羽台公園排水場 赤羽台三丁目 16 番地先 
80 

(２台) 
0.7 平成７年 

井 頭 排 水 場 岸町二丁目 9 番地先 
100 

(２台) 
0.9 平成８年 
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 （３）雨水流出抑制施設設置指導 

    管内河川の総合的治水対策の一環として、流域における雨水の流出を抑制するため「流出抑制施設

設置に関する指導要綱（平成元年６月５日作成）」（平成２２年４月１日改定）に基づき、公共施設

及び大規模民間施設（敷地面積５００㎡以上）に雨水貯留、浸透施設の設置について指導している。  

（４）水辺環境整備等に係る調整 

    水辺環境や河川利用の向上等を目的として、国土交通省や東京都が行う基盤整備に併せ、北区が施

工する事業との調整を行っている。 

ア 隅田川・新河岸川水辺環境整備 

     東京都が施工する隅田川及び新河岸川の緩傾斜型堤防整備、スーパー堤防整備に併せ、船着場の

設置及び周辺景観整備を行っている。 

   イ 荒川水辺環境整備 

     ＪＲ東北線鉄橋から新岩淵水門付近の荒川河川敷（延長約 1.9 ㎞）の環境整備について、荒川下

流河川事務所と協議・調整を行いながら緑地整備を実施している。 

   ウ 荒川知水資料館の運営 

平成１０年３月に開設し、荒川の歴史や環境を学び、知ることを目的として、国土交通省と共同

運営を行っている。 

令和３年度の入館者は、１５，８０５人で開館以来の延べ入館者数は、約１３８万人となってい

る。 

なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、令和 2 年 2 月 29 日から 6 月 18 日ま

で全面休館とし、同年 6 月 19 日から令和 3 年 7 月 12 日までは事前予約制とした。 

エ 荒川緑地美化運動の実施（荒川クリーンエイド等） 

     河川美化運動と河川愛護を目的として設立されたＮＰＯ法人荒川クリーンエイド・フォーラムの

活動を通じ、北区主催の荒川河川敷の一斉清掃として、毎年１０月に荒川岩淵関緑地を会場として

実施している。令和３年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止した。 

 

８．石神井川遊歩道維持管理 

  石神井川管理通路を緑化し、緑地８箇所（音無さくら・こぶし・けやき・みずき・くぬぎ・かつら・も 

みじ・えのき）を遊歩道で結び、地域の自然・歴史・文化にふれる散歩道として、樹木の剪定、刈り込み 

等の維持管理を行っている。 

 

９．公園・児童遊園等の維持管理 

公園、児童遊園、遊び場を安全で快適な魅力のある施設とするため、きめ細かな維持管理を行っている。

区立公園・児童遊園及び遊び場の箇所数は次のとおりである。 

（令和４年４月１日現在） 

 

 

 

 

 
 

※赤羽台けやき公園（15,000.05 ㎡）は、令和 4 年 4 月 15 日開園のため上表に含んでいない。 

 

名主の滝公園や浮間つり堀公園等の規模が大きく、かつ特殊な設備がある公園の維持管理については、

年間契約で園内全般の管理作業を委託しているほか、中・小規模公園施設の修繕、電気、機械、給排水設

備の維持管理、トイレ清掃を委託により維持管理を行っている。 

さらに安全管理の観点から道路公園管理事務所においては、遊具など施設の不具合について報告・通報

があった際に、早急な簡易修繕に対応できるようにしている。また、公園・児童遊園等の清掃・除草をシ

ルバー人材センター、障害者団体及び町会自治会等に委託し、美化推進に努めている。 

平成 29 年 4 月 1 日から、荒川岩淵関緑地バーベキュー場及び駐車場を指定管理者による管理を開始

種 別 箇所数 面 積 

公  園 ８４ ９００，２７５．３７㎡ 

児童遊園 １００ ６４，０７５．３７㎡ 

遊 び 場 １５ ２３，０６３．２６㎡ 

計 １９９ ９８７，４１４．００㎡ 
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している。また、令和４年４月１日からは、飛鳥山公園や清水坂公園など一部の公園・児童遊園において

も指定管理者制度を導入した。なお、荒川岩淵関バーベキュー場及び駐車場については、新型コロナ感染

症拡大防止策による利用休止要請期間があり、利用料金収入減収の補てんを行った。 

 

指定管理者が管理する公園                   （令和 4 年 4 月 1 日現在） 

 

昇降施設一覧表                           （令和４年４月１日現在） 

 

１０．花の飛鳥ふれあい事業 
飛鳥山公園の花見時期に合わせ、ぼんぼりの設営や仮設トイレの設置を行っている。 
令和４年については、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、ぼんぼりの設置を取りやめた。 

 
１１．緑のリサイクル事業 

公園等から発生した剪定枝や枯損木は粉砕・チップ化し、遊具周辺等のクッション材として利用して

いる。また、チップ材を堆肥化し、公園内の植え込み地の施肥に使用しているほか、希望する区民に配
布している。 

 

１２．公衆便所維持管理 
駅前公衆トイレを含む管内１３箇所の公衆便所の清掃作業や設備管理を業者委託で実施し、区民の利

用に供している。 

 
１３．狭あい道路拡幅整備事業 

この事業はまちづくり部建築課から依頼を受け、北区狭あい道路拡幅整備要綱に基づき、建築主及び

土地権利者の理解と協力を得て、建築に際して更地となった後退用地について、舗装及びＬ形側溝等の
整備を行っている。本年度も、引き続き事業の推進を図る。 

 

１４．花のあるまち推進事業 
この事業は生活環境部環境課からの依頼を受け、道路・公園等の美化活動を行う地域団体に対し、清 

    掃活動に必要な物品、花苗、園芸用品等を提供し、活動を支援している。 

（道路関係 20 団体、公園関係 59 団体）

地区名 指定管理者 対象公園 

荒川 株式会社サンワックス 荒川岩淵関緑地バーベキュー場及び駐車場 

王子 
あすかサクラパークグル

ープ 

飛鳥山公園、音無親水公園、醸造試験所跡地公園、音無

さくら緑地、音無もみじ緑地 

滝野川 松栄パークグループ 
西ケ原みんなの公園、西ケ原公園、谷戸さんさん児童遊

園 

赤羽東 日本製紙総合開発（株） 
清水坂公園、稲付公園、西が丘三ツ和公園、十条仲原四

丁目児童遊園 

浮間・ 

赤羽西 
（株）日比谷アメニス 

赤羽自然観察公園、赤羽スポーツの森公園、赤羽緑道公

園、島下公園 

名   称  所 在 地 開設年月日 構造及び施設内容 

あすかパークレール 
（アスカルゴ） 

王子 1-1-3 
（飛鳥山公園） 

Ｈ21.7.17 ラック・ピニオン式 
自走式モノレール、16 人乗り 
運転時間 AM10:00～PM4:00 

西ヶ原みんなの公園 
  エレベーター 

西ヶ原 4-51-62 Ｈ22.4.1 ロープ式、１１人乗り、１台 
運転時間 ＡＭ9:00～PＭ5:00 



 

     - 85 - 

北区立公園・緑地                          （令和４年４月１日現在） 

番号 園 名 所 在 地 面 積（㎡） 所有 開園年月日 

1 南 谷 端 公 園 滝野川 7-42-1 7,144.74  区 S24. 6.21 

2 西 中 里 公 園 中里 2-15-1 2,119.75  区 S25. 3.31 

3 東 田 端 公 園 東田端 2-5-18 1,913.88  区 〃 

4 北 谷 端 公 園 滝野川 7-14-1 3,191.19 区 
（S18. 3.27） 

S25.10. 1 

5 志 茂 町 公 園 志茂 1-5-1 2,601.55  国・区 （S18. 4.28） 

6 島 下 公 園 赤羽西 6-10-12 3,396.48  区 
（S26.10.30） 

S27. 4. 1 

7 袋 町 公 園 赤羽北 3-11-10 7,163.17  都・区 
（S26.11. 1） 

S27. 4. 1 

8 王 子 本 町 公 園 王子本町 2-29-8 1,739.61  区 S28. 9.  1 

9 柳 田 公 園 王子 1-20-1 2,299.82 区 
（S26.11. 1） 

S28. 4. 1 

10 北 運 動 公 園 神谷 2-47-6 24,446.36  区 S30. 6.  1 

11 王 子 駅 前 公 園 王子 1-7-1 1,769.44  区 S30.10. 1 

12 浮 間 北 公 園 浮間 1-11-11 3,131.98  区 S33. 5.26 

13 稲 付 公 園 赤羽西 3-19-5 7,899.76  区 S35.10.15 

14 赤 羽 公 園 赤羽南 1-14-17 11,532.85 区 〃 

15 浮 間 つ り 堀 公 園 浮間 5-4-19 3,361.44 区 〃 

16 東 王 子 公 園 堀船 2-19-18 718.31  区 〃 

17 西 ケ 原 公 園 西ケ原 4-18-1 2,171.58  区 〃 

18 東 中 里 公 園 中里 1-12-2 1,645.87  区 〃 

19 神 谷 南 公 園 神谷 1-32-4 805.93  区 S38. 5.13 

20 飛 鳥 山 公 園 王子 1-1-3 73,788.38 国・区・ＪＲ 
（M 6.10.19） 

S40. 4. 1 

21 堀 船 公 園 堀船 2-10-5 3,004.82  区 S35.10.15 

22 新 荒 川 大 橋 緑 地 赤羽 2-29 先 91,718.07 国 
（S38. 3. 5）

S40. 4. 1 

23 豊 島 公 園 王子 6-3-45 6,051.08  国 S40.12.16 

24 十 条 公 園 十条台 2-5-13 2,486.25  国 〃 

25 赤 羽 東 公 園 赤羽 1-43-1 778.85  区 〃 

26 田 端 台 公 園 田端 1-28-23 3,387.17  区 〃 

27 田 端 新 町 公 園 田端新町 1-22-18 1,671.37  区 〃 

28 桐 ケ 丘 中 央 公 園 桐ケ丘 2-7-43 50,987.75  国・都・区 S43. 7.  1 

29 田 端 公 園 田端 3-23-24 1,658.23  区 S44.10. 1 

30 稲 付 西 山 公 園 西が丘 3-10-3 8,265.19  国 S45. 6.26 

31 中 十 条 公 園 中十条 2-12-12 728.12 区 S47. 4.  1 

32 王 子 五 丁 目 公 園 王子 5-17-26 1,908.11  都 S47. 7.  1 

33 志 茂 東 公 園 志茂 3-46-8 2,727.50  都・区 S44. 4.  1 

34 東 豊 島 公 園 豊島 5-5-15 13,211.28  区 S49. 9.30 

35 王 子 三 丁 目 公 園 王子 3-23-33 984.70  都 S50. 4.  1 

36 名 主 の 滝 公 園 岸町 1-15-25 20,413.03  区 
（S35.11. 2） 

S50. 4. 1 

37 荒 川 赤 羽 緑 地 
赤羽 3-29-22 先 
赤羽北 1-22-22 先 53,312.81  国 

（S45. 6. 1） 
S50. 4. 1 

38 王 子 六 丁 目 公 園 王子 6-2-60 1,636.69  区 S50. 7.12 

39 田 端 新 町 南 む つ み 公 園 田端新町 1-5-13 994.45  区 〃 

40 中 央 公 園 十条台 1-2-1 外 79,243.30  国 S51. 4.  1 
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番号 園 名 所 在 地 面 積（㎡） 所有 開園年月日 

41 堀 船 第 二 公 園 堀船 2-27-17 1,774.03  区 S51. 4.  1 

42 白 山 堀 公 園 堀船 3-11-17 2,570.20  区 〃 

43 西 が 丘 三 ツ 和 公 園 西が丘 2-4-1 2,015.79  区 S51. 9.30 

44 堀 船 第 三 公 園 堀船 2-22-3 1,235.48  区 S51.12. 9 

45 赤 羽 三 丁 目 公 園 赤羽 3-23-19 1,610.90  区 S52. 6.21 

46 神 谷 堀 公 園 王子 5-28 5,366.55  区 S54. 4.  1 

47 堀 船 一 丁 目 公 園 堀船 1-15-9 1,283.32  区 S55. 4.  1 

48 音 無 さ く ら 緑 地 王子本町 1-6 先 3,529.61  国 〃 

49 音 無 こ ぶ し 緑 地 滝野川 4-29 先 1,849.80  国 〃 

50 音 無 も み じ 緑 地 滝野川 4-2 先 6,271.04  国 S56. 4.  1 

51 新 河 岸 川 緑 地 
岩淵町 41 先 
赤羽３-29 先 8,637.16  都 S58. 4.25 

52 浮 間 一 丁 目 緑 地 浮間 1-8-1 3,874.33  都・区 S58. 7.11 

53 音 無 け や き 緑 地 滝野川 3-77-8 1,674.07  国 S59. 4.  1 

54 音 無 み ず き 緑 地 滝野川 4-8-10 102.71  国・区 S59.12.22 

55 赤 羽 台 公 園 赤羽台 3-16-1 6,511.56  区 S61. 4.  1 

56 音 無 く ぬ ぎ 緑 地 滝野川 4-33-13 2,757.37  国 S62. 7.  1 

57 滝 野 川 公 園 西ケ原 2-1-8 15,837.06  国・区 S62.10. 5 

５8 音 無 親 水 公 園 王子本町 1-1-1 先 5,461.33 国・区 S63. 5.23 

59 音 無 か つ ら 緑 地 滝野川 5-58-18 94.70  区 S63. 4.  1 

60 赤 羽 台 四 丁 目 公 園 赤羽台 4-17-46 4,521.06  区・JR H 4 .  4 .  1 

61 赤 羽 緑 道 公 園 赤羽台 3-18-33 20,006.30  都・区 〃 

62 童 橋 公 園 田端 5-1-5 1,095.69 区 H 6 .  2 .  1 

63 清 水 坂 公 園 十条仲原 4-2-1 20,647.33  区 H 6 .  4 .  1 

64 荒 川 赤 羽 桜 堤 緑 地 赤羽 3-29 先 12,334.60  国 〃 

65 荒 川 岩 淵 関 緑 地 岩淵町 23-45 先 49,600.81  国 H 6 .  7 .  1 

66 音 無 え の き 緑 地 滝野川 4-9-17 831.52  国・区 H 8 .4 .  1 

67 荒 川 赤 水 門 緑 地 志茂 5-41-82 先 3,977.36  国 〃 

68 十 条 野 鳥 の 森 緑 地 上十条 1-22-30 1,031.72  区 〃 

69 赤 羽 自 然 観 察 公 園 赤羽西 5-2-34 54,020.20 国・区 H11. 4. 1 

70 豊 島 馬 場 遺 跡 公 園 豊島 8-27-1 2,839.97  区 〃 

71 新 河 岸 東 公 園 浮間 4-27-1 49,906.54  都 H15. 4. 1 

72 南 橋 公 園 中十条 1-1-15 520.32  国 H17. 4. 1 

73 王 子 四 丁 目 公 園 王子 4-1-16 1,264.36 区 〃 

74 醸 造 試 験 所 跡 地 公 園 滝野川 2-6-30 6,592.39  国・区 H18. 4. 1 

75 赤 羽 台 さ く ら 並 木 公 園 赤羽台 4-17-5 12,796.12  国・区 H19. 4. 1 

76 豊 島 五 ・ 六 丁 目 公 園 豊島 6-11-12 1,500.00  区 〃 

77 あ す か 緑 地 豊島 2-10 先 3,470.14  国 〃 

78 栄 町 ふ れ あ い 公 園 栄町 33-2 1,575.43  区 H20. 4. 1 

79 赤 羽 ス ポ ー ツ の 森 公 園 赤羽西 5-2-32 35,919.73 国・区 H22. 4. 1 

80 志 茂 ゆ り の 木 公 園 志茂 5-18-1 4,247.89 区 〃 

81 西 ケ 原 み ん な の 公 園 西ケ原 4-51-62 21,878.00 区 〃 

82 志 茂 三 丁 目 小 柳 川 公 園 志茂 3-26-5 2,674.80  区 H24. 7. 1 

83 豊島四丁目リバーサイド公園 豊島 4-18-4 1,432.13 区 R 2 .  3 .  7 

84 滝野川三丁目公園 滝野川 3-52-1 5,123.09 区 R ４. ４. １ 
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番号 園 名 所 在 地 面 積（㎡） 所有 開園年月日 

85 赤羽台けやき公園 赤羽台 1-6-23 15,000.05 区 R ４. ４.１５ 

計 ８５箇所  915,275.42   

北区立児童遊園                           （令和４年４月１日現在） 

番号 園 名 所 在 地 面 積（㎡） 所有 開園年月日 

1 神 谷 三 丁 目 児 童 遊 園 神谷 3-16-18 390.10  都 S23. 3.31 

２ 豊 島 八 幡 児 童 遊 園 豊島 2-19-15 653.17  国 〃 

３ 王 子 三 丁 目 児 童 遊 園 王子 3-24-1 2,420.87  国 S26. 3.31 

４ 赤 羽 南 二 丁 目 児 童 遊 園 赤羽南 2-7-6 1,121.84  都・区 〃 

５ 鶴 ヶ 丘 児 童 遊 園 赤羽西 4-6-5 528.31  国 〃 

６ 上 田 端 児 童 遊 園 田端 4-18-1 326.15  私 S27. 3.  6 

７ 四 本 木 児 童 遊 園 滝野川 3-61-8 689.77  都 S27. 7.31 

８ 八 幡 山 児 童 遊 園 中十条 4-15-2４ 3,494.36  区 S31. 9.15 

９ 船 方 児 童 遊 園 堀船 4-13-28 1,535.08  国・区 S31.12.25 

10 西 が 丘 二 丁 目 児 童 遊 園 西が丘 2-14-3 220.10  区 S34.11.28 

11 赤 羽 三 和 児 童 遊 園 赤羽西 4-27-2７ 1,071.76  都 S37. 3.  5 

12 豊 島 四 丁 目 児 童 遊 園 豊島 4-17-9 757.84  区 S37.12.20 

13 豊 島 七 丁 目 北 児 童 遊 園 豊島 7-24-4 587.62  都・区 S39. 2.11 

14 志 茂 三 丁 目 児 童 遊 園 志茂 3-18-3 328.64  区 S41.10. 5 

15 赤 羽 北 一 丁 目 児 童 遊 園 赤羽北 1-10-8 1,272.87  国・区 S43. 7.  1 

16 滝 野 川 馬 場 児 童 遊 園 滝野川 2-30-2９ 780.45  都 S44. 4.  1 

17 田端新町一丁目児童遊園 田端新町 1-17-8 989.45  区 〃 

18 堀 船 四 丁 目 児 童 遊 園 堀船 4-4-21  566.94  区 〃 

19 赤 羽 北 二 丁 目 児 童 遊 園 赤羽北 2-34-6 633.12  区 〃 

20 堀 船 四 丁 目 西 児 童 遊 園 堀船 4-4-35 246.67  国・区 S44.10. 1 

21 大 原 児 童 遊 園 滝野川 1-78-8 331.62  区 S45. 6.26 

22 西 が 丘 児 童 遊 園 西が丘 2-22-1１ 271.74  区 〃 

23 赤 羽 台 三 丁 目 児 童 遊 園 赤羽台 3-21-35 250.85  区 〃 

24 堀 船 二 丁 目 児 童 遊 園 堀船 2-25-13 440.93  都 S45. 6.30 

25 赤 羽 北 児 童 遊 園 赤羽北 1-5-4 236.18 区 〃 

26 王 子 六 丁 目 児 童 遊 園 王子 6-2-60 787.05  国 S46.12.15 

27 栄 町 南 児 童 遊 園 栄町 7-12 243.70 都 S47. 7.  1 

28 栄 町 北 児 童 遊 園 栄町 24-12 204.55 都 〃 

29 上 中 里 二 丁 目 児 童 遊 園 上中里 2-13-15 307.73 都 〃 

30 東 十 条 五 丁 目 児 童 遊 園 東十条 5-13-2 363.92 区 〃 

31 赤 羽 三 丁 目 児 童 遊 園 赤羽 3-26-8 720.40 区 〃 

32 中 十 条 三 丁 目 児 童 遊 園 中十条 3-7-1 364.64  区 S48. 3.31 

33 西 ケ 原 三 丁 目 児 童 遊 園 西ケ原 3-19-8 308.05  区 S48. 6.23 

34 宮 堀 児 童 遊 園 神谷 1-6-21 先 269.48  国・区 〃 

35 堀 船 三 丁 目 児 童 遊 園 堀船 3-1-16 1,245.85  都・区 S49. 6.19 

36 堀 船 一 丁 目 児 童 遊 園 堀船 1-5-6 373.61  区 S50. 4.  1 

37 志 茂 五 丁 目 児 童 遊 園 志茂 5-39-3 323.89  区 〃 

38 上 中 里 一 丁 目 児 童 遊 園 上中里 1-38-1 226.37  私 S50. 7.12 

39 滝 野 川 五 丁 目 児 童 遊 園 滝野川 5-42-32 431.45  私 〃 
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番号 園 名 所 在 地 面 積（㎡） 所有 開園年月日 

40 岸 町 二 丁 目 児 童 遊 園 岸町 2-5-16 326.23  区 S50. 7.12 

41 十条仲原一丁目児童遊園 十条仲原 1-21-10 333.37  区 〃 

42 旧 古 河 庭 園 児 童 遊 園 西ケ原 1-27-3 321.90  国 S52 .4.  1 

43 豊 島 七 丁 目 児 童 遊 園 豊島 7-31-1 826.00  区 S52. 6.21 

44 豊 島 八 丁 目 児 童 遊 園 豊島 8-33-11 451.53  区 S52.10. 1 

45 赤 羽 北 三 丁 目 児 童 遊 園 赤羽北 3-18-8 794.31  区 S53. 6.30 

46 西 が 丘 一 丁 目 児 童 遊 園 西が丘 1-44-7 696.51  都・区 S53.12.13 

47 赤 羽 西 六 丁 目 児 童 遊 園 赤羽西 6-3-10 489.86  区 S54. 4.  1 

48 西 が 丘 南 児 童 遊 園 西が丘 2-15-10 354.92  区 〃 

49 浮 間 中 央 児 童 遊 園 浮間 3-34-21 709.62 区 〃 

50 西 ケ 原 一 丁 目 児 童 遊 園 西ケ原 1-9-4 350.49  区 〃 

51 堀 船 三 丁 目 西 児 童 遊 園 堀船 3-16-3 424.93  都 S56. 4.  1 

52 滝 野 川 三 丁 目 児 童 遊 園 滝野川 3-80-3 699.65 区 〃 

53 十条仲原二丁目児童遊園 十条仲原 2-15-14 53.31  都 S56.12.14 

54 東 田 端 二 丁 目 児 童 遊 園 東田端 2-13-7 565.91  区 S57.10. 1 

55 昭 和 町 児 童 遊 園 昭和町 3-9-10 1,191.54  区 S58. 4.  1 

56 豊 島 四 丁 目 南 児 童 遊 園 豊島 4-14-1 266.65  区 〃 

57 志 茂 五 丁 目 東 児 童 遊 園 志茂 5-21-12 273.02 都 S58.12.12 

58 浮 間 一 丁 目 児 童 遊 園 浮間 1-7-13 1,037.81  都 〃 

59 西 ケ 原 二 丁 目 児 童 遊 園 西ケ原 2-19-11 700.42  区 S59. 4.  1 

60 赤羽北三丁目第一児童遊園 赤羽北 3-14-6 806.10 都 〃 

61 浮 間 二 丁 目 東 児 童 遊 園 浮間 2-2-5 605.68  区 S59. 7.  1 

62 浮 間 二 丁 目 西 児 童 遊 園 浮間 2-26-44 1,645.71  都 〃 

63 王 子 五 丁 目 児 童 遊 園 王子 5-2-13 1,077.72  公団 〃 

64 浮 間 三 丁 目 児 童 遊 園 浮間 3-24-14 728.85  区 S62. 4.  1 

65 袋 児 童 遊 園 赤羽北 2-22-10 832.13  公団 〃 

66 栄 町 西 児 童 遊 園 栄町 40-2 先 323.65  JR 〃 

67 東十条一丁目高架下児童遊園 東十条 1-7 先 621.23 JR 〃 

68 東十条二丁目高架下児童遊園 東十条 2-1-14 464.98  JR 〃 

69 地 蔵 坂 下 児 童 遊 園 東十条 3-18-44 106.97  JR S63. 4.  1 

70 北赤羽駅高架下児童遊園 浮間 3-1-51 761.19  JR 〃 

71 浮間三丁目高架下児童遊園 浮間 3-32-3 605.37  JR 〃 

72 浮間四丁目高架下児童遊園 浮間 4-1-9 568.04  JR 〃 

73 志 茂 四 丁 目 児 童 遊 園 志茂 4-46-6 1,322.44  区 H 3 .  4 .  1 

74 滝 野 川 菊 谷 児 童 遊 園 滝野川 6-43-1 468.71  区 H 4 .  4 .  1 

75 中 里 三 丁 目 児 童 遊 園 中里 3-22-9 1,472.05  区 H 5.11. 1 

76 ち ん ち ん 山 児 童 遊 園 岸町 2-1-11 先 745.90  都 H 6 .  4 .  1 

77 中 十 条 一 丁 目 児 童 遊 園 中十条 1-20-9 437.45  区 H 7 .  2 .  1 

78 志 茂 五 丁 目 南 児 童 遊 園 志茂 5-4-11 328.80  区 H 7 .  4 .  1 

79 神 谷 三 丁 目 南 児 童 遊 園 神谷 3-37-4 360.13  区 〃 

80 十条仲原四丁目児童遊園 十条仲原 4-10-5 384.91  区 〃 

81 八 幡 通 り 児 童 遊 園 滝野川 5-10-1 898.77 区 H 9 .  4 .  1 

82 東 十 条 南 児 童 遊 園 東十条 1-2-1 1,477.47  都 〃 
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番号 園 名 所 在 地 面 積（㎡） 所有 開園年月日 

83 田 端 西 台 児 童 遊 園 田端 5-14-1 380.33  区 H 9 .  4 .  1 

84 豊 島 七 丁 目 南 児 童 遊 園 豊島 7-4-1 743.90 区 H10. 4. 1 

85 上 中 里 三 丁 目 児 童 遊 園 上中里 3-12-4 616.69 区 H11. 4. 1 

86 神 谷 一 丁 目 児 童 遊 園 神谷 1-5-11 313.22  区 H13. 4. 1 

87 上 十 条 四 丁 目 児 童 遊 園 上十条 4-17-2 451.91 区 H15. 4. 1 

88 こ は ら 児 童 遊 園 滝野川 5-1 先 328.70 私・豊島区 H16. 4. 1 

89 赤羽西六丁目第二児童遊園 赤羽西 6-38-4 370.88  区 H17. 4. 1 

90 赤羽西六丁目第三児童遊園 赤羽西 6-8-1 493.06 区 〃 

91 昭和町ふれあい児童遊園 昭和町 1-5-14 644.92 区 H25. 4. 1 

92 志 茂 四 わ か ば 児 童 遊 園 志茂 4-31-1 1,103.26 区 H28. 4. 1 

93 北 園 児 童 遊 園 北赤羽 3-6-1 646.35 区 H29. 3. 1 

94 堀船一丁目いこい児童遊園 堀船 1-23-1 628.77 区 H29.5.1９ 

95 上 一 ふ れ あ い 児 童 遊 園 上十条 1-16-15 524.60 区 H30. 4. 1 

96 谷 戸 さ ん さ ん 児 童 遊 園 西ヶ原 3-59-16 925.60 区 H31. 3.16 

97 田 端 二 丁 目 児 童 遊 園 田端 2-6-15 487.75 区 R  2 .  4 .  1 

98 道 音 坂 児 童 遊 園 滝野川 1-32-2 564.02 区 R  2 .  4 .  6 

99 志 茂 二 丁 目 児 童 遊 園 志茂 2-30-12 277.26 区 R 3. 2.19 

100 い が し ら 児 童 遊 園 岸町 2-9-11 344.80 区 R 3. 4.14 

計 100 箇所   64,075.37   

遊び場                                                （令和４年４月１日現在） 

番号 遊 び 場 名 所 在 地 面 積（㎡） 所 有  

1 中 里 台 遊 び 場 中里 3-10-1 836.84  都  

2 稲 付 遊 び 場 赤羽西 1-24-24 134.00  区  

3 堀船緑地（仮称）遊び場 堀船 3-1 先 2,554.14  国  

4 豊 島 三 丁 目 遊 び 場 豊島 3-7 1,462.02  区  

5 上 十 条 五 丁 目 遊 び 場 上十条 5-4-2 314.73  区  

6 赤 羽 諏 訪 緑 地 赤羽北 2-3-1 2,716.57  区  

7 王 子 一 丁 目 遊 び 場 王子 1-13-10 281.82  私  

8 王 子 五 丁 目 遊 び 場 王子 5-22-3 123.15  区  

9 上 十 条 五 丁 目 東 緑 地 上十条 5-3-1 437.77  区  

10 上 中 里 二 丁 目 広 場 上中里 2-2 先外 2,273.97  区  

11 豊 島 八 丁 目 遊 び 場 豊島 8-30-20 2,500.00  区  

12 紅 葉 遊 び 場 滝野川 3-78-3 266.76  区  

13 豊 島 五 丁 目 遊 び 場 豊島 5-6-1 7,940.00 区  

14 堀船一丁目高架下遊び場 堀船 1-7 先 1,085.27 独法  

15 宮 元 遊 び 場 滝野川 5-24-3 136.22 私  

計 15 箇所   23,063.26   
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まちかど広場                            （令和４年４月１日現在） 

番号 名    称 所 在 地 面 積（㎡） 所 有 設置年度 

1 権 現 坂 岸町 1-4 42.82  区 S61 

2 西 ケ 原 三 丁 目 西ケ原 3-41 123.49  区 S62 

3 名 主 の 滝 岸町 1-15 88.47  区 H 元 

4 西 ケ 原 三 丁 目 南 西ケ原 3-32-9 89.71  区 Ｈ2 

5 ゲ ー テ 記 念 館 前 西ケ原 2-36-2 81.66  区 〃 

6 上 十 条 二 丁 目 上十条 2-14 100.75  区 Ｈ４ 

7 田端三丁目まちかど広場 田端 3-13 33.02  区 Ｈ５ 

8 王子二丁目まちかど広場 王子 2-15-17 124.06  区 Ｈ９ 

９ 上十条四丁目まちかど広場 上十条 4-1-1 85.76  区 〃 

10 上 三 ふ れ あ い 広 場 上十条 3-8 117.36  区 Ｈ10 

11 岩 淵 か っ ぱ 広 場 岩淵町 28 116.77  区 〃 

12 上 四 虹 ひ ろ ば 上十条 4-12-14 116.19  区 Ｈ13 

13 上 三 ふ じ 広 場 上十条 3-2-10 79.24  区 Ｈ15 

14 上一西防災ふれあい広場 上十条 1-19-8 269.10  私 〃 

15 上 四 み ん な の 広 場 上十条 4-14-14 162.90 区 Ｈ21 

16 西 部 つ ど い 広 場 西ケ原 4-59-3 133.20 区 H26 

17 上 五 防 災 ふ れ あ い 広 場 上十条 5-25-9 102.66 区 H31 

18 し も さ ん 広 場 志茂 3-9-16 217.31 区 R2 

計 18 箇所   2,084.47      

 

 

駅前公衆トイレ                            （令和４年４月１日現在） 

番号 名 称 所 在 地 
構造・面積（㎡） 処理 だれ 

でも 
トイレ 鉄筋 プレハブ ユニット 木造 水洗 汲取 

1 王 子 駅 前 王子 1-10 先 34.57    ○  ○ 

2 東 十 条 駅 （ 北 ） 東十条 4-1-10 42.92    ○  ○ 

3 東 十 条 駅 （ 南 ） 中十条 2-9-22 18.50    ○   

4 赤 羽 駅 東 口 赤羽 1-1 先 36.38    ○  ○ 

5 新 荒 川 大 橋 際 岩淵町 23 先   3.98  ○   

6 田 端 駅 前 田端 1-21 先 43.15    ○  ○ 

7 尾 久 駅 前 昭和町 1-2-17 24.96    ○  ○ 

8 王 子 五 丁 目 王子 5-2 先   17.15  ○  ○ 

9 東 十 条 駅 高 架 下 東十条 2-16-15 14.96    ○   

10 新 田 端 大 橋 下 東田端 1-17 先 19.23    ○  ○ 

11 板 橋 駅 前 滝野川 7-3 先   11.14  ○  ○ 

12 北 赤 羽 駅 前 赤羽北 2-25 19.49    ○  ○ 

13 上 中 里 駅 前 上中里 1-47 先 14.10    ○  ○ 

計 13 箇所   286.26 0.00 32.27 0.00 13 0 10 
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公園等トイレ                             （令和４年４月１日現在） 

番号 園 名 所 在 地 
構造・面積（㎡） 処理 だれ 

でも 
トイレ 鉄筋 プレハブ ユニット 木造 水洗 汲取 

1 南 谷 端 公 園 滝野川 7-42-1 20.01 
   

○ 
 

○ 

2 西 中 里 公 園 中里 2-15-1 26.40 
   

○ 
 

○ 

3 東 田 端 公 園 東田端 2-5-18 
  

11.62 
 

○ 
 

○ 

4 北 谷 端 公 園 滝野川 7-14-1 
  

24.77 
 

○ 
 

○ 

5 志 茂 町 公 園 志茂 1-5-1 16.10    ○  ○ 

6 島 下 公 園 赤羽西 6-10-12 14.89 
   

○ 
  

7 袋 町 公 園 赤羽北 3-11-10 42.98 
   

○ 
 

○ 

8 王 子 本 町 公 園 王子本町 2-29-8 15.50 
   

○ 
 

○ 

9 柳 田 公 園 王子 1-20-1 31.47 
   

○ 
 

○ 

10 北 運 動 公 園 神谷 2-47-6 34.47 
   

○ 
 

○ 

11 王 子 駅 前 公 園 王子 1-7-1 21.51 
   

○ 
 

○ 

12 浮 間 北 公 園 浮間 1-11-11 
 

6.75 
  

○ 
 

○ 

13 稲 付 公 園 赤羽西 3-19-5 21.14 
   

○ 
 

○ 

14 東 王 子 公 園 王子 1-30-1 
 

21.84 
  

○ 
 

○ 

15 西 ケ 原 公 園 西ケ原 4-18-1 
  

0.99 
 

○ 
  

16 東 中 里 公 園 中里 1-12-2 5.65 
   

○ 
 

○ 

17 赤 羽 公 園 （ 西 ） 赤羽南 1-14-17 37.50 
   

○ 
 

○ 

18 赤 羽 公 園 （ 東 ） 赤羽南 1-14-17 25.74 
   

○ 
 

○ 

19 浮 間 つ り 堀 公 園 浮間 5-4-19 12.00 
   

○ 
  

20 神 谷 南 公 園 神谷 1-32-4 
 

2.16 
  

○ 
  

21 飛 鳥 山 公 園 （ 東 ） 王子 1-1-3 26.17 
   

○ 
 

○ 

22 飛 鳥 山 公 園 （ 北 ） 王子 1-1-3 35.15 
   

○ 
 

○ 

23 飛 鳥 山 公 園 （ 中 央 ） 王子 1-1-3 42.00    ○  ○ 

24 飛 鳥 山 公 園 （ 南 ） 王子 1-1-3 43.20    ○  ○ 

25 堀 船 公 園 堀船 2-10-5 23.68    ○  ○ 

26 新 荒 川 大 橋 緑 地 / 野 球 場 赤羽 3-29 先   12.96   ○ ○ 

27 豊島公園（西：第 2 ブロック） 王子 6-3-45 30.00    ○  ○ 

28 豊島公園（東：第５ブロック） 王子 6-3-45 32.28    ○   

29 十 条 公 園 十条台 2-5-13 21.76    ○  ○ 

30 赤 羽 東 公 園 赤羽 1-43-1 13.68    ○   

31 田 端 台 公 園 田端 1-28-23 18.01    ○  ○ 

32 田 端 新 町 公 園 田端新町 1-22-18 18.69    ○  ○ 

33 
桐 ケ 丘 中 央 公 園 （ 北 Ａ ） 
（ふれあい館前） 桐ケ丘 2-7-43 22.01    ○   

34 
桐 ケ 丘 中 央 公 園 （ 北 Ｂ ） 
（体育館前） 桐ケ丘 2-5 22.01    ○   

35 桐 ケ 丘 中 央 公 園 （ 南 ） 桐ケ丘 1-8 28.05    ○  ○ 

36 田 端 公 園 田端 3-23-24 9.52    ○   

37 稲 付 西 山 公 園 西が丘 3-10-3 36.40    ○  ○ 

38 中 十 条 公 園 中十条 2-12-12  8.16   ○   

39 王 子 五 丁 目 公 園 王子 5-17-26 27.60    ○  ○ 

40 東 豊 島 公 園 豊島 5-5-15 20.31    ○   
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番号 園 名 所 在 地 
構造・面積（㎡） 処理 だれ 

でも 
トイレ 鉄筋 プレハブ ユニット 木造 水洗 汲取 

41 名 主 の 滝 公 園 岸町 1-15-25    14.90 ○   

42 荒川赤羽緑地/サッカー場 赤羽北 1-22-22 先  3.00    ○  

43 王 子 六 丁 目 公 園 王子 6-2-60  5.76   ○   

44 田 端 新 町 南 む つ み 公 園 田端新町 1-5-13  8.16   ○  ○ 

45 中央公園Ａ（テニスコート） 十条台 1-2-1 39.66    ○  ○ 

46 中央公園Ｂ（ 野球場Ｂ面 ） 十条台 1-2-1   14.62  ○  ○ 

47 中央公園Ｃ（児童コーナー） 十条台 1-2-1 14.26    ○  ○ 

48 中央公園Ｄ（  流 れ  ） 十条台 1-2-1 14.26    ○  ○ 

49 中央公園Ｅ（  拡張部  ） 十条台 1-2-1 47.20    ○  ○ 

50 堀 船 第 二 公 園 堀船 2-27-17   5.70  ○  ○ 

51 白 山 堀 公 園 堀船 3-11-17 12.51    ○  ○ 

52 西 が 丘 三 ツ 和 公 園 西が丘 2-4-1  7.20   ○   

53 堀 船 第 三 公 園 堀船 2-22-3 12.86    ○   

54 赤 羽 三 丁 目 公 園 赤羽 3-23-19   11.62  ○  ○ 

55 神 谷 堀 公 園 王子 5-21 先  22.20   ○  ○ 

56 堀 船 一 丁 目 公 園 堀船 1-15-9   11.62  ○  ○ 

57 音 無 こ ぶ し 緑 地 滝野川 4-29 先   6.50  ○  ○ 

58 音 無 も み じ 緑 地 滝野川 4-2 先 11.95    ○  ○ 

59 新 河 岸 川 緑 地 赤羽 3-29   3.20  ○   

60 浮 間 一 丁 目 緑 地 浮間 1-8-1   11.62  ○  ○ 

61 音 無 け や き 緑 地 滝野川 3-77-8  5.76   ○   

62 赤 羽 台 公 園 赤羽台 3-16-1  9.93   ○   

63 滝 野 川 公 園 西ケ原 2-1-8 16.65    ○  ○ 

64 音 無 親 水 公 園 王子本町 1-1-1 先 27.24    ○  ○ 

65 赤 羽 台 四 丁 目 公 園 赤羽台 4-17-46   8.54  ○  ○ 

66 赤羽緑道公園 A（赤羽台三） 赤羽台 3-21-33   15.76  ○  ○ 

67 赤羽緑道公園 B（赤羽西五） 赤羽台 3-21-33 6.76    ○  ○ 

68 童 橋 公 園 田端 5-1-5 5.59    ○   

69 清 水 坂 公 園 （ 中 央 ） 十条仲原 4-2-1 42.00    ○  ○ 

70 清 水 坂 公 園 （  東  ） 十条仲原 4-2-1 33.76    ○   

71 清 水 坂 公 園 （  西  ） 十条仲原 4-2-1  7.04   ○   

72 荒 川 岩 淵 関 緑 地 岩淵町 23-45 先   14.09   ○ ○ 

73 十 条 野 鳥 の 森 緑 地 上十条 1-22-30  5.76   ○  ○ 

74 南 橋 公 園 中十条 1-1-5  2.16   ○   

75 豊 島 馬 場 遺 跡 公 園 豊島 8-27-1 40.42    ○  ○ 

76 
赤 羽 自 然 観 察 公 園 
（管理棟） 赤羽西 5-2-34 72.00    ○  ○ 

77 
赤 羽 自 然 観 察 公 園 
（東門） 赤羽西 5-2-34  7.10   ○  ○ 

78 王 子 四 丁 目 公 園 王子 4-1-16  6.50   ○  ○ 

79 醸 造 試 験 所 跡 地 公 園 滝野川 2-6-30 15.52    ○  ○ 

80 新 河 岸 東 公 園 浮間 4-27-1 36.35    ○  ○ 
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番号 園 名 所 在 地 
構造・面積（㎡） 処理 だれ 

でも 
トイレ 鉄筋 プレハブ ユニット 木造 水洗 汲取 

81 豊 島 五 ・ 六 丁 目 公 園 豊島 6-11-12 22.47    ○  ○ 

82 あ す か 緑 地 豊島 2-10 先 17.44    ○  ○ 

83 赤 羽 台 さ く ら 並 木 公 園 赤羽台 4-17-5 24.01    ○  ○ 

84 栄 町 ふ れ あ い 公 園 栄町 33-2 13.31    ○  ○ 

85 赤羽スポーツの森公園（南） 赤羽西 5-2-32 71.58    ○  ○ 

86 赤羽スポーツの森公園（北） 赤羽西 5-2-32 71.58    ○  ○ 

87 西ケ原みんなの公園（南） 西ケ原 4-51-62 46.92    ○  ○ 

88 西ケ原みんなの公園（北） 西ケ原 4-51-62 22.10    ○  ○ 

89 志 茂 ゆ り の 木 公 園 志茂 5-18-1 14.96    ○  ○ 

90 志 茂 三 丁 目 小 柳 川 公 園 志茂 3-26-5 25.63    ○  ○ 

91 豊島四丁目リバーサイド公園 豊島 4-18-4 13.66    ○  ○ 

92 滝 野 川 三 丁 目 公 園 滝野川 3-52-1 16.52    ○  ○ 

93 赤羽台けやき公園（管理棟） 赤羽台 1-6-23 40.01    ○  ○ 

94 赤羽台けやき公園（ 東 ） 赤羽台 1-6-23 11.99    ○  ○ 

公園トイレ（小計） 1,657.05 129.48153.61 14.90 91 3 71 

95 豊 島 八 幡 児 童 遊 園 豊島 2-19-15  5.76   ○   

96 王 子 三 丁 目 児 童 遊 園 王子 3-24-1  5.76   ○   

97 赤 羽 南 二 丁 目 児 童 遊 園 赤羽南 2-7-6 9.95    ○  ○ 

98 鶴 ヶ 丘 児 童 遊 園 赤羽西 4-6-5  2.16   ○   

99 上 田 端 児 童 遊 園 田端 4-18-1   0.88  ○   

100 四 本 木 児 童 遊 園 滝野川 3-61-8  2.16   ○   

101 船 方 児 童 遊 園 堀船 4-13-28   5.14  ○   

102 赤 羽 三 和 児 童 遊 園 赤羽西 4-27-27  2.16   ○   

103 豊 島 四 丁 目 児 童 遊 園 豊島 4-17-9   4.66  ○  ○ 

104 豊 島 七 丁 目 北 児 童 遊 園 豊島 7-24-4 4.26    ○  ○ 

105 志 茂 三 丁 目 児 童 遊 園 志茂 3-18-3  2.16   ○   

106 赤 羽 北 一 丁 目 児 童 遊 園 赤羽北 1-10-8  5.76   ○   

107 滝 野 川 馬 場 児 童 遊 園 滝野川 2-30-29  5.76   ○   

108 田 端 新 町 一 丁 目 児 童 遊 園 田端新町 1-17-8   2.10  ○   

109 堀 船 四 丁 目 児 童 遊 園 堀船 4-4-21  2.16   ○   

110 赤 羽 北 二 丁 目 児 童 遊 園 赤羽北 2-34-6  2.16   ○   

111 大 原 児 童 遊 園 滝野川 1-78-8  2.16   ○   

112 上 中 里 二 丁 目 児 童 遊 園 上中里 2-13-15   1.16  ○   

113 赤 羽 三 丁 目 児 童 遊 園 赤羽 3-26-8  8.60   ○   

114 宮 堀 児 童 遊 園 神谷 1-6-21 先  5.61   ○   

115 堀 船 一 丁 目 児 童 遊 園 堀船 1-5-6  5.31   ○   

116 滝 野 川 五 丁 目 児 童 遊 園 滝野川 5-42-32  4.80   ○   

117 十 条 仲 原 一 丁 目 児 童 遊 園 十条仲原 1-21-10  2.16   ○   

118 豊 島 七 丁 目 児 童 遊 園 豊島 7-31-1  2.16   ○   

119 豊 島 八 丁 目 児 童 遊 園 豊島 8-33-11   1.12  ○   

120 西 が 丘 一 丁 目 児 童 遊 園 西が丘 1-44-7 先   5.86  ○  ○ 
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番号 園 名 所 在 地 
構造・面積（㎡） 処理 だれ 

でも 
トイレ 鉄筋 プレハブ ユニット 木造 水洗 汲取 

121 堀 船 三 丁 目 西 児 童 遊 園 堀船 3-16-3  5.76   ○   

122 東 田 端 二 丁 目 児 童 遊 園 東田端 2-13-7   1.27  ○   

123 昭 和 町 児 童 遊 園 昭和町 3-9-10  5.76   ○   

124 浮 間 一 丁 目 児 童 遊 園 浮間 1-7-13  5.76   ○   

125 西 ケ 原 二 丁 目 児 童 遊 園 西ケ原 2-19-11  5.76   ○   

126 赤羽北三丁目第一児童遊園 赤羽北 3-14-6  8.40   ○   

127 浮 間 二 丁 目 東 児 童 遊 園 浮間 2-2-5  5.76   ○   

128 浮 間 二 丁 目 西 児 童 遊 園 浮間 2-26-44  8.65   ○   

129 王 子 五 丁 目 児 童 遊 園 王子 5-2-13   10.16  ○  ○ 

130 浮 間 三 丁 目 児 童 遊 園 浮間 3-24-14  5.76   ○   

131 袋 児 童 遊 園 赤羽北 2-22-10  5.76   ○   

132 栄 町 西 児 童 遊 園 栄町 40-2 先  5.31   ○   

133 東十条一丁目高架下児童遊園 東十条 1-7-3 先  4.80   ○   

134 北 赤 羽 駅 高 架 下 児 童 遊 園 浮間 3-1-51  16.80   ○  ○ 

135 浮間三丁目高架下児童遊園 浮間 3-32-3  4.80   ○   

136 浮間四丁目高架下児童遊園 浮間 4-1-9  4.80   ○   

137 志 茂 四 丁 目 児 童 遊 園 志茂 4-46-4  4.49   ○   

138 中 里 三 丁 目 児 童 遊 園 中里 3-22-9   3.88  ○   

139 ち ん ち ん 山 児 童 遊 園 岸町 2-1-11 先   1.95  ○   

140 中 十 条 一 丁 目 児 童 遊 園 中十条 1-20-9   4.49  ○   

141 志 茂 五 丁 目 南 児 童 遊 園 志茂 5-4-11   2.24  ○   

142 神 谷 三 丁 目 南 児 童 遊 園 神谷 3-37-4   1.95  ○   

143 八 幡 通 り 児 童 遊 園 滝野川 5-10-1  1.95   ○  ○ 

144 東 十 条 南 児 童 遊 園 東十条 1-2-1  1.95   ○   

145 田 端 西 台 児 童 遊 園 田端 5-14-1  2.48   ○   

146 豊 島 七 丁 目 南 児 童 遊 園 豊島 7-4-1  7.10   ○   

147 上 中 里 三 丁 目 児 童 遊 園 上中里 3-12-4   2.90  ○   

148 神 谷 一 丁 目 児 童 遊 園 神谷 1-5-11  2.99   ○   

149 上 十 条 四 丁 目 児 童 遊 園 上十条 4-17-4   1.54  ○   

150 こ は ら 児 童 遊 園 滝野川 5-1  2.16   ○   

151 昭 和 町 ふ れ あ い 児 童 遊 園 昭和町 1-5-14   7.50  ○  ○ 

152 志 茂 四 わ か ば 児 童 遊 園 志茂 4-31-1   10.29  ○  ○ 

153 北 園 児 童 遊 園 北赤羽 3-6-1   6.01  ○  ○ 

154 田 端 二 丁 目 児 童 遊 園 田端 2-6-15   5.41  ○  ○ 

児童遊園トイレ（小計） 14.21 183.80 80.51 0.00 60 0 11 

155 豊 島 三 丁 目 遊 び 場 豊島 3-7  4.80   ○   

156 上 中 里 二 丁 目 広 場 上中里 2-19  6.76   ○  ○ 

遊び場トイレ（小計） 0.00 11.56 0.00 0.00 2 0 1 

総 計 （156 箇所） 面積 2,245.12 1,671.26 324.84 234.12 14.90 153 ３ 83 
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